
平成 年度第 回中部ブロック発注者協議会23 1

次 第

日時：平成 年 月 日23 5 13
13:30 15:30～

場所：名古屋ガーデンパレス

翼2F

１．開 会

２．挨 拶 国土交通省 中部地方整備局 局長

３．議 事

（１）公共工事の品質確保対策などの現状調査結果について

入札契約適正化法に基づく実施状況調査の結果について

23 1 24 -1-1平成 年 月 日 国土交通省・総務省・財務省 ・・資料

公共工事の品質確保対策などの現状調査結果について

H21,H22 -1-2（ )） ・・・資料

-1-3公共工事の品質確保の課題について ・・・資料

（２）建設生産システムの適正化に向けた取り組みに関する事例紹介

-2-1岐阜県 ・・・資料

-2-2静岡県 ・・・資料

-2-3愛知県 ・・・資料

-2-4三重県 ・・・資料

-2-5農林水産省東海農政局 ・・・資料

-2-6国土交通省中部地方整備局 ・・・資料

（３）平成 年度中部ブロック発注者協議会取組方針(案）について23
-3・・・資料

（４）建設生産システムの適正化に向けた取組に関する

自己評価について（ 年度実績及び 年度実施目標）H22 H23
-4・・・資料

（ ）その他5

農林水産省東海農政局 局長４．挨 拶

５．閉 会
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所　　属 役職名 氏名

警察庁中部管区警察局 総務監察部長 中﨑　和博 代理 会計課課長補佐 石井　博

警察庁中部管区警察学校 学校長 鳥居　　宏 代理 会計課次席 三原　智志

財務省東海財務局 総務部長 仲村　淳一 代理 総務部会計課長 堀江　弘保

財務省名古屋税関 総務部長 今野　孝一 代理 会計課長補佐 伊藤　嘉祐

国税庁名古屋国税局 総務部次長 多田　藤兵衛 代理 営繕監理官 小久江　元秀

厚生労働省東海北陸厚生局 局長 関山　昌人 代理 会計係長 出水　邦宏

厚生労働省岐阜労働局 局長 矢部　憲一 欠席

厚生労働省静岡労働局 局長 新宅　友穗 欠席

厚生労働省愛知労働局 局長 熊谷　毅 欠席

厚生労働省三重労働局 局長 藤井　礼一 欠席

農林水産省東海農政局 局長 竹森　三治 出席

林野庁中部森林管理局 局長 城土　裕 代理 総務部専門官 花木　健英

経済産業省中部経済産業局 総務企画部長 田端　祥久 代理 会計課長 三橋　一美

国土交通省中部地方整備局 局長 富田　英治 出席

国土交通省中部運輸局 局長 森重　俊也 代理 会計課 課長補佐 松永　哲雄

海上保安庁第四管区海上保安本部 総務部長 福谷 幸資 代理 会計管理官 川村　通世

環境省中部地方環境事務所 所長 神田　修二 代理 国立公園・保全整備課長 野村　　環

岐阜県 副知事 渕上　俊則 代理 土木技監 高木　善幸

静岡県 副知事 岩瀬　洋一郎 代理 建設支援局長 橋本　知之

愛知県 副知事 片桐　正博 代理 技監 澤田　弘二

三重県 副知事 江畑　賢治 代理 公共事業総合政策分野総括室長 土井　英尚

静岡市 副市長 清水　喜代志 代理 建設局長 山本　吉郎

浜松市 副市長 花嶋　秀樹 代理 土木部　参事 　田中　宏明　

名古屋市 副市長 住田　代一 代理 財政局契約監理監 小林　明生

岐阜県市長会　 市長会会長 藤原　勉 欠席

静岡県市長会　 市長会会長 鈴木　尚 欠席

愛知県市長会　 会長職務代理者　副会長　 大野　紀明 欠席

三重県市長会　 市長会会長 川岸　光男 欠席

岐阜県町村会　 町村会会長 赤塚　新吾 欠席

静岡県町村会　 町村会会長 村松　藤雄 欠席

愛知県町村会　 町村会会長 江戸　　滿 欠席

三重県町村会　 町村会会長 谷口　友見 欠席

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 支社長 岩田　久志 代理 副支社長 岩崎　洋一郎

（独）都市再生機構中部支社 支社長 小野沢　透 代理 都市再生業務部長 萩田　雅也

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 所長 吉田　東雄 欠席 施設建設課長 山本　勝

（独）水資源機構中部支社 支社長 曽我　美一 出席

（独）森林総合研究所森林農地整備センター中部整備局 局長 元宿 　作 代理 契約課長 下薗　英臣

岐阜県道路公社 理事長 渡辺　敬一 代理 技術参事 奥原　寿隆

静岡県道路公社 理事長 矢野　弘典 代理 道路部長 土屋　晴良

愛知県道路公社 理事長 江坂　正安 出席

三重県道路公社 理事長 高杉　勲 代理 伊勢事務所所長 柏木　茂忠

名古屋高速道路公社 理事長 森　德夫 代理 副理事長 酒井　利夫

名古屋港管理組合 副管理者 山田　孝嗣 代理 技術管理係長 村瀬　勝博

四日市港管理組合 副管理者 石垣　英一 代理 理事 鎌田　一郎

日本下水道事業団東海総合事務所 所長 山下　研二 出席

法務省名古屋法務局（オブザーバー） 欠席

名古屋高等裁判所（オブザーバー） 課長補佐 永井　年典 出席

備考

平成23年度 第1回中部ブロック発注者協議会（5/13開催）　　　＜　出　席　者　名　簿　＞
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平成22年度 第1回中部ブロック発注者協議会

配　席　図
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○ 名古屋港管理組合 ○ ○ 国土交通省　中部運輸局 ○

○ 名古屋高速道路公社 ○ ○  海上保安庁第四管区海上保安本部 ○

○ 三重県道路公社 ○ ○ 環境省　中部地方環境事務所 ○

○ 愛知県道路公社 ○ ○ 岐阜県 ○

○ 静岡県道路公社 ○ ○ 静岡県 ○

○ 岐阜県道路公社 ○ ○ 愛知県 ○

○
森林総合研究所
森林農地整備センター ○ ○ 三重県 ○

○ 水資源機構　中部支社 ○ ○ 静岡市 ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
 

○
 

○

　
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構

　
東
濃
地
科
学
セ
ン
タ
ー

　
都
市
再
生
機
構
　
中
部
支
社

　
中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社

　
名
古
屋
支
社

　
名
古
屋
市

　
浜
松
市

　
国
土
交
通
省

　
中
部
地
方
整
備
局
企
画
部
長

　
名
古
屋
高
等
裁
判
所

○
 

○
 

○
 

○
 

○

出入口 出入口

記者席

随行席

関係者席

事務局

随行席随行席

3



入札契約適正化法に基づく
実施状況調査の結果について

平成23年1月24日

国土交通省

総務省

財務省

資料-1-1

1

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に基づき、公共工事の発注
者による入札契約の適正化の取組状況について、毎年度１回調査（総務省・財務省連名）

また、平成17年度調査から「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づく「公共

工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」について
の取組状況を合わせて調査

中部管内4県
・一般競争入札の導入・拡大
・総合評価方式の導入
・低入札価格調査制度・最低制限価格制度の導入
・低入札調査基準価格の事後公表への移行
・最低制限価格制度を採用している場合の最低制限価格の事後公表への移行
など

制度は平成22年9月1日現在

予定価格250万を超える工事を対象

平均落札率は単純平均で算出

同一工事で設計価格事前公表、予定価格事後公表の場合は「事前公表」と記載

努力義務事項:
「入札契約適正化指針」(H18.5.23閣議決定）において必要な措置を講ずるよう努めなければならない事項

24



3

一般競争入札に導入ついて

総合評価落札方式に導入について

努力義務事項

努力義務事項

・中部4県の一般競争入札の導入は

全国平均に比べ高い。

・中部4県の総合評価方式の導入は

全国平均に比べ高い。

179734.6 62265.4 1175全国地方公共団体

16712.0 2088.0 147中部計

3020.0 680.0 24三重県

586.9 493.1 54愛知県

3616.7 683.3 30静岡県

439.3 490.7 39岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数

合計

未導入導入

179736.9 66354.5 9808.6 154全国地方公共団体

1678.4 1483.8 1407.8 13中部計

306.7 290.0 273.3 1三重県

5820.7 1274.1 435.2 3愛知県

360.0 083.3 3016.7 6静岡県

430.0 093.0 407.0 3岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数

合計

未導入試行導入本格導入

4

低入札価格調査制度・最低制限価格制度導入について

努力義務事項

・中部4県の低入札調査制度・最低制限価格制度導入の率は全国平均に比べ高い

179715.1 27247.8 85926.5 47710.5 189全国地方公共団体

1679.0 1547.9 8025.1 4218.0 30中部合計

303.3 173.3 2223.3 70.0 0三重県

583.4 267.2 3920.7 128.6 5愛知県

3611.1 425.0 933.3 1230.6 11静岡県

4318.6 823.3 1025.6 1132.6 14岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数

合計

いずれの制度も導入してい
ない

最低制限価格制度のみ導入
低入札価格調査制度及び最

低制限価格制度併用
低入札価格調査制度のみ導

入

62.9 113137.1 666全国地方公共団体

56.9 9543.1 72中部合計

76.7 2323.3 7三重県

70.7 4129.3 17愛知県

36.1 1363.9 23静岡県

41.9 1858.1 25岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数

未導入自治体導入自治体
低入札価格調査制度

25.7 46174.3 1336全国地方公共団体

26.9 4573.1 122中部合計

3.3 196.7 29三重県

12.1 787.9 51愛知県

41.7 1558.3 21静岡県

51.2 2248.8 21岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数

未導入自治体導入自治体
最低制限価格制度

5



5

努力義務事項

努力義務事項

低入札価格調査制度・調査基準価格の事後公表への移行について

最低制限価格制度・最低制限価格の事後公表への移行について

・中部4県の低入札調査基準価格・最低制限価格の事後公表率は全国平均に比べ高い

66635.1 23410.5 702.0 1352.4 349全国地方公共団体

7227.8 209.7 71.4 161.1 44中部合計

70.0 028.6 20.0 071.4 5三重県

1747.1 811.8 20.0 041.2 7愛知県

234.3 10.0 00.0 095.7 22静岡県

2544.0 1112.0 34.0 140.0 10岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数

導入自治体

非公表事前公表
事後公表及び事前
公表を併用

事後公表

133636.1 48214.1 1892.4 3240.3 633全国地方公共団体

12237.7 4612.3 153.3 446.7 57中部合計

2913.8 410.3 30.0 075.9 22三重県

5151.0 2617.6 97.8 423.5 12愛知県

2119.0 40.0 00.0 081.0 17静岡県

2157.1 1214.3 30.0 028.6 6岐阜県

率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数率（％）自治体数

導入自治体

非公表事前公表
事後公表及び事前
公表を併用

事後公表

6

低入札価格調査基準価格の算定式について

6667.4 4912.5 8314.3 9543.1 28711.0 735.1 346.8 45
全国地方
公共団体

725.6 4 6.9 512.5931.9 230.0 0 2.8 2 40.3 29中部合計

70.0 0 0.0 042.9 357.1 40.0 0 0.0 0 0.0 0三重県

1711.8 2 5.9 15.9 129.4 50.0 0 5.9 1 41.2 7愛知県

230.0 0 13.0 317.4 443.5 100.0 0 0.0 0 26.1 6静岡県

258.0 2 4.0 1 4.0 116.0 40.0 0 4.0 1 64.0 16岐阜県

率
（％
）

自
治
体
数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％
）

自
治
体
数

採用・準用・
準拠含む

採用・準用・
準拠含む

採用・準用・
準拠含む

H21.4公契連
ﾓﾃﾞﾙ以下

H21.4公契連ﾓﾃﾞ
ﾙ同等以上

水準未公表

低入
札価
格調
査制
度導
入自
治体

算定式未公
表

S61.6公契連
ﾓﾃﾞﾙ

H20.6公契連
ﾓﾃﾞﾙ

H21.4公契連
ﾓﾃﾞﾙ

独自ﾓﾃﾞﾙ採用

6



7

最低制限価格制度・最低制限価格の算定式について

133
6

26.1 3496.8 919.5 12730.5 40712.3 1645.3 719.5 127
全国地方
公共団体

12226.2 32 9.8 12 9.8 1215.6 190.0 0 3.3 4 35.2 43中部合計

2913.8 4 10.3 324.1 724.1 70.0 0 6.9 2 20.7 6三重県

5127.5 14 11.8 65.9 37.8 40.0 0 2.0 1 45.1 23愛知県

2119.0 4 9.5 24.8 133.3 70.0 0 0.0 0 33.3 7静岡県

2147.6 10 4.8 1 4.8 14.8 10.0 0 4.8 1 33.3 7岐阜県

率
（％
）

自
治
体
数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％）

自治
体数

率
（％
）

自
治
体
数

採用・準用・
準拠含む

採用・準用・
準拠含む

採用・準用・
準拠含む

H21.4公契連
ﾓﾃﾞﾙ以下

H21.4公契連ﾓﾃﾞ
ﾙ同等以上

水準未公表

最低
制限
価格
制度
導入
自治
体

算定式未公
表

S61.6公契連
ﾓﾃﾞﾙ

H20.6公契連
ﾓﾃﾞﾙ

H21.4公契連
ﾓﾃﾞﾙ

独自ﾓﾃﾞﾙ採用

8

努力義務事項予定価格の事後公表への移行について

・中部4県の予定価格の事後公表の率は全国平均に比べ低い

179711.1 19947.6 85614.4 25826.9 484全国地方公共団体

1677.8 1350.6 8420.5 3421.7 36中部合計

303.3 160.0 1816.7 520.0 6三重県

585.2 367.2 3919.0 118.6 5愛知県

368.3 322.2 816.7 652.8 19静岡県

4314.3 645.2 1928.6 1214.3 6岐阜県

率（％）
自治体

数
率（％）

自治体
数

率（％）
自治体

数
率（％）

自治体
数

合計

非公表事前公表
事後公表及び事前
公表を併用

事後公表

7



Ｈ２１年度競争入札平均落札率

9

代表事例

Ｈ２１年度平均落札率と予定価格の公表（静岡県）
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公共工事の入札及び契約の適正化の促進
に関する法律の概要

　　　　国、特殊法人、地方公共団体等の発注者全体を通じて、入札・契約の適正
　　　　化の促進により、公共工事に対する国民の信頼の確保と建設業の健全な発達

入札・契約適正化の基本原則の明示
①透明性の確保　　　②公正な競争の促進

③適正な施工の確保　④不正行為の排除の徹底

(1)毎年度の発注見通しの公表
・発注工事名・時期等を公表　　　　　　
　　（見通しが変更された場合も公表）

(2)入札・契約に係る情報の公表

・入札参加者の資格、入札者・入札金額、
　落札者・落札金額　等

(3)施工体制の適正化
・丸投げの全面的禁止

・受注者の現場施工体制（技術者の配置・
　下請の状況等）の報告

・発注者による現場の点検等

(4)不正行為に対する措置

・不正事実（談合等）の公正取引委員会、
　建設業許可行政庁への通知

全ての発注者に義務付ける事項
各発注者が取り組むべき

ガイドライン

(1)「適正化指針」 の閣議決定
・国土交通大臣、総務大臣、財務大臣が　
　共同で案を作成

(2)主な内容

　①第三者機関によるチェック

　②苦情処理の方策

　③入札・契約の方法の改善（一般競争・
　　指名競争の適切な実施）

　④工事の施工状況の評価

　⑤その他
　・不良不適格業者の排除
　・ダンピングへの対応
　・入札・契約のＩＴ化の推進　等

「適正化指針」のフォローアップ
・毎年度、取組み状況を把握し、公表

・特に必要のあるときは改善を要請

発注者は、指針に従い、
入札・契約の適正化を推進

　職員に対する教育

　建設業者に対する指導　等

＜平成13年4月1日以降の入札・契約から適用＞

目 的

公布　平成12年11月27日
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「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（適正化指針）」の改正について

入札契約適正化法と適正化指針

入札契約適正化法の概要

国、特殊法人、地方公共団体等の発注者全体を通じて、入
札・契約の適正化の促進により、公共工事に対する国民の信
頼の確保と建設業の健全な発達を図る

改正の背景

主な改正内容（平成１８年５月２３日閣議決定）

〔具体的措置の改善〕

透明性の確保
○予定価格及び最低制限価格の事前公表については、弊害が生じないよう取り扱
うこととし、事後公表を推進

不正行為の排除
○工事費内訳書の確認、入札結果の事後的・統計的分析の活用等入札監視
の強化

○不良・不適格業者排除のための建設業許可行政庁との連携推進
○指名停止措置の厳正な運用と適切な違約金特約条項の設定
○官製談合防止法を踏まえた官製談合の排除・防止の徹底

適正な施工の確保
○発注者間での工事成績評定の標準化の推進と苦情への適切な対応の推進
○監督・検査の強化、下請企業を含めた立入調査の実施、履行保証割合の
引上げ等ダンピング対策の強化

その他

○発注者支援データベースの活用

○工事経歴書や処分履歴等の企業情報の有効活用

○国及び都道府県による発注者への協力・支援の推進

・透明性の確保 ・公正な競争の促進

・適正な施工の確保 ・不正行為の排除の徹底

（目的）

（入札契約適正化の基本原則の明示）

（適正化指針の策定）

適正化指針制定後、既に５年以上が経過し、上記の動きを

踏まえ改正が必要

「適正化指針（各発注者が取り組むべきｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ）」の閣議決定
（平成13年3月）

公正な競争の促進
○一般競争入札の拡大等
・一般競争入札の導入に伴う問題に対応するため、入札ボンドの活用等の
条件整備を図りながら、できる限り速やかに一般競争入札を拡大
・指名業者名の事後公表の拡大

○総合評価の拡充等
・公共工事品質確保法に基づき評価基準や実施要領の整備等の措置を講じ
つつ、できる限り速やかに総合評価を拡大
・総合評価の結果の公表の徹底と、評価方法、落札者決定等について効率的に
第三者の意見を反映
・施工能力を簡易に評価する方式の活用

○競争参加資格の決定に際しての工事実績、工事成績、工事経歴書等企業情報
の活用
○単体と経常ＪＶの同時登録を認めないとともに、真に企業合併等に寄与
するものを除き経常ＪＶへの加点調整を行わないこと

○指名停止措置についての不服申出への対応を実施

適正化指針制定後の動き（主なもの）

平成15年1月

平成17年4月

平成17年7月

平成17年11月

平成18年2月

平成18年3月

官製談合防止法の施行

公共工事品質確保法の施行

国土交通省入札談合再発防止対策の策定

中央建設業審議会入札契約適正化に関す

る検討委員会報告

公共調達の適正化に関する関係省庁連絡

会議取りまとめ

中央建設業審議会ＷＧ中間とりまとめ

毎年度措置状況を調査し、措置の実施等を要請
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1 一般競争について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

① 一般競争入札の導入について ○ ○ ○ ○
② 一般競争入札の拡大について ○ ○ ○ ○

③
一般競争入札の競争参加資格の設定における本店・支店・営業所
等の所在地の制約(地域要件）の採用について

○ ○ ○ ○

④ 一般競争入札参加資格の公表について ○ ○ ○ ○
⑤ 一般競争入札参加資格を有する者の名簿の公表について ○ ○ ○ ○
⑥ 制限(条件)付一般競争入札における参加資格の公表について ○ ○ ○ ○
⑦ 一般競争入札に参加しようとした者の名称の公表について ○ ○ ○ ○

⑧
一般競争入札に参加しようとした者の名称の公表について参加させ
なかった者の名所の公表について

○ ○ ○ ○

⑨ 一般競争入札に参加させなかった理由の公表について ○ ○ ○ ○

2 総合評価方式について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

① 総合評価方式の導入について ○ ○ ○ ○
② 総合評価方式の種類について ○ ○ ○ ○
③ 調査実施前年度の総合評価方式の実施について ○ ○ ○ ○
④ 調査実施前年度の総合評価方式の実施目標の設定について ○ ○ ○ ○
⑤ 総合評価方式を行った理由の公表について ○ ○
⑥ 総合評価方式を行った場合の落札者決定基準の公表について ○ ○
⑦ 総合評価方式を行った場合の落札者の落札理由の公表について ○ ○ ○ ○
⑧ 総合評価方式を行った場合の落札結果の公表について ○ ○ ○ ○

⑨
総合評価方式における非落札者から求められた場合の非落札理由
の回答について

○ ○ ○ ○

3 技術提案の審査・評価の実施に関する事項について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) ○ ○ ○ ○
(2) ○ ○ ○ ○
(3) ○ ○ ○ ○

4 ダンピング対策について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) ○ ○ ○ ○

(2)
① 調査基準価格の事後公表への移行について ○ ○ ○ ○
② 低入札価格調査対象となった工事に対して講じている対策について ○ ○ ○ ○
③ 調査要領の公表について ○ ○ ○ ○
④ 調査結果の概要の公表について ○ ○ ○ ○

⑤
低入札価格調査制度を導入している一般競争入札及び指名競争
入札において、最低価格者を落札者としない失格基準の策定につ
いて

○ ○ ○ ○

⑥ 低入札価格調査等の経緯の公表について ○ ○ ○ ○

⑦
契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場
合の基準(算定式等）の公表について

○ ○ ○

(3) 最低制限価格制度について

①
最低制限価格制度を採用している場合の最低制限価格の事後公
表への移行について

○ ○

②
最低制限価格制度を採用した場合の最低制限価格未満の入札者
の名称の公表について

○ ○

③
最低制限価格を事前に公表している場合、最低制限価格を事前公
表している理由を明示しているか

○ ○

(4) 基準日時点の低入札価格調査基準価格の算定式について ○ ○ ○ ○

「その他」:「義務付け事項」「努力義務事項」以外

入札契約適正化法に基づく実施状況調査

「努力義務事項」:「入札契約適正化指針」において必要な措置を講ずるよう努めなければならないもの
「義務付け事項」:「公共工事入札契約適正化法」及び「同法施行令」において実施が義務付けられているもの

低入札価格調査制度について

価格と技術提案を総合的に評価する方法について(除算、加算等）
個別工事に際しての技術審査について
個別工事に際しての技術審査の実施項目について

低入札価格調査制度・最低制限価格制度の導入について
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(5) 基準日時点の最低制限価格の算定式について ○ ○
(6) 予定価格の公表について

① 予定価格等の事後公表への移行について ○ ○ ○ ○
② 予定価格の積算内訳の公表について ○ ○ ○ ○

③
予定価格等を事前に公表している場合、予定価格等を事前公表し
ている理由を明示しているか

○ ○

(7) 前金払・中間前金払の実施について ○ ○ ○ ○

義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

5 入札ボンドの導入方針について ○ ○ ○ ○

6 多様な発注方式について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

① ＣＭ・ＰＭ方式の導入について ○ ○ ○ ○
② 設計・施工一括発注方式の導入について ○ ○ ○ ○
③ 入札時ＶＥの導入について ○ ○ ○ ○
④ 契約後ＶＥの導入について ○ ○ ○ ○

7 中立かつ公正な審査・評価の確保に関する事項について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 総合評価方式を行う際の学識経験者の意見を聴取する時期について ○ ○ ○ ○
(2) 学識経験者の意見の聴取方法について ○ ○ ○ ○

(3) ○ ○ ○ ○

(4) ○ ○ ○

① 第三者機関等の設置状況について ○ ○ ○ ○
② 第三者機関等の設置運営要領の公表について ○ ○ ○ ○
③ 審議の議事の概要の公表について ○ ○ ○ ○

　

8 不正行為等に対する措置について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 談合と疑うに足りる事実の公正取引委員会への通知について ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○

(3) 警察本部との連携、情報交換等について ○ ○ ○ ○
(4) 不正行為が発生した場合の適正な対応について ○ ○ ○

① 不正を行った業者に対する競争参加資格の取り消しについて ○ ○ ○ ○

②
不正行為を行った業者に対して一定期間競争参加資格を付与しな
いことについて

○ ○ ○ ○

(5) 談合等に係る違約金条項の導入について ○ ○ ○ ○
(6) 課徴金減免制度の適用があるときの、指名停止の軽減措置について ○ ○ ○ ○
(7) 指名停止を受けた者からの不服申し出に対する回答について ○ ○ ○ ○
(8) 談合情報を得た場合等の取り扱い要領の公表について ○ ○ ○ ○

9 工事の監督・検査・成績評定等について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

① 工事の監督の実施について ○ ○ ○ ○
② 工事の監督基準の公表について ○ ○ ○ ○

③
契約内容に適合した履行がなされない可能性があると認められる
場合の重点監督体制の整備等の対策の実施について

○ ○ ○ ○

④ 工事の検査の実施について ○ ○ ○ ○
⑤ 工事の検査基準の公表について ○ ○ ○ ○
⑥ 工事の技術検査要領の公表について ○ ○ ○ ○

⑦
技術検査において改善を要すると認めた事項や現地における指示
事項の受注者への通知について

○ ○ ○ ○

⑧ 技術検査の結果の工事成績評定への反映について ○ ○ ○ ○
⑨ 工事の成績評定の実施について ○ ○ ○ ○
⑩ 工事成績評定要領の公表について ○ ○ ○ ○
⑪ 施工体制把握のための要領の公表について ○ ○ ○ ○
⑫ 施工体制台帳の写しの提出について ○ ○ ○ ○

⑬
発注者支援データベース・システムの活用(管理技術者の専任制の
チェック等）について

○ ○ ○ ○

入札・契約の過程、内容について意見具申等を行う第三者機関等の設
置状況について

学識経験者として公共工事の発注関係事務の実務経験を有している者
を対象としているか

一括した請負等の建設業法違反と疑うに足りる事実の建設業許可行政
庁への通知
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⑭ 工事成績データベースの作成について ○ ○ ○ ○
⑮ 入札時における工事費内訳書の提出について ○ ○ ○ ○

10 指名競争入札について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 指名競争入札参加者の資格の公表について ○ ○ ○ ○
(2) 指名競争入札参加者の資格を有する者の名簿の公表について ○ ○ ○ ○
(3) 指名基準の公表について ○ ○ ○ ○
(4) 指名業者名の公表について ○ ○ ○ ○
(5) 指名理由の公表について ○ ○ ○ ○
(6) 指名されなかった業者から求められた場合の非指名理由の回答について ○ ○ ○ ○
(7) 公募型指名競争入札について

① 公募型指名競争入札の導入について ○ ○ ○ ○

②
公募型指名競争入札の競争参加資格又は指名基準の設定におけ
る本店・支店・営業所等の所在地の制約(地域要件）の採用につい

○ ○ ○ ○

③ 参加しようとした者の名称の公表について ○ ○ ○ ○
④ 指名されなかった者の名称の公表について ○ ○ ○ ○
⑤ 非指名理由の公表について ○ ○ ○ ○

(8) 工事希望型指名競争入札について
① 工事希望型指名競争入札の導入について ○ ○ ○ ○

②
工事希望型指名競争入札の競争参加資格又は指名基準の設定に
おける本店・支店・営業所等の所在地の制約(地域要件）の採用に
ついて

○ ○ ○ ○

11 入札参加資格等について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 入札参加資格について
① 有資格者名簿について ○ ○ ○ ○
② 競争参加者の客観点数及び発注者別評価点(いわゆる「主観点」） ○ ○ ○ ○
③ 競争参加者の点数の公表について ○ ○ ○ ○
④ 競争参加者の順位の公表について ○ ○ ○ ○
⑤ 等級区分を定めている場合の基準の公表について ○ ○ ○ ○

12 発注関係事務を適切に実施することができる者の活用について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 国、都道府県による支援について

①
自らが実施する講習会・研修会への他団体の職員の受け入れにつ
いて

○ ○ ○

② 他の発注者から要請があった場合、その要請に応じた支援の実施 ○ ○ ○
(2) 国、都道府県以外の者の活用について ○ ○ ○

①
発注関係事務のうち国、都道府県以外の者を活用している発注関
係事務について

○ ○ ○ ○

② 活用している国、都道府県以外の者について ○ ○ ○ ○

13 共同企業体について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

① 特定建設工事共同企業体の運用基準の策定及び公表について ○ ○ ○ ○

②
特定建設工事共同企業体と単体企業との混合入札実施に関する
規定の策定及び公表について

○ ○ ○ ○

③
単体企業と当該企業を構成員とする経常建設共同企業体の有資格
者名簿への同時登録について

○ ○ ○ ○

④
経常建設共同企業体への客観点数及び発注者別評価点(いわゆる
「主観」）の加点調整措置について

○ ○ ○ ○

　

14 発注に関する情報の公表について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 発注見通しの公表について ○ ○ ○ ○
(2) 入札者(入札者名、入札金額）の公表について ○ ○ ○ ○
(3) 落札者(落札者名、落札金額）の公表について ○ ○ ○ ○
(4) 契約内容の公表について

① 契約の相手方の名称及び住所の公表について ○ ○ ○ ○
② 公共工事の名称、場所、種別及び概要の公表について ○ ○ ○ ○
③ 工事着手の時期及び工事完成の時期の公表について ○ ○ ○ ○
④ 契約金額の公表について ○ ○ ○ ○
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(5)

① 変更後の公共工事の名称、場所、種別及び概要の公表について ○ ○ ○ ○
② 変更後の工事着手の時期及び工事完成の時期の公表について ○ ○ ○ ○
③ 変更後の契約金額の公表について ○ ○ ○ ○
④ 契約変更の理由の公表について ○ ○ ○ ○

(6) 随意契約の相手方の選定理由の公表について ○ ○ ○ ○
(7) 苦情処理方策の策定及び公表について ○ ○ ○ ○

(8) 　

① 指名停止基準の策定及び公表について ○ ○ ○ ○
② 指名停止を受けた者の名称、期間、理由の公表について ○ ○ ○ ○

15 その他入札契約の適正化に関する事項
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) 入札及び契約のＩＴ化の推進に関すること
① 電子入札ｼｽﾃﾑの導入について ○ ○ ○ ○
② ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上での入札公告等の情報の公表について ○ ○ ○ ○

(2) 適正な施工の確保の方策(ﾜﾝﾃﾞｰﾚｽﾎﾟﾝｽ及び三者協議の実施)について ○ ○ ○ ○
(3) 不調不落の発生率 ○ ○ ○ ○
(4) 不調不落を発生させないために行っている対策について ○ ○ ○ ○

16 調査及び設計の品質確保に関する事項について
義務付
け事項

努力義
務事項

その他 国
特殊法
人等

地方公
共団体

(1) ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○

(3) 調査及び設計における検査の実施について ○ ○ ○ ○
(4) 調査及び設計における成績評定の実施について ○ ○ ○ ○
(5) 成績評定を実施している場合におけるﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの作成について ○ ○ ○ ○
(6) 発注者支援ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ・ｼｽﾃﾑの活用について ○ ○ ○ ○

調査及び設計における技術的能力の審査や技術提案の試算・評価の
際に技術者の経験やその成績評定結果の審査・評価の実施について

調査及び設計における技術提案を求める必要がない場合、参加者選定
に当たっての審査事項について

金額変更を伴う契約変更をした場合における変更後の契約内容の公表
について

指名停止(一般競争入札において一定期間入札参加を認めない措置を
含む）に係る基準、指名停止者の名称、期間、理由の公表について
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（注１）　制度は平成２２年９月１日現在。

（注２）　一般競争入札及び総合評価方式の下限金額が工種や発注部局によって異なる場合は、土木部発注の土木工事の下限額を表示している。

（注３）　本調査は予定価格２５０万円を超える工事を対象としているため、一般競争入札等の下限金額について、２５０万円以下の場合も一律２５０万円超で表示している。

（注４）　「導入済」「設置済み」「適用済み」は、一部を除き、それぞれ「年度内に（導入、設置、適用）することが確定している」を含む。

（注５）低入札価格調査基準価格の算定式について、

　　　昭和６１年中央公契連モデルとは　（直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費×0.2）×1.05

　　　平成２０年中央公契連モデルとは　（直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.6＋一般管理費×0.3）×1.05

　　　平成２１年中央公契連モデルとは　（直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.7＋一般管理費×0.3）×1.05

（注６）　予定価格等は、設計価格を含む。また、同一工事で設計価格事前公表、予定価格事後公表の場合は、「事前公表」と記載。

（注７）　平均落札率は単純平均（落札率の総合計÷入札件数）で算出。

（注８）　発注機関によっては、ホームページ等で公表している数値が加重平均（契約価格の総合計÷予定価格の総合計）で算出している場合があるため、本資料と数値が異なる場合がある。

1,000万円以上 - - H16試行導入済 285件 適宜選定
8,000万円以上は全件、1,000万
円以上8,000万円未満は件数
ベースで54%

未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 92%

岐阜県 岐阜市 1,000万円以上 - - H18試行導入済 28件 3,000万円以上 30件 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 89.1%

岐阜県 大垣市
4,000万円以上
（1,000万円以上）

- - H19試行導入済 3件 適宜選定 対象工事3件 未定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 事後公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 87.3% 未実施事項あり

岐阜県 高山市 500万円以上 - - H19試行導入済 6件 適宜選定 対象件数の拡大6→11件 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 90.9% 未実施事項あり

岐阜県 多治見市
1億5,000万円以上
（3,000万円未満）

- - H19試行導入済 4件
適宜選定
（3,000万円未満）

土木、防水、ほ装、水道施設工
事等のうち5件を予定

土木、建築、とび、防水、ほ装、
水道施設のうち5件以上の件数
を予定

独自モデルを採用 独自モデルを採用 事後公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 91.9%

岐阜県 関市 適宜選定 - - H22本格導入済 3件 適宜選定 土木工事3件 年間3件程度 独自モデルを採用 独自モデルを採用 事前公表 非公表 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 95%

岐阜県 中津川市 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 3件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

案件により事後公
表及び事前公表を
併用

非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 92.8% 未実施事項あり

岐阜県 美濃市
5億円以上　　　（5,000万
円以上）

- - H19試行導入済 3件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 事前公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 94.8% 未実施事項あり

岐阜県 瑞浪市 1億円以上 - - H19試行導入済 3件 適宜選定
土木工事4件以上、建築工事1
件以上

未定
昭和61年中央公契連
モデルに準拠

制度未導入
原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

原則非公表、一部
案件で事後公表

制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 93.1% 未実施事項あり

岐阜県 羽島市
1億5,000万円以上
（250万円超）

- - H19試行導入済 4件 適宜選定 土木工事４件以上 未定 独自モデルを採用
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事前公表 事前公表 導入済み 未設置 導入段階 91.9% 未実施事項あり

岐阜県 恵那市 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 土木工事2件 未定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 91.3%

岐阜県 美濃加茂市
1億5,000万円以上
（2,000万円以上）

- - H22本格導入済 1件
適宜選定
（2,000万円以上）

未設定 未設定 算定式は非公表 非公表 事前公表 事前公表 事前公表 導入予定なし 未設置 導入段階 87.1% 未実施事項あり

岐阜県 土岐市 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 事後公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 93.9%

岐阜県 各務原市 1億5,000万円以上 - - H19試行導入済 3件 適宜選定 工事３件以上 未定 独自モデルを採用 制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事後公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 93.2%

岐阜県 可児市
3億円以上
（3,000万円以上）

- - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定
独自モデルを採用
（平成21年中央公契連
  モデル以上の水準）

独自モデルを採用
（平成21年中央公契連
　モデル以上の水準）

原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 89.6%

岐阜県 山県市 7億円以上 - - H22試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 事前公表 制度未導入 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 86.5%

岐阜県 瑞穂市 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 95.3%

岐阜県 飛騨市 800万円 - - H19試行導入済 37件
800万円以上の舗装工事
国庫補助関係工事のみ

未設定 未設定 独自モデルを採用 独自モデルを採用 事後公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 94.4% 未実施事項あり

岐阜県 本巣市 1,000万円以上 - - H19試行導入済 6件 1,000万円以上 土木系工事7件以上 土木系工事8件以上
平成20年中央公契連
モデルを採用

平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 91.3%

岐阜県 郡上市 5,000万円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 制度未導入
原則非公表、一部
案件で事前公表

非公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 93.1%

岐阜県 下呂市
1億円以上
（500万円以上）

- - H19試行導入済 3件
適宜選定
（250万円超）

土木工事　３件以上 土木工事　３件以上 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 94.9%

岐阜県 海津市 1,000万円以上 - - H19試行導入済 1件
1,000万円以上
（500万円以上）

未設定 未設定 制度未導入 非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 88.5%

岐阜県 岐南町 1,000万円超 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 制度未導入 事前公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 89.1%

岐阜県

　中部管内4県　入札契約適正化法対象の各団体の入札契約制度の現状について

低入札価格調査
調査基準価格の
事後公表への移
行について

最低制限価格の
事後公表への移
行について

H23年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

予定価格等の事
後公表への移行
について

都道府県

電子入
札シス
テムの
導入状
況

発注機関

H21年
度競争
入札平
均落札
率

一般競争入札の導入状
況（下限金額）

（※下段、括弧内は例
外・拡大・試行等金額）

H22年度内一般
競争入札の導入
状況予定（下限
金額）（※括弧内
は例外・拡大・試
行等金額）

H23年度一般競
争入札の導入状
況予定（下限金
額）（※括弧内は
例外・拡大・試行
等金額）

総合評価方式
の導入状況

低入札価格調査基準
価格の算定式につい
て

最低制限価格
の算定式について

入札契約適正
化法及び施行
令において実
施すべき事項
について

一般競争入札の拡大 総合評価方式の導入・拡充 ダンピング対策

入札ボンドの
導入方針

第三者
機関等
の設置
状況

H21年
度総合
評価方
式実施
件数

総合評価方式の導入状
況（下限金額）

（※括弧内は例外・拡
大・試行等金額）

H22年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定
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低入札価格調査
調査基準価格の
事後公表への移
行について

最低制限価格の
事後公表への移
行について

H23年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

予定価格等の事
後公表への移行
について

都道府県

電子入
札シス
テムの
導入状
況

発注機関

H21年
度競争
入札平
均落札
率

一般競争入札の導入状
況（下限金額）

（※下段、括弧内は例
外・拡大・試行等金額）

H22年度内一般
競争入札の導入
状況予定（下限
金額）（※括弧内
は例外・拡大・試
行等金額）

H23年度一般競
争入札の導入状
況予定（下限金
額）（※括弧内は
例外・拡大・試行
等金額）

総合評価方式
の導入状況

低入札価格調査基準
価格の算定式につい
て

最低制限価格
の算定式について

入札契約適正
化法及び施行
令において実
施すべき事項
について

一般競争入札の拡大 総合評価方式の導入・拡充 ダンピング対策

入札ボンドの
導入方針

第三者
機関等
の設置
状況

H21年
度総合
評価方
式実施
件数

総合評価方式の導入状
況（下限金額）

（※括弧内は例外・拡
大・試行等金額）

H22年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

岐阜県 笠松町 3億円以上 - - H19本格導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 79.2%

岐阜県 養老町 1億円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 非公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 非公表

岐阜県 垂井町 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 非公表 非公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 未導入 非公表 未実施事項あり

岐阜県 関ケ原町 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 1,000万円 機械設備工事　1件 機械設備工事　1件 独自モデルを採用 非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事後公表
原則非公表、一部
案件で事後公表

他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 95.4%

岐阜県 神戸町 5億円 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 独自モデルを採用
原則非公表、一部
案件で事前公表

制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 未導入 96% 未実施事項あり

岐阜県 輪之内町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 土木工事１件以上 土木工事１件以上 制度未導入 非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 92.3%

岐阜県 安八町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入
原則非公表、一部
案件で事後公表

導入予定なし 未設置 未導入 96.8% 未実施事項あり

岐阜県 揖斐川町
2億円以上
（500万円以上）

- - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 制度未導入
原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

非公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 92.8%

岐阜県 大野町 5億円以上 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 年間数件程度 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 事前公表 導入予定なし 未設置 導入段階 93.2%

岐阜県 池田町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 土木工事　２件 制度未導入 非公表 非公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 98.2%

岐阜県 北方町 適宜選定 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 非公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 92.6%

岐阜県 坂祝町
5,000万円
（1,000万円）

- - H19試行導入済 1件
適宜選定
（1,000万円）

土木工事で年間1～2件の実施 土木工事で年間1～2件の実施 制度未導入 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 78.3%

岐阜県 富加町 1,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 土木工事　1件 土木工事　1件 算定式は非公表 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

原則非公表、一部
案件で事後公表

原則非公表、一部
案件で事後公表

導入予定なし 未設置 未導入 91.6%

岐阜県 川辺町 2,500万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

非公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 90.7%

岐阜県 七宗町 5,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 事前公表 制度未導入 制度未導入 導入予定なし 設置済み 未導入 93.9% 未実施事項あり

岐阜県 八百津町 500万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 84.7%

岐阜県 白川町 1億円以上 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 事前公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 98.1%

岐阜県 東白川村 5億円以上 - - H20試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 設置済み 未導入 95% 未実施事項あり

岐阜県 御嵩町 適宜選定 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 93%

岐阜県 白川村 適宜選定 - - H21試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 制度未導入 事前公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 未導入 94.5%

1,000万円以上 - - H15試行導入済 257件 1,000万円以上
予定価格1千万円以上の工事
の2割

未定
平成21年中央公契連
モデルに準拠

平成21年中央公契連
モデルに準拠

事後公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 92.2%

静岡県 静岡市 適宜選定 - - H18試行導入済 164件
原則2,500万円以上を対象
に実施

本市発注の２割程度を実施 本市発注の２割程度を実施
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 89.2％

静岡県 浜松市 1,000万円以上 - - H19本格導入済 140件 適宜選定
件数ベースで一般競争入札案
件の２０％以上

件数ベースで一般競争入札案
件の２３％以上

平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事後公表 事後公表 事後公表 導入済み 設置済み 導入段階 88.9％
未実施
事項あり

静岡県 沼津市 5,000万円以上 - - H19試行導入済 6件 適宜選定 10件以上 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 設置済み 導入段階 87.6%

静岡県 熱海市 300万円以上 - - H20試行導入済 2件 適宜選定 未設定 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

昭和61年中央公契連
モデルを準用

案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事後公表 事後公表 導入予定なし 設置済み 未導入 93.1%

静岡県 三島市 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 土木工事　２件 未定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 事後公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 85.1%

静岡県 富士宮市 5,000万円 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 年間２件程度 年間5件
平成21年中央公契連
モデルを採用

独自モデルを採用 事前公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 86.7% 未実施事項あり

静岡県 伊東市 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定
平成20年中央公契連
モデルを採用

平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 92.7%

静岡県 島田市
1億円以上
（250万円超）

- - H19試行導入済 3件 適宜選定 未設定 未定
昭和61年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 92.3%

静岡県 富士市 500万円以上 - 250万円超 H19本格導入済 6件 適宜選定
土木工事を中心に全体で20件
程度

土木工事を中心に全体で25件
程度

平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 設置済み 導入段階 87.4%

静岡県
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低入札価格調査
調査基準価格の
事後公表への移
行について

最低制限価格の
事後公表への移
行について

H23年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

予定価格等の事
後公表への移行
について

都道府県

電子入
札シス
テムの
導入状
況

発注機関

H21年
度競争
入札平
均落札
率

一般競争入札の導入状
況（下限金額）

（※下段、括弧内は例
外・拡大・試行等金額）

H22年度内一般
競争入札の導入
状況予定（下限
金額）（※括弧内
は例外・拡大・試
行等金額）

H23年度一般競
争入札の導入状
況予定（下限金
額）（※括弧内は
例外・拡大・試行
等金額）

総合評価方式
の導入状況

低入札価格調査基準
価格の算定式につい
て

最低制限価格
の算定式について

入札契約適正
化法及び施行
令において実
施すべき事項
について

一般競争入札の拡大 総合評価方式の導入・拡充 ダンピング対策

入札ボンドの
導入方針

第三者
機関等
の設置
状況

H21年
度総合
評価方
式実施
件数

総合評価方式の導入状
況（下限金額）

（※括弧内は例外・拡
大・試行等金額）

H22年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

静岡県 磐田市 250万円超 - - H19本格導入済 5件 適宜選定 10件 未設定
昭和61年中央公契連
モデルを採用

制度未導入
原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 77.5%

静岡県 焼津市 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定
昭和61年中央公契連
モデルを採用

昭和61年中央公契連
モデルを準用

案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 95.6%

静岡県 掛川市 1,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 本年度目標１件 未定 制度未導入 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 93.9% 未実施事項あり

静岡県 藤枝市 適宜選定 - - H19試行導入済 4件
適宜選定
（500万円以上）

全ての工事のうち８件 未定
平成20年中央公契連
モデルを採用

独自モデルを採用 事後公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 95.6%

静岡県 御殿場市 1,500万円以上 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 制度未導入 事前公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 89.7%

静岡県 袋井市 1億5,000万円以上 - - H19本格導入済 5件 適宜選定 土木工事で７件程度 未定 独自モデルを採用 制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 94.9%

静岡県 下田市 一般競争入札未導入 - - H21試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置
実証実験
段階

92% 未実施事項あり

静岡県 裾野市 適宜選定 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 未設定 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置
実証実験
段階

95.9%

静岡県 湖西市 250万円超 - - H21試行導入済 2件
原則、5000万円以上の土
木工事

土木工事件数５件以上 土木工事５件以上
平成20年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事前公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置
実証実験
段階

87.1%

静岡県 伊豆市 5,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 独自モデルを採用 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 設置予定 導入段階 90.8% 未実施事項あり

静岡県 御前崎市 5,000万円超 1億円以上 2,000万円超 H19試行導入済 1件 適宜選定 1件以上 未定 独自モデルを採用 制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置
実証実験
段階

95.1% 未実施事項あり

静岡県 菊川市 4,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定
前年度と同等件数若しくはそれ
以上

前年度と同等件数若しくはそれ
以上

制度未導入 独自モデルを採用 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 95%

静岡県 伊豆の国市 5,000万円以上 - 3,000万円以上 H19試行導入済 1件 適宜選定 前年度実施件数以上 未定 制度未導入 制度未導入 非公表 制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 90.3%

静岡県 牧之原市 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 建設部で１件 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 94.5%

静岡県 東伊豆町 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 年間１件を目標とする。 年間１件を目標とする。 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 89.8%

静岡県 河津町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 制度未導入 非公表 制度未導入 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 非公表 未実施事項あり

静岡県 南伊豆町 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定
前年度（平成21年度）以上の件
数

本年度（平成22年度）以上の件
数

制度未導入
平成21年中央公契連
モデルを準用

事後公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 未導入 93.3% 未実施事項あり

静岡県 松崎町 一般競争入札未導入 - - H21試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 非公表 非公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 未導入 非公表 未実施事項あり

静岡県 西伊豆町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 93.1%

静岡県 函南町 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 94.5% 未実施事項あり

静岡県 清水町 5,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 本年度実施件数1件 1件以上実施
平成20年中央公契連
モデルを採用

制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 98.4%

静岡県 長泉町 適宜選定 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 88.2%

静岡県 小山町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 1件 適宜選定
試行導入のため１件以上として
いる。

未設定 制度未導入 制度未導入 事後公表 制度未導入 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 92.2% 未実施事項あり

静岡県 吉田町 250万円超 - - H19本格導入済 1件 適宜選定
制限付き一般競争入札による1
件以上

制限付き一般競争入札による1
件以上

独自モデルを採用 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

非公表 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 84.1%

静岡県 川根本町 一般競争入札未導入 - - H20試行導入済 1件 適宜選定
本年度発注の土木工事のうち１
件を選択肢実施

少なくとも１件以上の実施件数
は確保していきたい。

独自モデルを採用 制度未導入 事後公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 95.8%

静岡県 森町 5,000万円以上 - - H19本格導入済 1件 適宜選定 土木工事の中から１件 未定
平成21年中央公契連
モデルに準拠

平成21年中央公契連
モデルに準拠

事後公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 91.6%

5,000万円以上
(1,000万円以上）

- - H16試行導入済 709件
適宜選定
（1,000万円以上）

一般競争の６割 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 91.7%

愛知県 名古屋市
1,000万円以上
(250万円超）

- - H18試行導入済 171件
適宜選定
（250万円超）

昨年度（平成21年度）と同等程
度。

未定
平成21年中央公契連
モデルに準拠

平成21年中央公契連
モデルに準拠

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 86.1％

愛知県 豊橋市 250万円超 - - H19試行導入済 14件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 独自モデルを採用
原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 88.1%

愛知県 岡崎市 250万円超 - - H21本格導入済 89件 4000万円
件数15％　金額ベースで50％：
契約課入札の案件

未定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 設置済み 導入段階 80.7%

愛知県
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低入札価格調査
調査基準価格の
事後公表への移
行について

最低制限価格の
事後公表への移
行について

H23年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

予定価格等の事
後公表への移行
について

都道府県

電子入
札シス
テムの
導入状
況

発注機関

H21年
度競争
入札平
均落札
率

一般競争入札の導入状
況（下限金額）

（※下段、括弧内は例
外・拡大・試行等金額）

H22年度内一般
競争入札の導入
状況予定（下限
金額）（※括弧内
は例外・拡大・試
行等金額）

H23年度一般競
争入札の導入状
況予定（下限金
額）（※括弧内は
例外・拡大・試行
等金額）

総合評価方式
の導入状況

低入札価格調査基準
価格の算定式につい
て

最低制限価格
の算定式について

入札契約適正
化法及び施行
令において実
施すべき事項
について

一般競争入札の拡大 総合評価方式の導入・拡充 ダンピング対策

入札ボンドの
導入方針

第三者
機関等
の設置
状況

H21年
度総合
評価方
式実施
件数

総合評価方式の導入状
況（下限金額）

（※括弧内は例外・拡
大・試行等金額）

H22年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

愛知県 一宮市 1,000万円 - - H19試行導入済 21件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 96.2%

愛知県 瀬戸市 250万円超 - - H19試行導入済 3件 適宜選定 土木工事2件 未定
平成21年中央公契連
モデルに準拠

平成21年中央公契連
モデルに準拠

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 84.9%

愛知県 半田市 5,000万円以上 - - H20試行導入済 2件 適宜選定 建設部、水道部で各1件 建設部、水道部で各1件 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 88.9% 未実施事項あり

愛知県 春日井市
3,000万円以上
（250万円超）

- - H20試行導入済 3件
適宜選定
（3,000万円以上）

未設定 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表 導入予定なし 未設置 導入段階 89.4%

愛知県 豊川市 250万円超 - - H20試行導入済 3件 適宜選定 未設定 未設定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 事前公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 93.8%

愛知県 津島市 3億円 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 独自モデルを採用 独自モデルを採用 事後公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 89.1% 未実施事項あり

愛知県 碧南市 250万円超 - - H19試行導入済 3件 1億円超 未設定 未設定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 79.2% 未実施事項あり

愛知県 刈谷市 250万円超 - - H20本格導入済 10件 適宜選定 一般競争入札から１５件 未設定
平成20年中央公契連
モデルを採用

独自モデルを採用 事前公表 事後公表 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 88.5%

愛知県 豊田市 250万円超 - - H20本格導入済 104件 2,000万円
2,000万円以上の一般競争入札
全て（約200件）

未定 独自モデルを採用 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事前公表 事後公表 導入検討 設置済み 導入段階 87.5%

愛知県 安城市 250万円超 - - H19試行導入済 16件 2,500万円以上 22件 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 81.6%

愛知県 西尾市 250万円超 - - H20試行導入済 5件 適宜選定 未設定 未設定 算定式は非公表 制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 94.5% 未実施事項あり

愛知県 蒲郡市 250万円超 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 土木一式工事３件 平成２２年度と同等の件数 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 93% 未実施事項あり

愛知県 犬山市 500万円以上 - - H21試行導入済 1件 500万円以上 500万円以上について2件 500万円以上で2件 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 91.8%

愛知県 常滑市 5,000万円以上 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 土木工事で２件 土木工事で１件以上 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 91.4%

愛知県 江南市 5,000万円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 95.5%

愛知県 小牧市 3,000万円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定
土木工事２件以上、建築工事２
件以上

土木工事２件以上、建築工事２
件以上

制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表 導入予定なし 未設置 導入段階 82.1%

愛知県 稲沢市 4,0000万円以上 - - H19試行導入済 5件 4,000万円 未設定 未設定 制度未導入 非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 94.8%

愛知県 新城市 1,000万円以上 - - H20試行導入済 6件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表 導入予定なし 未設置 導入段階 95.2%

愛知県 東海市 1億5,000万円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 2件 未定
平成21年中央公契連
モデルに準拠

制度未導入 事前公表 事後公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 92.7% 未実施事項あり

愛知県 大府市 5億円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 対象工種を限定せず２件 対象工種を限定せず２件 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 94%

愛知県 知多市 5億円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 土木工事２件 未設定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表 導入検討 未設置 導入段階 92.5%

愛知県 知立市
1億5,000万円以上
（250万円超）

- - H20試行導入済 1件
適宜選定
（250万円超）

試行的に導入のため、全工事
の中から1件で設定。

未定 独自モデルを採用 制度未導入 事前公表 非公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 91.6%

愛知県 尾張旭市 250万円超 - - H19試行導入済 2件
適宜選定
（250万円超）

4件実施 4件実施予定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 84.1%

愛知県 高浜市 250万円超 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 土木工事で1件以上 未設定
独自モデルを採用
（平成21年中央公契連
  モデル以上の水準）

独自モデルを採用
（平成21年中央公契連
　モデル以上の水準）

事前公表 非公表 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 89.3% 未実施事項あり

愛知県 岩倉市 5,000万円以上 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入
原則非公表、一部
案件で事前公表

他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 92.4%

愛知県 豊明市 1億円以上 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 92.8%

愛知県 日進市
1,000万円以上
（250万円超）

- - H19試行導入済 3件 適宜選定 未設定 一般競争入札　７件以上 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表 導入検討 未設置 導入段階 85.5%

愛知県 田原市 250万円超 - - H20試行導入済 2件 適宜選定 案件数４件 案件数6件 独自モデルを採用 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

非公表 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 90.3% 未実施事項あり

愛知県 愛西市
1億円以上
（5,000万円超）

- - H19試行導入済 3件 適宜選定 土木工事３件 未設定 制度未導入 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

導入予定なし 未設置 導入段階 94.3%

愛知県 清須市 1億円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 1件以上試行実施 未設定 独自モデルを採用 非公表 事前公表 非公表 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 90.8%
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低入札価格調査
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について

都道府県

電子入
札シス
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況
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度競争
入札平
均落札
率

一般競争入札の導入状
況（下限金額）
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外・拡大・試行等金額）
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競争入札の導入
状況予定（下限
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の導入状況

低入札価格調査基準
価格の算定式につい
て
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の算定式について

入札契約適正
化法及び施行
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施すべき事項
について
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の設置
状況
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度総合
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式実施
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（※括弧内は例外・拡
大・試行等金額）

H22年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

愛知県 北名古屋市 8,000万円以上 - - H20試行導入済 2件 適宜選定 土木工事で、２件以上 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事前公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 92.5%

愛知県 弥富市
8,000万円以上（土木一
式）

- - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 93.2% 未実施事項あり

愛知県 みよし市 250万円超 - - H20試行導入済 5件 適宜選定 未設定 未定 算定式は非公表 制度未導入 非公表 非公表 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 73.4% 未実施事項あり

愛知県 あま市 2億円以上 - - H22試行導入予定 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

導入予定なし 未設置 未導入 95.3% 未実施事項あり

愛知県 東郷町

土木工事一式
3,000万円以上
建築工事一式
5,000万円以上

- - H20試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 90% 未実施事項あり

愛知県 長久手町 3,000万円以上 - - H20試行導入済 1件 3,000万円以上 1件 未設定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事前公表 導入予定なし 未設置 導入段階 91% 未実施事項あり

愛知県 豊山町 適宜選定 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 事前公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 93.9% 未実施事項あり

愛知県 大口町 1億円以上 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 土木工事1件 未定 制度未導入 独自モデルを採用
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

導入予定なし 未設置 導入段階 96.1% 未実施事項あり

愛知県 扶桑町 5,000万円以上 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 制度未導入 制度未導入 独自モデルを採用
原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 92.9%

愛知県 大治町 5,000万円以上 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

非公表 非公表 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 93.6%

愛知県 蟹江町 1億円以上（土木） - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 制度未導入
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 制度未導入
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 93.6% 未実施事項あり

愛知県 飛島村
5,000万円以上
（3,000万円以上）

- - H20試行導入済 0件
適宜選定
（250万円超）

未設定 未定 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 90.6% 未実施事項あり

愛知県 阿久比町 250万円超 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 96.1%

愛知県 東浦町 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 1件以上実施 1件以上実施
昭和61年中央公契連
モデルに準拠

昭和61年中央公契連
モデルに準拠

事前公表 非公表 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 93.7% 未実施事項あり

愛知県 南知多町 3億円以上 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 制度未導入 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 93.4%

愛知県 美浜町
3億円以上
（5,000万円以上）

- - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 95.8%

愛知県 武豊町 250万円超 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 1件以上実施 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 83.6%

愛知県 一色町 2,500万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 94.9% 未実施事項あり

愛知県 吉良町 2,500万円以上 - - H21試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 導入段階 96.8%

愛知県 幡豆町 一般競争入札未導入 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 94.1% 未実施事項あり

愛知県 幸田町 250万円超 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 導入段階 92.4% 未実施事項あり

愛知県 設楽町 一般競争入札未導入 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 93% 未実施事項あり

愛知県 東栄町 一般競争入札未導入 -
一般競争入札
導入予定
3,000万円以上

制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 制度未導入 制度未導入 独自モデルを採用
原則非公表、一部
案件で事後公表

制度未導入 非公表 導入予定なし 未設置 未導入 91.3% 未実施事項あり

愛知県 豊根村 一般競争入札未導入 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 制度未導入 制度未導入 制度未導入 事後公表 制度未導入 制度未導入 導入予定なし 未設置 導入段階 98.7% 未実施事項あり
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低入札価格調査
調査基準価格の
事後公表への移
行について

最低制限価格の
事後公表への移
行について

H23年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

予定価格等の事
後公表への移行
について

都道府県

電子入
札シス
テムの
導入状
況

発注機関

H21年
度競争
入札平
均落札
率

一般競争入札の導入状
況（下限金額）

（※下段、括弧内は例
外・拡大・試行等金額）

H22年度内一般
競争入札の導入
状況予定（下限
金額）（※括弧内
は例外・拡大・試
行等金額）

H23年度一般競
争入札の導入状
況予定（下限金
額）（※括弧内は
例外・拡大・試行
等金額）

総合評価方式
の導入状況

低入札価格調査基準
価格の算定式につい
て

最低制限価格
の算定式について

入札契約適正
化法及び施行
令において実
施すべき事項
について

一般競争入札の拡大 総合評価方式の導入・拡充 ダンピング対策

入札ボンドの
導入方針

第三者
機関等
の設置
状況

H21年
度総合
評価方
式実施
件数

総合評価方式の導入状
況（下限金額）

（※括弧内は例外・拡
大・試行等金額）

H22年度の総合評価方式の
実施目標（予定）の設定

250万円超 - - H16試行導入済 328件

専門工事3千万円以上、
建築1億円以上、土木工
事5千万円以上、その他7
千万円以上

概ね300件、適用額の建設工事
すべて

未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 84.6%

三重県 津市 250万円超 - - H20試行導入済 5件 1,500万円以上 未設定 未定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

制度未導入 事後公表 導入予定なし 設置済み 未導入 84%

三重県 四日市市 250万円超 - - H20試行導入済 10件 適宜選定 10件以上 未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 設置済み 未導入 69.6%

三重県 伊勢市 250万円超 - - H20試行導入済 2件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 導入段階 78.9%

三重県 松阪市 250万円超 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 年間１件以上 年間１件以上 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 導入段階 84.9%

三重県 桑名市 250万円超 - - H19試行導入済 8件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 設置済み
実証実験
段階

83.2%

三重県 鈴鹿市 250万円超 - - H19試行導入済 28件 5,000万円以上
一般競争入札における，設計
金額5000万円以上の土木一式
工事，舗装工事の全て。

未定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事前公表 事前公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

設置済み 未導入 78.2%

三重県 名張市 250万円超 - - H22試行導入済 0件 適宜選定 一般競争入札のうち1件以上 一般競争入札のうち1件以上
平成20年中央公契連
モデルに準拠

平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事前公表 事前公表 導入予定なし 未設置 未導入 86%

三重県 尾鷲市 500万円超（土木工事） -
250万円超（土木工
事）

H19試行導入済 0件
7,000万円超え且つ審査会
で認められた

未設定 未設定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事前公表 導入予定なし 未設置 未導入 87.4% 未実施事項あり

三重県 亀山市 5,000万円以上 - - H19試行導入済 6件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 制度未導入 事後公表 制度未導入 制度未導入 導入予定なし 未設置 未導入 91.2% 未実施事項あり

三重県 鳥羽市 250万円超 - - H20試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
平成21年中央公契連
モデルを準用

案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 83.6% 未実施事項あり

三重県 熊野市 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 非公表 事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 98.3% 未実施事項あり

三重県 いなべ市 250万円超 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入
独自モデルを採用
（平成21年中央公契連
　モデル以上の水準）

事後公表 制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 90.6% 未実施事項あり

三重県 志摩市 250万円超 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入
平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 83.4%

三重県 伊賀市 250万円超 - - H21試行導入済 1件
 7,000万円以上（土木一

式）
未設定 未設定 制度未導入

平成20年中央公契連
モデルを準用

原則事前公表、案
件により事後公表
を試行

制度未導入 事後公表 導入予定なし 設置済み 未導入 86.6%

三重県 木曽岬町 １０００万円超 - - H22試行導入予定 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

案件により事後公
表及び事前公表を
併用

制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 78.9% 未実施事項あり

三重県 東員町
5,000万円以上
（1,000万円以上）

- - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事後公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 81%

三重県 菰野町 250万円超 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 未定 制度未導入
独自モデルを採用
（平成21年中央公契連
　モデル以上の水準）

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 設置済み 未導入 86.5%

三重県 朝日町 一般競争入札未導入 - - 制度未導入 0件 制度未導入 制度未導入 制度未導入 制度未導入 非公表 事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 94.4%

三重県 川越町 250万円超 - - H20試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入
平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 89.8% 未実施事項あり

三重県 多気町 一般競争入札未導入 - - H20試行導入済 3件 適宜選定 未設定 未設定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 87.6%

三重県 明和町 5,000万円以上 6,000万円以上 - H19試行導入済 1件 6,000万円以上 未設定 未定 制度未導入 非公表
原則非公表、一部
案件で事後公表

制度未導入
原則非公表、一部
案件で事前公表

導入予定なし 未設置 未導入 92.8% 未実施事項あり

三重県 大台町 適宜選定 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 建設工事で３件以上 未定
平成20年中央公契連
モデルを採用

平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 83.6%

三重県 玉城町 2,000万円以上 - - H19試行導入済 2件 適宜選定 2件以上 未設定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 89.1% 未実施事項あり

三重県 度会町 一般競争入札未導入 - - H21試行導入済 1件 適宜選定 目標　1件 土木工事1件 制度未導入 独自モデルを採用 事後公表 制度未導入 非公表
他発注機関の
動向を踏まえ
今後検討

未設置 未導入 86.4% 未実施事項あり

三重県 大紀町 適宜選定 - - H19本格導入済 0件 適宜選定 未設定 未定 制度未導入 独自モデルを採用 事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 91.3% 未実施事項あり

三重県 南伊勢町 一般競争入札未導入 - - H20試行導入済 2件 1,000万円 未設定 未定
平成20年中央公契連
モデルを採用

非公表
案件により事後公
表及び事前公表を
併用

事後公表 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 88% 未実施事項あり

三重県 紀北町 適宜選定 - - H19試行導入済 0件 適宜選定 未設定 未設定
平成21年中央公契連
モデルを採用

平成20年中央公契連
モデルを準用

事前公表 事後公表 事後公表 導入済み 未設置 未導入 85% 未実施事項あり

三重県 御浜町 3億円以上 - - H20試行導入済 0件 2,000万円 未設定 未定 制度未導入
昭和61年中央公契連
モデルを準用

事後公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 93.5%

三重県 紀宝町 一般競争入札未導入 - - H19試行導入済 1件 適宜選定 土木工事１件以上 未定 制度未導入
平成21年中央公契連
モデルを準用

事前公表 制度未導入 事後公表 導入予定なし 未設置 未導入 93.4%

三重県
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公共工事の品質確保対策などの
現状調査結果について

Ｈ２１．Ｈ２２

資料-１-2

中部ブロック発注者協議会データベース

1

総合評価落札方式導入状況(H21)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

未導入 12 2 0 18

導入 5 11 7 149

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市 中部県市町村（参考）

総合評価落札方式導入状況（H22）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

未導入 12 1 0 14

導入 5 12 7 153

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市 中部県市町村（参考）

総合評価方式導入状況

2

◆総合評価方式導入状況では、国の機関の「未導入」の割合が高い
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予定価格の公表（H21）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

非公表 6 0 0 13

事前公表 0 6 4 92

併用 0 0 1 27

事後公表 11 7 2 33

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市 中部県市町村（参考）

予定価格の公表（H22）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

非公表 4 0 0 13

事前公表 0 6 5 84

併用 0 0 0 34

事後公表 13 7 2 36

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市 中部県市町村（参考）

予定価格公表状況

3

◆予定価格の公表では、国の機関で「公表なし」の割合が高い

低入調査基準価格の公表（H21）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

非公表 8 0 0 19

事前公表 0 1 0 8

併用 0 0 0 0

事後公表 9 12 7 42

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市 中部県市町村（参考）

低入調査基準価格の公表（H22）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

非公表 9 1 0 20

事前公表 0 1 0 7

併用 0 0 0 1

事後公表 8 11 7 44

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市 中部県市町村（参考）

低入札調査基準価格公表状況

4

◆県政令市において「低入札調査基準価格」の公表はすべての機関で事後公表
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抽選工事発生状況

5

◆抽選工事の発生率は平成21年度と平成22年度は殆ど差はない

機関別抽選工事発生状況（機関数）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

未公表等 0 0 0 0 2 2

抽選工事件数なしの

機関体数

16 16 12 8 0 0

抽選工事発生

機関数

1 1 1 5 5 5

H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度

国の機関 特殊法人等の機関 県政令市

5.9% 5.9%

38.5%

71.4% 71.4%

7.7%

県別抽選工事発生状況（自治体数）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

未公表等 0 0 1 1 2 1 0 0

抽選工事件数なしの

自治体数

33 32 13 13 34 26 9 8

抽選工事発生

自治体数

10 11 20 20 24 31 21 22

H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度 H21年度 H22年度

岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

23.3%

58.8%

25.6%
53.4%40.0%

58.8%
70.0% 73.3%

業務の総合評価の導入状況

6

・中部管内の自治体で業務の総合評価方式の導入は、

H21年度は４自治体、H22年度は10自治体で2．5倍に増加

試行松坂市（三重県）

試行亀山市（三重県）

試行三重県

試行浜松市（静岡県）

H21業務総合評価方式導入

試行小山町（静岡県）

試行東白川村（岐阜県）

試行東郷町（愛知県）

試行あま市（愛知県）

試行蒲郡市（愛知県）

試行静岡県

導入大紀町（三重県）

導入四日市市（三重県）

試行三重県

試行浜松市（静岡県）

H22業務総合評価方式導入

４自治体

１０自治体
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資料－１－３

課題 対応策
・事務量の増加、工期がなくなる ・特別簡易型の導入

・専門技術者の不足 ◎県総合評価審査委員会の活用

・評価方法が未整備・機関により異なる ・国・県・市町村等の評価基準の標準化

・小規模工事が多い ・評価項目の表現方法の標準化 ◎発注者協議会県ブロック会議の開催

・維持工事における評価項目がない ・評価項目の選定

・同種工事の要件設定のあり方 ・価格以外の評価点の公平性・透明性 ◎適正な発注方法の選択

・適正な審査体制の確保 ・地元業者への優遇措置基準の適正化 ◎特別簡易型の導入拡大

・提案内容の確実な実施 ・工種のおける評価項目選定基準の確率化 ◎総合評価方式の試行拡大

・施工体制における評価方法

・評価しても最低価格者となる ・統一的な工事成績評定の策定 ◎発注支援技術者の活用

・予算の確保 ・低入札価格調査制度への対応 ◎公共工事発注者支援認定機関の活用

・機関内の体制
・技術職員がいないため、専門的な知識に欠
ける。

・技術研修等の充実をはかる。 ◎低入札における施工体制確認型の導入

・検査員により工事成績評点にバラツキが生じ
ている

・各担当者毎に評価基準等が異なるため、一定の評
価を行える指針が必要

◎予定価格・低入札調査基準価格・最低制
限価格の事後公表

・監督検査要領等が未整備 ・工事成績評定の標準化

・小規模な工事が多いが、工事成績評定が小
規模工事に合っていない。

　
◎中部地方整備局主催検査適任者研修へ
の参加

・低入札案件の増加に伴う、安全対策の低下
への懸念

・低入札価格調査制度調査対象工事の安全対策、
重点監督等の強化。

◎中部地方整備局主催新任工事監督員研
修の参加

・人員不足で現場へのパトロールが減ってい
る。

・発注者、受注者それぞれに安全に対する意識向上
と啓蒙。

◎「小規模（市町村）工事成績評定要領
（案）【平成21年度版】の活用

・施工業者へは安全確保の徹底について呼び
かけているが、具体的な事故防止対策や安全
マニュアル等は未整備である。

・安全指針、安全マニュアルの整備

・ホームページ等での発注予定の公表を行っ
ているが、各地域における公共発注者相互の
連絡・情報の共有は不十分と思われる。

・入札情報サービスシステムの活用を行う。
◎建設資材対策中部地方連絡会議（資材
対）による情報交換

・情報共有できる環境整備に費用がかかる。

・各受注者との工事情報共有の機会の拡大に
対する時間的制約

・工事書類の簡素化 ◎建設ICT導入普及研究会への参加

・電子メール、ファイル一元化ソフトを活用した
実証実験を行っているが、多くの現場を抱える
主任監督員・総括監督員の作業負荷増大が

・通信環境の整備・改善が必要。

・情報共有サーバー（ＡＰＳ等）が未活用
・情報の共有が未整備 ・国、地方自治体間での統一システムの導入

・価格変動が激しい資材等における単価の採
用時期の共通化

・資材の単価、需給動向に関する情報共有化
のための体制づくりが課題である。

・費用対効果が確認し易いハード事業に比
べ、CALS等のソフト事業については、必要性
は理解されるが、予算的措置は困難である。

・設計変更ガイドラインの整備

・情報共有システムの利用促進が課題
・建設ICT・新技術の普及促進に際して、小規
模工事で利活用できるものがあるかどうかが
課題である。

・システム活用に伴う専門的知識の習得

・情報収集手法や新技術の理解度の習熟。
・新技術採用にあたり、在来同種工法との工
事費の差価格。
・信頼性、地域貢献度を評価する客観的な指
標の設定が課題

・総合評価方式の試行拡大

・評価基準がない ・適正な評価基準の設定・作成

・課題に迅速に対応できる人的な余裕が不
足。

・県の実施しているワンデーレスポンス等の取り組
みが望ましいが、核の部分は受発注者双方担当者
の取り組み方にかかっているため、意識向上のため
の研修等が必要と考える。

・地元対応、時間的制約、技術的知識
・公共工事の品質確保と入札制度の適正化と
あいまって、地元企業の育成の観点から全て
を一般競争入札や総合評価制度を採用すると
一部の企業ばかりが応札することとなるため、
一歩前進できないのが現状である。

・低価格での競争が多い中、適正履行が確保できな
い恐れがあるため、よりよい品質を確保するため、
優良企業をいかに評価していくか、総合評価等での
対応を検討する必要がある。

・市の工事をはじめとした公共工事が減少して
おり、地元業者の減少が懸念される。

・簡易型総合評価方式の活用

・総合評価方式の試行拡大

事務局提案対応策

公共工事の品質確保の課題について
平成22年12月1日に依頼した「公共工事の品質確保対策などの現状調査について」のうち、「公共工事の品質確保における課題」を整理しまし
た。
課題のなかで、各機関から頂いたアンケートには<課題＞と<対応策＞の記載がありました。
この内容をうけ、事務局からの提案対応策を整理しました。

　③－４地元
優良企業の
育成

アンケートより抽出

　①－２工事
管理、工事検
査、工事成績
評定に関す
る技術力向
上 と情報共
有

　②－２受発
注者間の工
事情報共有

　②－４設計
変更の更な
る適正化

　③－１建設Ｉ
ＣＴ・新技術
の普及促進

　①－１総合
評価落札方
式の普及促
進

　①－３公共
工事施行の
安全対策の
強化

　②－１公共
工事発注情
報の共有化

◎土木工事における受発注者の業務効率
化の推進（書類の簡素化）
（平成２３年４月土木工事共通仕様書に記
載予定）

　②－３資材
の単価、需給
動向に関す
る情報共有

　③－２建設企
業の施行能力、
信頼性、地域貢
献度の適切な
評価

　③－３建設
施工に関する
受発注者から
の課題に対す
る迅速な対処
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岐 阜 県

建設工事に係る入札制度の改正等について

１ 総合評価落札方式における「技術評価項目」の見直しについて

・「技術評価項目」を以下のとおり見直し、平成２３年２月１日以降の入札公告案件から適用し

ています。 （※⑦のみ４月１日適用）

①「工事成績評定点」の評価年度の延長（直近２か年度→直近３か年度）

・県発注工事量の減少から、直近２か年度の受注実績評価では適正な評価が出来ない事例が

増加しているため、評価年度を延長し、直近３か年度の評価とします。

※２か年受注実績のない土木一式業者10.7％、３か年受注実績のない土木一式業者6.6％

②「スタッフ数」の評価基準の変更と評価点数の増（最大：１．０点→１．５点）

・災害時の応急復旧や除雪業務の対応に欠かせない「直営作業員」の雇用維持を適正に評価

するため「従業員数」については「常勤雇用」の評価とし、特に１５名以上の常勤雇用従

業員を抱えている企業は従来より０．５点の加点評価とします。

・常勤雇用の従業員１５名以上並びに国家資格を有する技術者５名以上 １．５０点

・常勤雇用の従業員１０名以上並びに国家資格を有する技術者５名以上 １．００点

・常勤雇用の従業員１０名以上又は国家資格を有する技術者５名以上 ０．５０点

・常勤雇用の従業員１０名未満並びに国家資格を有する技術者５名未満 ０．００点

③「優良工事施工者表彰歴」の評価年度の延長（直近３か年度→直近５か年度）

・平成１９年度に制度を創設した「岐阜県優良工事施工者表彰」について、平成２２年度か

ら直近３か年度の受賞実績を評価対象としているが、表彰実績を適正に評価するため、評

価年度を直近５か年度まで延長します。

※平成２２年度末表彰実績：部長表彰１１０者、発注機関の長表彰１６８者、合計２７８者

④「機械保有状況」に係る評価点数の増（最大：０．５点→１．５点）

・実際の災害時の応急復旧等に対応できる建設機械を常時保有している企業を適正に評価す

るため、発注工事に関する主要建設機械の保有状況について、「自社保有」「リース保有」

ともに評価点数を３倍増とします。

・全て自社保有あり ０．５０点 → １．５０点

・自社又はリースによる保有あり ０．２５点 → ０．７５点

・保有なし ０．００点

⑤「保有資格」において加点評価とする資格の増

・「ＭＥ（社会基盤メンテナンスエキスパート）」の資格を加点評価します。また、土木一式

工事、とび・土工工事、舗装工事においては、土木施工管理技士と同等の資格である「建

設機械施工技士」についても評価することとします。

※ＭＥ資格者：７７人（官公庁：３２人、建設業：２４人、建設コンサルタント：２１人）

⑥「災害協定参加等」の評価基準の変更

・従来、県との災害協定へ参加している者は協定の内容に関わらず一律に評価していました

が、建設工事に係る協定（県土整備部、都市建築部、農政部、林政部）とその他の協定と

の差別化を図ります。

※災害応援に関する各種団体との協定締結数１４１件、うち建設工事に係る協定締結数３０件
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⑦（新）「県管理道路に対するボランティア活動」の評価項目の設定（最大：０．５点）

・県管理道路において、自主的に穴ぼこ補修を行っていただいた直近１か年度の活動実績を

評価します。この評価項目については平成２３年４月からの適用としていますが、現時点

での評価すべき活動実績が極めて少ないため、平成２３年度については、「当該工事の入札

公告日までに行った活動の実績」を評価することとしています。

・同一管内で３回以上の実績あり ０．５０点

・岐阜県内で３回以上の実績あり ０．２５点

・実績無し（３回未満） ０．００点

⑧「除雪業務等の受託実績」に係る評価点数の増（最大：１．０点→２．０点）

・公共工事が大幅に削減され、除雪機械やオペレーターの維持、確保が大きな負担となって

いる中で、県管理道路を始め国道や市町村道に係る除排雪業務等を受託し、冬期間におけ

る幹線道路や地域の生活道路の安全確保に努めている企業を適正に評価するため、評価点

数を２倍増とします。

⑨（新）「休日及び夜間の河川・砂防の維持作業の実績」の評価項目の設定（最大：０．５点）

・「河川・砂防の維持作業」については、道路維持作業と同様に緊急体制を構築して対応して

いただいていることから、その活動実績についても新たに評価することとします。ただし、

道路維持作業に比べ出動頻度が少ないことから、加点評価は道路維持作業の５割とします。

・同一土木事務所管内での実績あり（元請け） ０．５０点

・同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力） ０．２５点

・実績なし ０．００点

２ 予定価格の事後公表の試行について

・県土整備部が発注する予定価格８，０００万円以上の工事について、平成２３年２月１日か

ら９月３０日までに入札公告する全ての入札案件で予定価格の事後公表を試行します。

○実施方法

・試行期間：平成２３年２月１日～９月３０日の間に入札公告を行う案件

・実施機関：県土整備部の各機関

・対象工事：予定価格８０００万円以上の全ての建設工事

・発注方法：一般競争入札（総合評価落札方式、簡易型②及び技術提案型）

○前回の試行

・試行期間：平成２１年４月～９月

・実施機関：県土整備部及び都市建築部の各機関

・対象工事：Ａ、Ｂ、Ｃの各等級から全３９工事を抽出して試行実施

土木一式工事３１件（Ａ等級１０件、Ｂ等級１１件、Ｃ等級１０件）

建築一式工事 ４件（Ａ、Ｂ等級） 電気工事及び管工事４件（Ａ等級）

・発注方法：一般競争入札（価格競争）

３ ＪＶ制度の活用について（岐阜県一般競争入札発注基準の改正）

・一般土木工事で予定価格３億円以上に適用しているＪＶ制度を予定価格１億円以上にまで適

用範囲を拡大し、地域の建設業者の受注機会の確保を図ります。
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評価項目 評価内容 評価基準 現行 改正後 現行 改正後 現行 改正後 現行 改正後

○施工能力
過去に労働安全衛生分野表彰歴あり、かつ直近3か年度に県からの工事事故等による入札参加資格停止措置なし - - 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

過去に労働安全衛生分野表彰歴なし、かつ直近3か年度に県からの工事事故等による入札参
加資格停止措置なし若しくは、過去に労働安全衛生分野表彰歴あり、かつ過去３年間に県から
の工事事故等による入札参加資格停止措置あり

- - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

過去に労働安全衛生分野表彰歴なし、かつ直近3か年度に県からの工事事故等による入札参加資格停止措置あり - - ▲ 1.50 ▲ 1.50 ▲ 1.50 ▲ 1.50 ▲ 1.50 ▲ 1.50

主要工事材料は岐阜県産調達が可能 - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

主要工事材料は岐阜県産調達に努力 - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

ＩＳＯ９０００Ｓ並びに１４００１取得済 - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

ＩＳＯ９０００Ｓ又は１４００１取得済 - - 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

取得なし - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

十分な記述があり、その内容も現場状況に即し具体的で、特に優れた工夫があると評価できるもの - - - - 5.00 5.00

十分な記述があり、その内容も現場状況に即し具体的で、優れた工夫があると評価できるもの - - - - 4.00 4.00

記述はされており、その内容が現場状況に即した標準的工夫があると評価できるもの - - - - 3.00 3.00

記述はされているが、その内容が現場状況に即した工夫が少なく、あまり評価できないもの - - - - 2.00 2.00

- - - - 1.00 1.00

- - - - 0.00 0.00

小計（満点） 0.00 0.00 3.50 3.50 8.50 8.50 18.50 18.50

○企業能力
８０点以上 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

７５点以上８０点未満 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

７５点未満又は実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

同種工事の実績あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

類似工事の実績あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

常勤雇用の従業員数15名以上並びに国家資格を有する技術者数5名以上 - - 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

常勤雇用の従業員数10名以上並びに国家資格を有する技術者数5名以上 - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

常勤雇用の従業員数10名以上又は国家資格を有する技術者数5名以上 - - 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

常勤雇用の従業員数10名未満並びに国家資格を有する技術者数5名未満 - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

部長表彰歴あり - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

現地機関の長（公共建築住宅課長も含む）による表彰歴あり - - 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

表彰歴なし - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

全て自社保有あり - - 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

自社又はリースによる保有あり - - 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

保有なし - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

小計（満点） 3.00 3.00 7.00 7.00 7.00 7.00 7.00 7.00

○配置予定技術者の能力
同種工事の実績あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

類似工事の実績あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

１級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ、かつ自然工法管理士 - - 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

１級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

2級土木施工管理技士かつ自然工法管理士 - - 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

上記以外 - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

10単位以上の取得あり - - 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

10単位未満の取得あり、又は取得なし - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

小計（満点） 1.00 1.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

○地域要件
同一市町村内（旧市町村内）に本店あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

同一管内（同一市町村内を除く）に本店あり 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

岐阜県内（同一管内を除く）に本店あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

岐阜県内に支店・営業所あり 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

岐阜県内に本・支店・営業所なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

岐阜県との協定(農政部､林政部､県土整備部､都市建築部との協定に限る)に参加あり又は直近5か年度のう
ちで同等の活動実績あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

岐阜県との協定(農政部､林政部､県土整備部､都市建築部との協定を除く)又は岐阜県内市町村との協定に
参加あり又は直近5か年度のうちで同等の活動実績あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

参加なし又は活動実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

同一市町村内（旧市町村内）での実績あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

同一管内（同一市町村内を除く）での実績あり 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

岐阜県内（同一管内を除く）での実績あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

岐阜県内での実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

同一土木事務所管内で３回以上の実績あり - 0.50 - 0.50 - 0.50 - 0.50

岐阜県内で３回以上の実績あり - 0.25 - 0.25 - 0.25 - 0.25

岐阜県内で３回未満の実績あり、又は実績なし - 0.00 - 0.00 - 0.00 - 0.00

同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

岐阜県内での施工実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

同一土木事務所管内で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

同一の土木事務所管内で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績あり 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績あり 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

岐阜県内での受託実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

同一土木事務所管内での実績あり（元請け） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

同一土木事務所管内以外での実績あり（元請け） 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力） 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

同一土木事務所管内以外での実績あり（協力要請により下請けとして協力） 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

同一土木事務所管内での実績あり（元請け） 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力） 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

実績なし 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

新分野活動実績あり - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

新分野活動実績なし - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

県内企業活用金額率90%以上 - - 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

県内企業活用金額率50%以上90%未満 - - 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

県内企業活用金額率50%未満 - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

小計（満点） 7.50 8.00 9.50 10.00 9.50 10.00 9.50 10.00

地域要件割合 65.2% 66.7% 41.3% 42.6% 33.9% 35.1% 25.0% 26.0%

合 計 （ 満 点 ） 11.50 12.00 23.00 23.50 28.00 28.50 38.00 38.50

＜価格点以外の評価点(加算点)の設定 土木工事＞

地域型 簡易型① 簡易型② 技術提案型

工
程
管
理

必須 安全対策
事故等の防止の喚起と
客観的指標で安全対策
の実施の可能性を評価

選択 主要資材 県内での調達の励行

品
質
管
理

必須 環境配慮 ＩＳＯ認証取得の状況

技術所見
(技術提案）

施工上の課題
又は
配慮すべき事項

15.00 15.00

記述が少なく、その内容も現場状況に即しておらず、一般的で、工夫がなく評価できないもの

必須 工事成績評定点

直近３か年度に完成引き渡し
の済んだ工事の工事成績評
定点の平均点
（岐阜県発注工事のみ対象）
（工種限定あり）

必須
同種(類似)工事
施工実績

直近15か年度に完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無
（国及び岐阜県発注工事のみ対
象）
※工事成績65点未満のものは実
績として認めない

必須 スタッフ数
常勤雇用の従業員数並
びに国家資格を有する
技術者数

必須
優良工事施工者
表彰歴

直近５か年度の岐阜県
優良工事施工者表彰歴
の有無

選択 機械保有状況
当該工事に関する主要
建設機械の保有状況

必須
同種(類似)工事
施工実績

直近15か年度に完成引き渡しの
済んだ工事の施工実績の有無
（国及び岐阜県発注工事のみ対
象）
※工事成績65点未満のものは実
績として認めない

必須 保有資格
主任(監理)技術者の保
有する資格

必須
継続教育（CPD）
の取組状況

直近1か年度の各団体が発行
するCPDの単位取得 ユニッ
ト＝単位

必須 営業拠点
地域内での営業拠点の
有無

必須
災害協定
参加等

災害協定への参加や同
等の活動実績の有無

必須 ボランティア活動
直近1か年度の活動の
有無

必須
(土木一式工
事、とび・土

工・コンクリー
ト工事(法面工
事を除く）、舗
装工事に適

用）

県管理道路に対
するボランティア
活動

当該工事の入札公告日
までの県管理道路での
道路の穴埋め処理活動
実績の有無

必須
近隣地域
施工実績

直近5か年度に完成引
き渡しの済んだ近隣地
域での施工実績
（国及び岐阜県発注工
事のみ対象）

必須
除雪業務等の
受託実績

直近2か年度の除排雪又
は凍結防止剤散布業務受
託実績の有無
協同組合との契約の際に
は、協同組合に対する加
点とは別に、実業務を行う
構成員にも加点することと
する。

必須
休日及び夜間の
道路維持作業の
実績

直近３か年度の岐阜県管
理道路の道路維持業務
（除排雪又は凍結防止剤
散布業務を除く）におい
て、県からの作業指示を
受け、休日または夜間に
維持作業を実施した実績
の有無

必須
県内企業の
活用率

当該工事の県内企業の
活用状況
(元請及び1次下請）

必須
休日及び夜間の
河川・砂防の維持
作業の実績

直近３か年度の県管理の河川・砂
防の維持管理業務において、県
からの作業指示を受け、休日又は
夜間に維持作業を実施した実績
の有無

必須 新分野活動
直近２か年度の新分野活動
実績の有無
(岐阜県内での活動に限る)
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建設業審議会について 
               

１ 概 要 

(1) 建設産業は、公共･民間建設投資の減少などを背景に、受注競争の

激化、ダンピング受注の増加などによる経営の圧迫や下請建設業者へ

のしわ寄せの懸念、少子・高齢化や労働条件の低下などによる就業者

の高齢化や担い手不足など多くの課題を抱えている。 

(2) 静岡県建設業審議会は、平成 16 年３月に報告書「静岡県建設産業の

最近の動向と今後の課題」を取りまとめたが、建設産業を取り巻く環境

は大きく変化していることから、本県建設産業が活気を取り戻し、経

営と技術に優れた建設業者が発展していけるよう、新たに建設産業の

活性化に向けた方策について検討を行う。 

  

２ 静岡県建設業審議会 

(1)委員の構成と役割 

・静岡県建設業審議会条例により設置され、委員は、関係各庁職員、

学識経験者、建設工事の需要者及び建設業者で構成 

・知事の諮問に応じ、建設業の改善に関する重要事項の調査審議を行

う。 

(2)第 1 回静岡県建設業審議会の開催 

   平成２３年２月３日（木）に第１回を開催し、会長及び会長代理を

選出したのち、審議を行った。 

 ア 諮問事項 

  「建設産業の活性化を図るための方策について」 

イ 審議事項 

①建設業の現状 

    ・静岡県における建設業の現状  

    ・建設業者へのアンケート結果の報告 

    ・建設業界からのプレゼンテーション 

   ②入札契約制度 

    入札契約制度の改善への取り組み 

 

 

静岡県 
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(3)静岡県建設業審議会委員名簿              （敬称略、五十音順） 

＊ ◎は会長、○は会長代理  ＊ 任期は平成23年1月11日から2年間 

 

 (4)今後の予定 

 今後、審議会を数回開催し、今年の秋頃には報告書をとりまとめ、でき 

るものから平成 24 年度以降の施策へ反映したいと考えている。 

 

氏 名 職業、役職 区分 

高橋 弘子  静岡労働局雇用均等室室長 

村木 則予  （社）中小企業診断協会静岡県支部理事 

関係各庁 

職  員 

磯辺 剛彦 慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 

○小川 裕子 静岡大学教育学部教授 

◎小川 雄二郎 富士常葉大学社会環境学部非常勤講師 

鈴木 紀子 弁護士（静岡春晃（はるひ）法律事務所） 

高野 伸栄 北海道大学大学院工学研究院准教授 

東  惠子 東海大学開発工学部教授 

六波羅 昭 （財）建設業情報管理センター顧問 

学 識 

経験者 

金崎 まゆ美 静岡県消費者団体連盟副会長 

小杉 昌弘 やまと興業㈱代表取締役社長 

後藤 美南子 静岡県農業会議常任会議員 

酒井 公夫 静岡鉄道㈱代表取締役社長 

建設工事

の 

需要者 

伊藤 孝 （社）静岡県建設業協会会長 

小野 徹 静岡県中小建設業協会会長 

藤本 貴也 （社）建設コンサルタンツ協会専務理事兼副会長 

村林 照夫 （社）静岡県建設産業団体連合会常任理事 

建設業者 
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平成２３年度
総合評価落札方式について

（愛知県建設部）

平成２３年５月１３日

資料-2-3

１．実施方針について

（１）一般競争入札における総合評価落札方式の適用
範囲の明確化と拡充

（２）透明性・公平性の確保、適正な審査の確保及び業
務量の軽減

（３）地域貢献度・地域精通度に関する評価の充実
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２．総合評価落札方式の
運用等の改正概要について

（１）適用及び形式選定基準（案）について

（２）落札者決定基準の改正について

（３）審査及び手続きの見直しについて

（１）適用及び形式選定基準（案）について

予定価格 落札方式 形式 種別 工事の種類

適用外 全工事（簡易な工事）

広域型 PC、鋼構造物、法面、設備系

地域型 全工事（上記を含む）

広域型
PC、しゅんせつ、鋼構造物、
法面、設備系

地域型 全工事（上記を含む）

広域型
PC、しゅんせつ、鋼構造物、
法面、設備系

地域型 全工事（上記を含む）

広域型
PC、しゅんせつ、鋼構造物、
法面、設備系

地域型 上記以外

広域型
PC、しゅんせつ、鋼構造物、
法面、設備系

地域型 上記以外

標準型 広域型 全工事

注）工事の内容に応じては、予定価格によることなく、高度な形式に変更することができる。

注）設備系工事とは、水道、機械、電気、管及び電気通信工事業の業種工事である。

注）予定価格６億円以上については、愛知県総合評価審査委員会（部会）に諮り審査する。

１千万円以上
５千万円未満

５千万円以上
１億５千万円未満

１億５千万円以上
６億円未満

特別簡易型総合評価落札方式

総合評価落札方式

総合評価落札方式

特別簡易型

簡易型

特別簡易型

簡易型

注）簡易な工事とは、施工条件が単純で、かつ、技術的難易度の低い工事とする。
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平成２３年度　愛知県建設部総合評価落札方式の標準加算点表（１）
【土木関係工事】
対象業種：土木、舗装、しゅんせつ、造園、鋼構造物、とび・土工、塗装、土木系設備（機械、電気、電気通信）

備考

42 ～ 44 32 ～ 34

(32) ～ (34) (22) ～ (24) ( )は※１を除く

項目 配点 項目 配点 項目 項目 配点 項目

技術提案 ○ 30 項目数２～３

簡易な施工計画 ○ 10 ○ 10 項目数１

施工実績 ○ 3 ○ 3 ○ 3 ○ 3 ○ 3

工事成績 ○ 5 ○ 5 ○ 5 ○ 5 ○ 5

契約後VE実績 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ○ 2

優良工事表彰 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ○ 2

ISO９０００ ○ 1 ○ 1 ○ 1 ○ 1 ○ 1

小計 13 13 13 13 13

施工実績 ○ 2 ○ 2 ○ 1 ○ 2 ○ 1

工事成績 ○ 5 ○ 5 ○ 5 ○ 5 ○ 5

CPD実績 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ○ 2 ※１

小計 9 9 8 9 8

地域内の拠点有無 ○ 2 ○ 2 ○ 0 ～ 2 ○ 2 ○ 0 ～ 2

愛知県内の施工実績 ○ 3 ○ 3 ○ 3

災害協定等及び活動実績 ○ 1 ○ 1 ○ 6 ○ 1 ○ 6 ※１

ボランティア活動実績 ○ 2 ○ 2 ※１

ファミリーフレンドリー登録 ○ 1 ○ 1

雇用実績 ○ 1 ○ 1

ISO１４０００ ○ 1 ○ 1 ○ 1 ○ 1 ○ 1

小計 7 7 11 ～ 13 7 11 ～ 13

注）WTO案件は除く。
注）ＰＣ、鋼構造物、塗装、土木系設備工事は※１評価項目を除く
注）上記以外については、愛知県総合評価審査委員会(部会）に諮り審査する。

標準型 簡易型 特別簡易型

広域型 広域型 地域型 広域型 地域型

１千万円以上

除算方式 除算方式

59

配点

39 29

(56) (36) (26) 

形　式

対象金額

種　別

加算点

地域精通度
地域貢献度

５千万円以上

技術提案

企業の技術力

配置予定技術者
の能力

配点

評価値計算

評価項目及び配点

除算方式

１億５千万円以上

別表２ 別表１別表 別表５ 別表４ 別表３

（２）落札者決定基準の改正について

別表３ 形式：簡易型 種別：地域型
平成２３年度　配　点  (H23.4.1改訂） 【土木関係工事】

別表３　【形　式】簡易型　　【種　別】地域型（主たる営業所の地域要件設定あり）

A　技術提案（１０点）

　　　　　評価項目 点

①簡単な施工計画 10

B　企業の技術力（１３点）

　 点

①企業評価対象工事の施工実績　※

　（過去５年間又は１０年間）
３ 実績３件以上　３ 実績２件　２ 実績１件　１ 実績なし ０

(ｲ)過去３年間の各年度最上位成績の平均点　※ ５ 点≧83は５ 83>点≧81は４ 81>点≧79は３ 79>点≧77は２ 77>点≧75は1 左記以外　０
※　発注工事と同業種のものとす

る。実績のない年度の工事成績点

は７４点として計算する。

(ﾛ)前年度の７５点以上の件数 ５ ５件以上　　５ ４件　　４ ３件　　３ ２件　　２ １件　　1 左記以外　０
※　発注工事と同業種のものとす

る。

③契約後ＶＥの実績の有無(過去５年間)　※ ２ ＶＥ採用１件以上 ２ その他採用２件以上　２ その他採用１件　１ 採用実績無  ０

④優良工事表彰の有無(過去10年間)　
※ ２ ２件以上　 ２ １件　１ 実績無　０

⑤ＩＳＯ9000シリーズ取得の有無 １ 有 １ 無 ０

C　配置予定技術者の能力（８点）

　　　　　　評価項目 点

①技術者評価対象工事の施工実績
　（過去５年間又は１０年間）
　主任又は監理技術者及び現場代理人の実績

１ 実績あり　１ 実績なし ０

②工事成績(過去５年間の最上位成績点)　
※

　主任又は監理技術者及び現場代理人の実績
５ 点≧83は５ 83>点≧81は４ 81>点≧79は３ 79>点≧77は２ 77>点≧75は1 左記以外　０

※　発注工事と同業種のものとす

る。

③ＣＰＤ実績（過去２年間） ２
１年間の推奨単位を２年
以内に取得　　２

１年間の推奨単位の半分を
２年以内に取得　　１

左記以外　０

D　地域精通度地域貢献度（１１～１３点）

　　　　　評価項目 点

①地域内での拠点の有無　※ ２
同一市 町村 （又 は地
区）内　２

事務所（又は市町村）管
内　1

左記以外　０

防災、緊急修繕、雪氷
対策の全て締結中　３

防災、緊急修繕、雪氷対
策の内２つ締結中　２

防災、緊急修繕、雪氷対
策の内１つ締結中　１

愛知県実績３件以上　３ 愛知県実績２件　２ 愛知県実績１件　１ 市町村実績２件以上　２ 市町村実績１件　１ 左記以外　０

実績無　０

実績無　０

④愛知県ファミリーフレンドリー企業登録 1 有 １ 無 ０

⑤雇用実績（過去２年間）　※ １ 有 １ 無 ０

⑥ＩＳＯ14000シリーズ取得の有無 １ 有 １ 無 ０

評価基準と配点

加算点合計
４２～４４点

（３２～３４点注１）

※国・地方公共団体（特殊法人等含む）の施工実績（民間除く）。

※愛知県知事の表彰（愛知県建設部発注工事）を対象とする。

※国・地方公共団体（特殊法人等含む）の施工実績（民間除く）。

※愛知県の協定と市町村の協定

の加算はできない。

市町村との協定締結状況

評価基準と配点

※入札参加資格の地域要件により、配点が変わることがあ

る。

②災害協定等に基づく協定締結及び活動実績の

有無（過去５年間）　※

※正規社員の雇用実績。

左記以外　０

※愛知県の建設行政に係るボランティア活動とは、愛知県建設部のアダプトプログラム

関連事業（愛・道路パートナーシップ事業、河川愛護事業、海岸愛護事業、港湾・漁港海

岸愛護事業）及び、愛知県建設部が参加、後援、届出承認などで公認している道路・河

川・公園等の清掃活動である。

３段階評価（可０，良５，優１０）

６

愛知県との協定締結状況

愛知県との協定による活動実績

評価基準と配点

評価基準と配点

市町村との協定による活動実績

締結中　１

②工事成績（原則として（イ）を適用する。ただし、一般土木工事及び舗装工事は（イ）又は（ロ）のいずれか加算点の大きい方を適用する。）

　※愛知県建設部発注工事での実績を対象とする。ＶＥ採用とは、ＶＥ提案としての採用である。

その他採用とは、新しい工夫、工法又はコスト縮減策としての採用である（いずれも減額変更契約

したもののみ）。

注２：発注工事毎の詳細については、公告文で確認して下さい。

③ボランティア活動の実績の有無
（過去１年間）

２

愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナーシップ企業の登

録活動の実績有　１

愛知県の建設行政に係るボランティア活動の実績有　１　
※

注１：Ｃ③、Ｄ②、Ｄ③については、ＰＣ、鋼構造物、塗装、土木系設備工事は適用対象外。

別表３
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平成２３年度　配　点  (H23.4.1改訂） 【土木関係工事】

別表５　【形　式】標準型　　【種　別】広域型

A　技術提案（３０点）　２～３項目

　　　　　評価項目 点

①工事目的物の性能・機能に関する技術提案 自由

②社会的要請に関する技術提案 自由

B　企業の技術力（１３点）

　 点

①企業評価対象工事の施工実績
　（過去１０年間又は１５年間）

３ 実績３件以上　３ 実績２件　２ 実績１件　１ 実績なし ０

(ｲ)過去３年間の各年度最上位成績の平均点　※ ５ 点≧83は５ 83>点≧81は４ 81>点≧79は３ 79>点≧77は２ 77>点≧75は1 左記以外　０
※　発注工事と同業種のものとす

る。実績のない年度の工事成績

点は７４点として計算する。

(ﾛ)前年度の７５点以上の件数 ５ ５件以上　　５ ４件　　４ ３件　　３ ２件　　２ １件　　1 左記以外　０
※　発注工事と同業種のものとす

る。

③契約後ＶＥの実績の有無(過去５年間)　※ ２ ＶＥ採用１件以上 ２ その他採用２件以上　２ その他採用１件　１ 採用実績無  ０

④優良工事表彰の有無(過去10年間)　※ ２ ２件以上　 ２ １件　１ 実績無　０

⑤ＩＳＯ9000シリーズ取得の有無 １ 有 １ 無 ０

C　配置予定技術者の能力（９点）

　　　　　　評価項目 点

①技術者評価対象工事の施工実績
　（過去１０年間又は１５年間）
　主任又は監理技術者及び現場代理人の実績

２ 実績２件以上　２ 実績１件　１ 実績なし ０

②工事成績(過去５年間の最上位成績点)　※

　主任又は監理技術者及び現場代理人の実績
５ 点≧83は５ 83>点≧81は４ 81>点≧79は３ 79>点≧77は２ 77>点≧75は1 左記以外　０

※　発注工事と同業種のものとす

る。

③ＣＰＤ実績（過去２年間） ２
１年間の推奨単位を1年以内
に取得　　２

１年間の推奨単位を２年以
内に取得　　１

左記以外　０

D　地域精通度地域貢献度（７点）

　　　　　評価項目 点

①主たる営業所所在地 ２ 事務所管内　２ 愛知県内　１ 左記以外　０

②愛知県内での公共工事施工実績（過去10年

間）　※ ３ 同一市町村　３ 事務所管内　２ 愛知県内　１ 実績無　０
※　発注工事と同業種のものと

する。

③災害協定等の締結　※ １ 愛知県と協定締結中　１ 左記以外　０

④ＩＳＯ14000シリーズ取得の有無 １ 有 １ 無 ０

　※愛知県建設部発注工事での実績を対象とする。ＶＥ採用とは、ＶＥ提案としての採用である。

その他採用とは、新しい工夫、工法又はコスト縮減策としての採用である（いずれも減額変更契約

したもののみ）。

加算点合計
５９点

（５６点注１）

※国・地方公共団体（特殊法人等含む）の施工実績（民間除く）。

②工事成績（原則として（イ）を適用する。ただし、一般土木工事及び舗装工事は（イ）又は（ロ）のいずれか加算点の大きい方を適用する。）

評価基準と配点

自由

評価基準と配点

※国・地方公共団体（特殊法人等含む）の施工実績（民間除く）。

注１：Ｃ③、Ｄ③については、ＰＣ、鋼構造物、塗装、土木系設備工事は適用対象外。

※愛知県知事の表彰（愛知県建設部発注工事）を対象とする。

注２：発注工事毎の詳細については、公告文で確認して下さい。

評価基準と配点

評価基準と配点

別表５

別表５ 形式：標準型 種別：広域型

（３）審査及び手続きの見直について

①審査の効率化について

②加算点の自己申告について

③チェックリストの活用について
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①審査の効率化について

総合評価方式の審査フローについて

根拠 現行フロー 改正フロー 現行フロー 改正フロー

総合評価審査委員会 総合評価審査委員会 総合評価審査委員会 総合評価審査委員会

委員会設置要領第2条 ・実施方針の決定 ・実施方針の決定 ・実施方針の決定 ・実施方針の決定

地方自治法施行令第167条の10の2第4項

試行要領第4条

委員会設置要領第2条
・落札差決定基準（共通項目）の審査 ・落札差決定基準（共通項目）の審査 ・落札差決定基準（共通項目）の審査 ・落札差決定基準（共通項目）の審査

↓ ↓ ↓ ↓

総合評価審査委員会通常部会（１回目） 総合評価審査委員会通常部会（メール） 総合評価審査委員会通常部会（メール） 事務局

地方自治法施行令第167条の10の2第4項

試行要領第4条

委員会設置要領第8条

・落札者決定基準の審査・確認
　（個別審査：技術提案、施工実績）

・落札者決定基準の審査・確認
　（個別審査：簡易な施工計画）

・落札者決定基準の審査・確認
　（個別審査：施工実績）

・落札者決定基準の確認

↓ ↓

総合評価審査委員会通常部会（２回目） 総合評価審査委員会通常部会（２回目）

試行要領第7条 ・技術提案の審査 ・簡易な施工計画の審査 ↓ ↓

↓ ↓

地方自治法施行令第167条の10の2第5項
・落札者決定前の意見聴取
　（委員承諾により省略）

・落札者決定前の意見聴取
　（委員承諾により省略）

・落札者決定前の意見聴取
　（委員承諾により省略）

・落札者決定前の意見聴取
　（委員承諾により省略）

↓ ↓ ↓ ↓

入札・指名審査会 入札・指名審査会 入札・指名審査会 入札・指名審査会

試行要領第4条、第7条、第8条

・落札者決定基準の決定
・加算点の決定
・落札者の決定

・落札者決定基準の決定
・加算点の決定
・落札者の決定

・落札者決定基準の決定
・加算点の決定
・落札者の決定

・落札者決定基準の決定
・加算点の決定
・落札者の決定

↓ ↓ ↓ ↓

・落札結果の報告（通常部会） ・落札結果の報告（通常部会） ・落札結果の報告（通常部会） ・落札結果の報告（通常部会）

↓ ↓ ↓ ↓

・実施結果の報告（委員会） ・実施結果の報告（委員会） ・実施結果の報告（委員会） ・実施結果の報告（委員会）

簡易型 特別簡易型

効率化

加算点申告表１

【土木関係工事】　一般土木工事及び舗装工事（地域型）

B　企業の技術力（１３点） 加算点集計結果

　　　　　　評価項目 点 入札参加者選択項目

①企業評価対象工事の施工実績
　特別簡易型、簡易型（過去５年間又は１０年間）

３ 実績３件以上　３ 3

一般土木工事及び舗装工
事

5

(ｲ)過去３年間の各年度最上位成績の平均点 ５ 79>点≧77は２ 2 5

(ﾛ)前年度の７５点以上の件数 ５ ５件以上　　５ 5

③契約後ＶＥの実績の有無(過去５年間) ２ 採用１件以上 ２ 2

④優良工事表彰の有無(過去10年間) ２ ２件以上　 ２ 2

⑤ＩＳＯ9000シリーズ取得の有無 １ 有 １ 1

小計 13

C　配置予定技術者の能力（８点）

　　　　　　評価項目 点 入札参加者選択項目

①技術者評価対象工事の施工実績
　特別簡易型、簡易型（過去５年間又は１０年間）
　主任又は監理技術者及び現場代理人の実績

１ 実績あり　１ 1

②工事成績(過去５年間の最上位成績点)
　主任又は監理技術者及び現場代理人の実績

５ 点≧83は５ 5

③ＣＰＤ実績 ２
１年間の推奨単位を２年以
内に取得　　２

2

小計 8

D　地域精通度地域貢献度（１１～１３点）

　　　　　評価項目 点 入札参加者選択項目

［選択項目：自由設定（１、０も可）］
①地域内での拠点の有無

２
同一市町村（又は地区）内
２

2

愛知県安全なまちづくり・交
通安全パートナーシップ企
業の登録活動の実績有　１

1

県の建設行政に係るボラン
ティア活動の実績有　１　※

1

④愛知県ファミリーフレンドリー企業登録 1 有 １ 1

⑤雇用実績 １ 有 １ 1

⑥ＩＳＯ14000シリーズ取得の有無 １ 有 １ 1

小計 13

合計 34

下の黄色のセル中の選択項目から選択して下さい。

加算点を過大に申告した場合、公告に記載の計算方法で減点しますので、

ご注意下さい。

3

3

防災、緊急修繕、雪氷対策
の全て締結中　３

②工事成績

６
②災害協定等に基づく協定締結及び活動実績の有無
（過去５年間）

注：発注工事毎の詳細については、公告文で確認して下さい。

２
③ボランティア活動の実績の有無
（過去１年間）

県実績３件以上　３

②加算点の
自己申告につ
いて

加算点申告表１
【土木関係工事】
一般土木工事及び
舗装工事
（地域型）
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工事名：

路線名：

※下記のチェック欄に?を入れてください。なお、評価項目で該当がない場合は空欄にしてください。

チェック欄 確　認　項　目

施工実績 対象工事の施工実績は公告文で設定された期間以内のものであるか？

施工実績 対象工事の施工実績は公告文で設定された工事規模のものであるか？

施工実績 対象工事の施工実績の添付資料の準備はできているか？

施工実績 加算点申告表で選択した加算点数は対象工事の施工実績の件数と合致しているか？

工事成績 工事成績点は公告文に記載されれている業種のものであるか？

工事成績 工事成績点は公告文で設定された期間以内のものであるか？

工事成績 工事成績点の添付資料の準備はできているか？

工事成績
加算点申告表で選択した加算点数は過去３年間の各年度最上位成績の平均点による加算点数と前年度７５点以上の件数
による加算点数を比較して大きい方の加算点数を選択しているか？

工事成績
加算点申告表で過去３年間の各年度最上位成績の平均点による加算点数は平均点の算出に計算間違いはないか？
（各年の成績点がない時、各年の点を７４点とし、平均する）

工事成績
加算点申告表で前年度７５点以上の件数による加算点数を選択した場合は７５点以上となっており、件数に間違いはな
いか？

契約後ＶE実績 契約後ＶＥの実績は愛知県建設部発注工事のものであるか？

契約後ＶE実績 契約後ＶＥの実績は公告文で設定された期間以内のものであるか？

契約後ＶE実績 契約後ＶＥの実績の添付資料の準備はできているか？

契約後ＶE実績 加算点申告表で選択した加算点数は採用件数と合致しているか？

優良工事表彰 優良工事表彰は愛知県建設部発注工事のものであるか？

優良工事表彰 優良工事表彰は公告文で設定された期間以内のものであるか？

優良工事表彰 優良工事表彰の添付資料の準備はできているか？

優良工事表彰 加算点申告表で選択した加算点数は優良工事表彰の件数と合致しているか？

IＳO９０００取得 IＳO９００１認定証の写しが準備できているか？

IＳO９０００取得 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

施工実績 対象工事の施工実績は公告文で設定された期間以内のものであるか？

施工実績 対象工事の施工実績は公告文で設定された工事規模のものであるか？

施工実績 対象工事の施工実績の添付資料の準備はできているか？

施工実績 加算点申告表で選択した加算点数は対象工事の施工実績の件数と合致しているか？

工事成績 工事成績点は公告文の記載されている業種のものであるか？

工事成績 工事成績点は公告文で設定された期間以内のものであるか？

工事成績 工事成績点の添付資料の準備はできているか？

工事成績 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

ＣＰＤ実績 証明書のCPD単位取得期間は公告文で設定された期間以内のものであるか？

地域型加算点算出チェックリスト【入札参加者用】

評 価 項 目

企
業
の
技
術
力

技
術
者
の
能
力

一般土木工事及び舗装工事用
営業所の所在の有無 営業所の営業登録は公告文に記載されている業種であるか？

営業所の所在の有無 営業所は公告文に記載されている地域内であるか？

営業所の所在の有無
営業所が県の入札参加資格登録営業所以外の時は建設業許可申請書及び役員や営業所を記載した表の写しの準備はでき
ているか？

営業所の所在の有無 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

災害協定等の締結状況及
び活動実績

災害協定等は公共土木施設に関する内容で愛知県又は愛知県内市町村と締結したものであるか？
（公共土木施設とは「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」の対象となる河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止施
設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、道路、港湾、漁港、下水道、公園である）

災害協定等の締結状況及

び活動実績
災害協定等は、現在、締結中になっているか？

災害協定等の締結状況及

び活動実績
災害協定等その内容が確認できる資料の準備はできているか？

災害協定等の締結状況及

び活動実績
活動実績は災害協定等に基づいているものとなっているか？

災害協定等の締結状況及

び活動実績
活動実績は当該活動にかかわる協定等資料及び活動内容を確認できる資料の準備はできているか？

災害協定等の締結状況及

び活動実績
加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

ボランティア活動実績

（登録活動）

登録活動は愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナーシップ企業の登録を行って実施しているものとなっている
か？

ボランティア活動実績

（登録活動）
登録活動の実績は公告文で設定された期間以内となっているか？

ボランティア活動実績

（登録活動）
登録活動の実績は登録証の写し、活動内容・活動期間が確認できる活動報告書の写しの準備はできているか？

その他のボランティア活

動実績

その他のボランティア活動は愛知県建設部のアダプトプログラム関連事業（愛・道路パートナーシップ事業、河川愛護
事業、海岸愛護事業、港湾・漁港海岸愛護事業）若しくは愛知県建設部が参加、後援、届出承認などで公認している道
路・河川・公園等の清掃活動、または愛知県内の公共土木施設の清掃活動となっているか？
（公共土木施設とは「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」の対象となる河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止施
設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、道路、港湾、漁港、下水道、公園である）

その他のボランティア活
動実績

その他のボラティア活動の実績は公告文で設定された期間以内となっているか？

その他のボランティア活

動実績

その他のボランティア活動の実績は活動内容・活動期間を確認できる活動報告書等の写し、または活動内容・活動期間
を確認できる資料と主催者からの参加証明の準備はできているか？

ボランティア活動実績 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

ファミリーフレンドリー企業登録 企業登録証の写しが準備できているか？

ファミリーフレンドリー企業登録 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

雇用実績の有無 正規社員としての新規雇用実績を公告文に記載されている期間内のものとなっているか？

雇用実績の有無 正規社員としての新規雇用実績を確認できる資料の準備はできているか？

雇用実績の有無 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

ＩＳＯ１４０００取得 IＳO１４００１認定証の写しが準備できているか？

ＩＳＯ１４０００取得 加算点申告表で選択した加算点数は間違っていないか？

地
域
精
通
度
地
域
貢
献
度
に
関
す
る
事
項

③チェックリストの活用について
地域型加算点算出チェックリスト【入札参加者用】

一般土木工事及び舗装工事用
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（資料４） 

 

施工体制確認型総合評価方式の導入 
 

○ 建設工事の総合評価方式による全ての一般競争入札に、施工体制確認型を導入し

ます。 

○ 施工体制確認型は、入札価格が低入札調査基準価格に満たない参加者に対して、

追加資料提出の意向確認を行い、「提出する」と回答した者には施工体制の確認審

査を行います。 

○ 施工体制に関する審査は、国土交通省が行う施工体制確認型と同様に『品質確保

の実効性』、『施工体制確保の確実性』の観点で追加資料及び工事費内訳書等をも

とに、施工体制確認のための審査とヒアリングを行います。 

○ 施工体制確認審査の結果、入札公告等に記載された要求要件が実現出来ないおそ

れが有ると認めるときは、評価値を補正します。 

○ また、資料を「提出しない」と回答した者については、評価値を補正します。 

○ 総合評価方式の評価値算出方法 ＝ 除算方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応　札　率

除
算
方
式
の
評
価
値

低入札価格調査（通常） 低入札価格調査（重点） 

施工体制確認型(三重県型) 

※調査により施工体制を確認 

低入札調査 

基準価格 

重点調査 

基準価格 

（７５％）

失格基準 

（７０％） 

評評評価価価値値値   

ののの補補補正正正   

三重県
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○三重県では、総合評価方式において落札決定後に入札参加者の評価項目毎の評価結果（審査集計表）を入札情報サービスで公表してきました。

○総合評価方式による評価のさらなる透明性の確保を図るため、技術提案の見直しを行います。

【変更点】

○技術力要件で求める技術提案については、最大５項目とします。

【現在】 【新５項目様式】

技術提案（６０点満点）の評価例 技術提案（６０点満点）の評価例

評価
基準

加点
項目
番号

採用
結果

評価
基準

加点

 ○○○○○○○○○○○○○○○（課題１）

 ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策1-1）

 ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策1-2）

　　　　

 ○○○○○○○○○○○○○○○（課題２）

 　○○○○○○○○○○○○○○○○

   ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策2-1）

 　○○○○○○○○○○○○○○○○

   ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策2-2）

○○○○○○○○○○○○○○○（課題３）

　○○○○○○○○○○○○○○○○

  ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策３）

○○○○○○○○○○○○○○○（課題４）

・○○○○○○○○○○○○○○○○

  ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策４）

○○○○○○○○○○○○○○○（課題９）

  ○○○○○○○○○○○○○○○○

  ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策9-1）

　○○○○○○○○○○○○○○○○

  ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策9-2）

○○○○○○○○○○○○○○○（課題１０）

　○○○○○○○○○○○○○○○○

  ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策10-1）

　○○○○○○○○○○○○○○○○

  ○○○○○○○○○○○○○○○○（対策10-2）

24

技術提案書審査方法の変更について

工夫が見られる 6

工夫が見られ
ない

十分な工夫が
見られる

9

工夫が見られる 6

卓越した工夫
が見られる

少し工夫が見
られる

少し工夫が見
られる

3

○合わせて、落札決定後、入札参加者(自社分のみ)に技術提案の採用結果（『加点対象とする（○）』、『加点対象としない（ー）』、
   『否採用（×）』）を情報提供します。

工夫が見られ
ない

0

工夫が見られ
ない

0

十分な工夫が
見られる

工夫が見られる 6

少し工夫が見
られる

3

工夫が見られ
ない

0

卓越した工夫
が見られる

12

十分な工夫が
見られる

9

工夫が見られる 6

少し工夫が見
られる

3

工夫が見られ
ない

0

卓越した工夫
が見られる

12

十分な工夫が
見られる

9

卓越した工夫
が見られる

12

卓越した工夫
が見られる

十分な工夫が
見られる

工夫が見られる

少し工夫が見
られる

3

12

9

0

9

6

12

3

評価点

課題：○○○○○○○○○
対策：○○○○○○○○○○○○○○

施工計画において留意すべき課題

課題：○○○○○○○○○
対策：○○○○○○○○○○○○
      ○○○○○○○○○○○○
      ○○○○○○○○○○○○

課題：○○○○○○○○○
対策：○○○○○○○○○○○○
      ○○○○○○○○○○○○
 

課題：○○○○○○○○○
対策：○○○○○○○○○○○○

○

○

－

×

課題：○○○○○○○○○
対策：○○○○○○○○○○○○
      ○○○○○○○○○○○○
      ○○○○○○○○○○○○

施工計画に関する技術資料

【テーマ：施工計画において留意すべき課題】
　当工事箇所は土石流危険渓流となっているため、工事中の大雨等異常気象時の安全管理が求めら
れます。また、下流域には漁業権が設定されています。
　このことをふまえ、提案項目として施工計画において留意すべき課題及び対策を５項目以内で記
述してください。

提案
項目
1

提案
項目
2

提案
項目
3

提案
項目
4

提案
項目
5

15

0

施工計画に関する技術資料

【テーマ：施工計画において留意すべき課題】
　当工事箇所は土石流危険渓流となっているため、工事中の大雨等異常気象時の安全管理が求められ
ます。また、下流域には漁業権が設定されています。
　このことをふまえ、施工計画において留意すべき課題を列記し、その対策について具体的に記述し
てください。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

○

卓越し
た工夫
が見ら
れる

60

十分な
工夫が
見られ

る

工夫が
見られ

る

45

30

少し工
夫が見
られる

工夫が
見られ
ない

評価の○、－、×を入札参加
者へ情報提供

提案項目毎の加点を
合計したもの。
　　（※ＰＰＩで公表）

配点

０～１２点×５提案項目＝６０点（満点）

加点対象として評価しない場
合は履行義務無し。

否採用の提案

共通仕様書を満足しない。
否採用の提案

　共通仕様書に記載のことであり、
評価しない。

　発注者が一番求めたい課題と
対応策であり、十分な工夫が
見られるので評価する。

　課題の着目点は良いが、
標準案と同程度の効果のため
評価しない。

　発注者が求めたい課題と
対応策であり、工夫が見られる
ので評価する。

　現場の状況を把握した課題と
対策であり、工夫が見られる
ので評価する。

課
題
と
対
策
を

提
案
項
目
毎
に
評
価

課
題
と
対
策
を

総
合
的
に
評
価

一部を否採用とした場
合は、残りの提案で
○、－、×を判断。

　　提案項目毎に評価
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低入札業務における品質確保対策の試行について

○試行対象業務

（１）予定価格が１，０００万円を超え、予決令第85条の基準に基づく価格を

下回る価格で契約した場合

（２）予定価格が１，００万円以上かつ１，０００万円以下で、予決令第85条の

基準に準じて算出した価格を下回る価格で契約した場合

○試行対象項目 （＋はＨ２３より実施）

①照査が必要な業務については、受注者が行う照査とは別に、資本関
係及び人的関係において関係がない第三者による照査を受注者の責任
において実施

＋第三者による照査結果及び照査状況について、その都度報告

＋第三者の照査技術者に対し、照査状況のヒヤリングを実施

東海農政局における低入札対策（業務）について
資料-2-5

○照査を行う第三者の照査技術者は以下の全要件が必要

（１）企業に要求される資格
・予決令第70条及び第71条の規定に該当しないこと
・平成21・22年度（当該業種区分）の一般競争（指名競争）参加資格を有すること

・建設コンサルタント業務等に関し指名停止期間中でないこと
・中立的、公正な立場で照査が可能なものであること

（２）照査技術者に要求される資格
・受注者が配置する照査技術者と同等以上の能力及び経験を有すること

※ Ｈ２３年度より、「履行確実性評価」を総合評価落札方式に導入

②現地調査等の屋外業務の実施に際しては、管理技術者が現場
に常駐
＋作業日毎に業務内容を報告
③管理技術者は、全ての打合せに立会い、履行状況を報告
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1

中部地方整備局

資料-2-6

平成２３年度

中部地方整備局の取組（工事・業務）

2

中部地方整備局

平成２３年度工事調達における総合評価落札の運用ガイドラインの改定
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3

平成２３年度 工事総合評価運用ガイドラインの改定

≪改訂のポイント≫

③配点の見直し：簡易型技術提案配点、ＣＰＤの見直し
④評価項目の見直し：建設ＩＣＴの活用を追加、一部評価項目の廃止、見直し

・開札は入札書提出期限の日の翌日から２日以内

・採否通知は本官標準型Ⅰ、Ⅱ型及び分任官標準
型Ⅰ、Ⅱ型の一部

・開札は入札書提出期限の日の翌日

・採否通知は本官標準型Ⅰ型

入札手続
き

・乙型ＪＶの工事実績については、出資比率を問わ
ない

・乙型ＪＶの工事実績は、出資比率２０％以上に
限る

参加資格

・建設ＩＣＴの活用

＜廃止＞

＜一部廃止＞

・項目統合（評価対象期間：２年間→５年間）

・鳥インフルエンザ等防疫活動及び中部地整が要
請した管外での実績も評価

＜新規＞

・自社保有のフィニッシャー、技能者［舗装限定］

・近隣地域内の工事実績

・災害復旧等の地域貢献

・災害活動実績

評価項目

・簡易型 簡易な施行計画［１０点］

・継続教育（ＣＰＤ）単位［１点］

１年で推奨単位以上を取得した場合に限定

・簡易型 簡易な施行計画［５点］

・継続教育（ＣＰＤ）単位［２点］

１年で推奨単位以上を取得した場合 ２点

２年で推奨単位以上を取得した場合 １点

配点

平成２３年度平成２２年度

①入札手続きの見直し：開札日の１日延期、採否通知は標準型で継続実施
②入札参加要件の見直し：乙型ＪＶの出資比率見直し

4

○「建設ＩＣＴ」について（新規）

＜ポイント＞
・モデル工事の施工により有効性が確認され標準的な施工として普及してきている「建
設ＩＣＴ技術」を評価し品質向上を図るとともに、建設ＩＣＴ技術の普及促進を図る

≪変更案≫

①「ＴＳ」を活用する場合は出来型の品質向上が図れることから施工能力として評価

（施工能力）

・建設ＩＣＴの活用［最大２点］

「ＴＳ」を活用した出来型管理を実施する場合は評価

（ＩＣＴ活用計画書を添付）

【対象工事】

土工（盛土、切土、床堀500m3以上）

法面工（機械整形250m2以上）

舗装工（Ａｓ・排水性舗装表層1,000m2以上）

路盤工（1,000m2以上）

（技術提案 標準型）（３点を上限に加算）

提案内容が「建設ＩＣＴ（ＴＳを除く）」の有効な技術を使用し優位性が
確認された場合は高く評価

※対象技術は別紙

（施工能力）

平成２３年度改訂案平成２２年度

②技術提案において「ＴＳ」以外のＩＣＴ技術を活用し有効な提案の場合は更に加点

平成２３年度 工事総合評価運用ガイドラインの改定
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5

別紙技術提案として優位性が確認された場合に活用高く評価する技術

Ａｓ温度管理、ＩＣタグ、３Ｄ－ＣＡＤ、レーザス
キャナ

その他技術

土工加速度応答締
固め管理

土工ＴＳ・ＧＮＳＳ締
固め管理

ブルドーザー

バックホウ

ＭＧ技術

(ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ)

モーターグレーダー、ブルドーザー、

Ａｓフィニッシャー

ＭＣ技術

(ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ)

対象機種・工種等技術名

平成２３年度 工事総合評価運用ガイドラインの改定

6

デジタル
設計データ

設計面
現地形

GPS方式GPS方式

XYZXYZ

TS（トータルステーション）方式TS（トータルステーション）方式

デジタル
設計データ

設計面
現地形

GPS方式GPS方式

XYZXYZ

TS（トータルステーション）方式TS（トータルステーション）方式

モータグレーダ（ＭＣ） ブルドーザ（ＭＣ・ＭＧ）

トータルス
テーションの

画面

基準点Ａ
ＸＹＺ

基準点Ｂ
ＸＹＺ

計測
点
ＸＹZ

器械点
ＸＹＺ

出来形計測データ

T-
100,1183.2410,1341.
3440,16.7310, R1N2 
T-
101,1184.6050,1340.
4890,16.7220, F1N0 
T-
102,1188.0550,1337.
7340,16.6810, L1N1 

ＴＳ出来形管理

バックホウ（ＭＧ）

平成２３年度 工事総合評価運用ガイドラインの改定 ＜参考＞
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7

低入札価格調査基準価格の見直し

現場管理費が官積算の８０％を下回ると、工事成績評定点が平均点未満となる工事の割合
が増加し、契約内容に適合した履行がなされない恐れがあることから、公共工事の品質確
保のため、低入札価格調査基準価格※の計算式を見直すこととした。
※低入札調査基準価格とは、予算決算及び会計令第８５条において、「当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれが

あると認められる場合の基準」として、この価格を下回った場合には調査を行うこととしている価格のこと

低入札価格調査基準価格の見直しについて

【範囲】

予定価格の7.0/10～9.0/10

【計算式】

直接工事費×0.95

共通仮設費×0.90 合計額

現場管理費×0.70 ×1.05

一般管理費等×0.30

H21.4～現行
※平成２３年４月１日以降入
札公告をする工事から適用

【範囲】

予定価格の7.0/10～9.0/10

【見直し（案）の計算式】

直接工事費×0.95

共通仮設費×0.90 合計額

現場管理費×0.80 ×1.05

一般管理費等×0.30

H23.4～

8

平成２３年度コンサルタント業務の手続き等の改訂について

中部地方整備局

【対象：土木関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務、測量業務、地質調査業務、補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務】
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9

平成２３年度コンサルタント業務等ガイドラインの改訂方針について

１．技術力による競争環境の整備（総合評価落札方式）

◎技術提案部分の配点割合を増し、技術力による競争を促進する。

１：２、１：３ 有り 有り

Ⅰ．改訂基本方針

１．技術力による競争環境の整備

２．更なる品質確保対策の導入
３．入札契約手続きの改訂

比 率 特定ﾃｰﾏ ﾋｱﾘﾝｸﾞ
基本（企業） 基本（技術者） 実施方針 実施体制 特定テーマ ヒアリング

１：１、１：２ 無し 無し
１５（２５％）

６（１０％）

１５（２５％）

９（１５％）

２０（３３％） １０（１７％）

２５（４２％） ２０（３３％）

現行

改訂

１：１、１：２ 有り 無し
１５（２５％） １５（２５％） １０（１6％） １０（１７％） １０（１７％）現行

６（１０％） ９（１５％） １５（２５％） １０（１７％） ２０（３３％）改訂

50%

75%

75%

50%

９（１５％） １０（１6％） １０（１７％） １０（１７％） １2（20％）９（１５％）

70%

5（8％） 7（12％） １０（１6％） １０（１７％） １3（22％） １５（２５％）

80%

技術力比率

現行

改訂

10

基
本
事
項

技
術
提
案
等

総合評価落札方式：評価点イメージ

１：２、１：３ １：３

技術対話型

テーマ無し テーマ有り

基本事項評価 業務実績 同種 1 1 1 1 5
（企業） 類似 0 0 0 0 0

業務成績 中部地整平均75点以上 3 3 3 3
中部地整平均70～75点 2 2 2 2
中部地整平均60～70点、他機関での４年以内の同種・類似 1 1 1 1
中部地整平均60点未満、他機関での４年以内の同種・類似なし 0 0 0 0

企業信頼度 中部地整の実績 3
（優良表彰の有無） 中部地整以外の全国レベル 1

無し 0
業務拠点 ○○ 1～2 2 2 1

◇◇ 1 1 1
△△ 0 0 0 0

地域での活動経験 ○○ 2
◇◇ 1
△△ 0

企業信頼度 該当無し 0 0 0 0 0
（指名停止等の措置） 該当有り -5 -5 -5 -5 -5
合計 合計 6 6 5 5

基本事項評価 業務実績 同種 1～10 2 2 1 10
(技術者） 類似 0 0 0 0 0

業務成績 中部地整平均75点以上 3～4 4 4 3
中部地整平均70～75点 2 2 2 2
中部地整平均60～70点、他機関での４年以内の同種・類似 1 1 1 1
中部地整平均60点未満、他機関での４年以内の同種・類似なし 0 0 0 0

技術者信頼度 中部地整の実績 3 3 3 3
（優良表彰の有無） 中部地整以外の全国レベル 1 1 1 1

無し 0 0 0 0
地域精通度 ○○ 3

◇◇ 1
△△ 0

手持ち業務量 ○○ 3～5
△△ 0

合計 合計 9 9 7 10
技術提案書評価 実施方針 25 15 10 10

業務実施体制 20 10 10 10
特定テーマ１ 20 10 10
特定テーマ２
合計 45 45 30 30

ヒアリング 技術者としての基本的な技術力 － － 8 5
技術提案書の内容に関する知識 － － 10 10
合計 0 0 18 15

総合計 60 60 60 60

10

10～25
10～20
10～20
10～20

5～8

１：１、１：２

ヒアリング無し ヒアリング
有り

配点イメージ
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11

１．管理技術者等の手持ち業務量を制限（４億１０件→２億５件）

２．増員担当技術者の配置

①管理技術者と同等の同種又は類似業務実績を有する者。

②管理技術者と同等の技術者資格を有する者。

③過去４年以内の同種業務で業務成績７５点以上の管理技術
者の経験者かつ過去４年間の技術者成績の平均点が７５点以
上である者。

３．品質証明書の提出
・代表者と受任者の連名による直筆署名）地整HPにて公表

「代表者」（本社代表取締役社長等）及び「受任者」（○○支店長等）の２名

４．再委託の上限を規定

・再委託額は業務委託料の1/3以内に限定）

５．打合せの厳格化

・全打合せに管理技術者及び増員技術者の出席を義務化

６．履行確認の厳格化

・主任調査員が進捗確認、遅延の場合は成績を減点

平成２３年度コンサルタント業務等ガイドラインの改訂方針について

２．更なる品質確保対策の導入

（１）低入札受注者の義務のうち「増員担当技術者」

旧 新

①管理技術者の保有している業務実績件数について同種業務及び
類似業務ともに同一件数以上の実績を有する者。

②管理技術者の保有している全ての資格（分野及び部門ともに）を
有している者。

③過去４年以内の同種業務で業務成績※７７点以上の管理技術者
の経験者かつ過去４年間の同種業務の技術者成績（照査技術者と
しての成績は除く）の平均点が※７７点以上である者。

１．管理技術者等の手持ち業務量制限 変更無し

２．増員担当技術者の配置 変更有り

３．品質証明書の提出
４．再委託の上限を規定
５．打合せの厳格化
６．履行確認の厳格化

変更なし

管理技術者 同種１０件 類似５件
増員担当技術者 同種９件 類似４件

ＯＵＴ

管理技術者 技術士(建設部門道路）
増員担当技術者 技術士(建設部門河川） 一級土木施工管理技士

ＯＵＴ

※補償コンは７５点
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29件

5件

36件
15件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

非低入者 低入者

成績平均点以下 成績平均点以上

（44.6％）

（55.4％）

（75.0％）

（25.0％）

平成２３年度コンサルタント業務等ガイドラインの改訂方針について

◎５百万以上（手持ち業務の対象）の業務に品質確保対策（低入札受注者の義務）を導入。

（２）品質確保対策の拡大（ﾌﾟﾛﾎﾟを除く全ての契約方式）

○１千万円以下の業務は、品質確保対策が未導入。（※調査基準価格が未設定）

○総合評価方式においても、価格競争が発生し平均落札率も低い。（１千万以上と比べ－１２％）

○落札率が低い者は、業務成績の平均点を下回る者の比率が高い。（非低入者と比べ２０％増）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 20 40 60 80 100

予定価格（百万円）

落
札

率

７４．３％ ８５．９％
平均落札率

（Ｈ２２年１２月末データ）

総合評価落札方式

落札者

平均調査基準価格
（７５．１％）

成績平均点以上以下の比率

（１千万円以下：総合評価落札方式Ｈ２１業務実績より）

※調査基準価格： 「当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の基準」として、この価格を下回った場合には調査を
行うこととしている価格のこと 財務省協議で１千万円以上を対象としている。

１０
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13

○新たに、予定価格５百万円以上１千万円以内の業務について、「品質確保基準価格」を設定。

○「品質確保基準価格」を下回った場合、低入受注者への義務付けを適用。

○総合評価落札方式は上記に加え履行確実性の審査を実施。

※「品質確保基準価格」は調査基準価格の算出方法に準じて算出。

低入受注者義務確認

履行確実性審査 履行確実性審査

技術点再付与 技術点再付与

調査基準価格

落札予定者確定

低入調査

落札者決定

落札予定者確定

落札者決定

５百万以上１千万以下

低入調査

落札者決定落札者決定

品質確保基準価格

予定価格 １千万超える

低入受注者義務確認

５百万以上１千万以下 １千万超える

品質確保基準価格 調査基準価格

低入受注者義務確認

総合評価落札方式 価格競争方式

低入受注者義務確認

新たな品質確保対策

現行の品質確保対策

平成２３年度コンサルタント業務等ガイドラインの改訂方針について

（３）品質確保対策拡大の概要 「品質確保基準価格の設定」
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7件

7件

15件

17件

8件

11件

3件

4件 5件

8件

6件

4件

1件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発注者

受注者

適正工期設定 合同現地調査 設計審査会 現場監督等参画

進捗状況共有 コンサル内部の取組 パッケージ ない

設計成果の品質向上に向けた取組み

⇒試行業務：22事務所、60業務 うち20業務は改善策を一連のパッケージとして実施。

○Ｈ２２は、業務の発注～完成までの各プロセス毎に多様な改善策を試行。

○Ｈ２１より建コン協中部支部と連携し品質向上に向けた取組みを開始。

⇒エラーや不備の要因等を分析し、改善策を実施。（事務所副所長＆管理技術者）

（工事品質調整官・代表副所長・各部補佐／建コン副支部長、各部部会長）設計成果品質向上検討会

○改善策に関し、アンケートを実施し有効性を確認。（受発注者）
⇒アンケート結果：全ての改善策に関し「品質向上への有効性を確認」

問：もっとも有効な改善策は何ですか。

１．取り組み経緯

H23.2.18建通新聞中部

① ② ③ ④

⑤ ⑥ ⑦

① ②

③

④ ⑤

⑥

⑦
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ＰＯＩＮＴ⇒プロセスで品質を作り込む３．運用の概要

発注
準備

設計条件

確認

設計基本

方針確認
設計実施

成果

とりまとめ

①適正工期設定

②合同現地調査

③設計審査会

④現場監督員の参画

⑤業務進捗状況共有

原則実施 必要に応じ実施作業＋照査を充分考慮し工期を設定

現地の多様な情報を関係者が共有し設計に反映

主要な部分に副所長・関係課が参加し方針を決定

工事の主任監督員がｱﾄﾞﾊﾞｲｽを実施（施工面・管理面）

受発注者が共通シートで工程・作業状況等を共有

設計業務の主なプロセス

設計成果の品質向上に向けた取組み

◆適用

平成23年4月以降に入札手続きを開始

する設計業務等

２．平成２３年度 全事務所で運用開始

○原則全ての設計業務にて改善策の運用を開始。（H23.3.10全事務所等宛に事務連絡発出）

⇒業務の内容に応じて以下の①～⑤の取り組みを実施するものとする。

⇒適正工期の設定は原則として全ての業務において確保に努められたい。

⇒②⑤は特記仕様書に明記、②③は積算上費用を計上すること。

○平成２３年度の運用状況を把握しつつ成果品の品質向上に向け各種検討を継続。
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取り組みⅠ

★建設生産システムの適正化に向けた取り組みなど(11項目）の主要な事項について、
発注者協議会の全構成機関(45機関)及び関係全市町村（岐阜・静岡・愛知・三重県）
における平成22年度の達成状況と自己評価のための平成23年度の実施目標をとりまと
め公表（平成23年5月下旬予定）

☆公共工事の品質確保の課題に向けた対策の検討

・公共工事の品質確保の促進や今後の取り組みの改善に向け、建設生産システムの適正化に向けた取り
組みの自己評価のとりまとめ、公表などの取り組みを全構成機関及び関係全市町村において実施する

H23年度中部ブロック発注者協議会の取り組み方針(案)

１

●発注者協議会の取り組みの柱(11項目）の確実な推進

●各県地域における取り組みの円滑化を図る

★各県地域の既存の協議会を活用して「県ブロック会議」を開催し、中部ブロック発
注者協議会の取り組みの周知・強化

●構成機関との情報の共有

★建設生産システムの適正化に向けた取組のデータベースの充実
★協議会構成機関及び市町村とのメールによる情報共有
☆協議会HPの立ち上げと構成機関とのリンク

取り組みⅢ

資料-３

取り組みⅡ

☆H23年度新たな取り組み

平成２３年度中部ブロック発注者協議会スケジュール （案）

■平成23年5月13日 平成23年度第1回協議会開催

□平成23年5月下旬 記者発表
「公共事業等に係る建設生産システムの適正化に向けた自己評価」

～中部ブロック発注者協議会における取り組み～

□県ブロック会議の開催

□平成23年10月下旬 平成23年度第2回協議会
議題：建設生産システムの適正化に向けた取組について

先進事例紹介など
平成23年度自己評価結果について

平成23年6月下旬 第1回作業部会
平成23年8月下旬 第1回幹事会

□平成24年4月下旬 平成24年度第1回協議会
議題：建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価

（平成23年度実績及び平成24年度取組方針）
建設生産システムの適正化に向けた取組について

先進事例紹介など
平成24年度協議会運営方針

平成23年12月下旬 第2回作業部会
平成24年 2月下旬 第2回幹事会

・総合評価落札方式導入の拡大・推進
・自己評価の実施

平成23年度目標
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県ブロック会議開催状況

各県ブロック会議

・既存の協議会等を活用して中部ブロック発注者協議会の取り組みを周知、強化する

・会議には県、政令市、市町村及び中部地方整備局の担当者が参加

未定三重県

・総合評価方式に関わる最近の話題
・愛知県総合評価方式の運用について
・総合評価方式の運用に関わる市町村支援について
・意見交換
等

平成23年6月22日総合評価方式についての市町村説明会愛知県

発注者協議会取組の紹介平成23年7月静岡県公共工事契約業務連絡協議会静岡県

・総合評価の普及について
・平成23年度の運営について
・総合評価落札方式に係る技術審査基準について

平成23年6月3日
岐阜県公共事業執行共同化協議会
総合評価審査部会

岐阜県

発注者協議会取組の紹介平成23年5月20日中部地方公共工事契約業務連絡協議会中部地方整備局

3

中部ブロック発注者協議会ＨＰ （案）

中部地方整備局のトップペー
ジに、「中部ブロック発注者
協議会」のバナーを設ける。

協議会の資料、記者発表資
料等を公表する。

構成機関の「公共工事の品
質確保」に関するＨＰにリンク
を張る。

4
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資料-4

記号 内容 説明

◎ 実施済み
過年度に実施済みでかつ、当該年度にも実施
予定の場合

○
実施予定（実施検
討含む）

過年度に実施が無く、当該年度より実施予定の
場合、過年度に一部実施済みでかつ、当該年
度より全面実施の場合に選択

●
一部実施予定（一
部実施検討含む）

当該年度に一部のみ実施予定の場合に選択
（過年度に一部実施済みでかつ、当該年度も一
部実施の場合含む）※注②参照

■ 実施予定なし 当該年度に実施する予定が無い場合に選択

－ 非公表 公開されていない場合に選択

注①）　目標◎、○にて途中で、一部実施予定になったような場合は、目標変更にて●に変更する。

達成状況段階での凡例

記号 内容 説明

○ 達成
目標が全て達成された場合に選択（目標時に
◎○の場合）

● 一部達成
目標の一部が達成された場合に選択（目標時
に●の場合）

■ 実施なし

実施予定（実施検討含む）及び一部実施予定
（一部実施検討含む）で実施しなかった場合、実
施予定なしで実施しなかった場合に選択（目標
時に○●■の場合に選択）

－ 非公表 公開されていない場合に選択

※実施目標と達成状況の関係

選択出来る達成状況（途中目標変更が無い場
合、下記より選択）

◎ 実施済み ○（達成）

○
実施予定（実施検
討含む）

○（達成）、■（実施なし）

●
一部実施予定（一
部実施検討含む）

●（一部達成）、■（実施なし）

■ 実施予定なし ■（実施なし）

－ 非公表 －非公開

建設生産システムの適正化に向けた取組に関する自己評価について
（H22年度実績及びH23年度実施目標）

目標

注②一部実施予定の考え方
・○○万円／件以上の工事「原則全て」等、対象工事全件に適用する場合→「実施」
・○○万円／件以上の工事の内○○件程度等、一部案件に適用する場合→「一部実施」
・年度の途中より実施する場合→「一部実施」

実施目標段階での凡例
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

国土交通省中部地方整備局
原則として全て一般競
争入札

1191
原則として
全て総合評
価

本格導入　金額
基準を設定して
いない。

H19 ○ 1191 1182
緊急随意契約を
除き全て総合評
価

H19 ○
７５0
（4/1現
在）

原則として
全て総合評
価

本格導入　金額
基準を設定して
いない。

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

　 　 　

国土交通省中部地方整備局

様式２

組織名

国土交通省中部地方整備局

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価

◎

平成22年度ワンデーレスポン
スや３者会議の導入に関する

実施目標の達成状況

○

備考欄

平成22年度低入札価格調査
基準価格の見直しに関する実

施目標の達成状況

平成22年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みの達成状況

実施目標は達成できた。一部実施としていた「受発注者間の工事情報の共有状況」については、対象工事を40％から50％に、「建設ICT」について平成24年度中部標準化に向け平
成23年度は総合評価方式の評価項目に加えるなど、さらに取組を推進する。

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

○

備考欄

平成23年度低入札価格調査
基準価格の見直しに関する実

施目標

◎

備考欄

備考欄

平成22年度ワンデーレスポン
スや３者会議の導入に関する

実施目標

◎

平成22年度低入札価格調査
基準価格の見直しに関する実

施目標

◎

備考欄

備考欄

平成23年度ワンデーレスポン
スや３者会議の導入に関する

実施目標

◎

目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

備考欄 備考欄

平成22年度地域貢献の評価
に関する実施目標の達成状

況

○

備考欄
平成23年度地域貢献の評価

に関する実施目標

◎

備考欄
平成23年度建設ICTの導入に

関する実施目標

●

平成22年度設計変更ガイドラ
イン・指針に関する実施目標

の達成状況

○

平成22年度建設ICTの導入に
関する実施目標

備考欄
平成22年度建設ICTの導入に
関する実施目標の達成状況

備考欄

平成22年度設計変更ガイドラ
イン・指針に関する実施目標

◎

平成23年度設計変更ガイドラ
イン・指針に関する実施目標

◎

備考欄備考欄

平成22年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関
する実施目標の達成状況

○

平成23年度資材単価、需給
動向に関する情報共有に関

する実施目標

◎

備考欄

平成23年度受発注者間の工
事情報の共有に関する実施

目標

●

備考欄

全工事５０％全工事40％

平成22年度工受発注者間の
工事情報の共有に関する実

施目標の達成状況

●

備考欄

平成22年度予定価格の事後
公表への移行に関する実施目

標

◎

平成22年度受発注者間の工
事情報の共有に関する実施目

標

●

備考欄

平成22年度予定価格の事後
公表への移行に関する実施

目標の達成状況

○

◎

備考欄

◎

備考欄

平成22年度公共工事施工の
安全指針・マニュアルにに関
する実施目標の達成状況

備考欄

○

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成22年度　実績 平成23年度　目標

適用基準の
変更

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

平成22年度公共工事施工の
安全指針・マニュアルに関する

実施目標

平成23年度公共工事施工の
安全指針・マニュアルに関す

る実施目標
組織名

目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

備考欄

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

備考欄

平成23年度予定価格の事後
公表への移行に関する実施

目標

◎

備考欄

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

平成22年度資材単価、需給動
向に関する情報共有に関する

実施目標

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

備考欄

◎

備考欄

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

備考欄

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

平成22年度地域貢献の評価に
関する実施目標

● ●

　

平成22年度工事成績評定に
関する実施目標の達成状況

○

平成22年度工事成績評定に関
する実施目標

◎

備考欄

５００万円／件以上の工事

組織名
目標変更（変更後
について実施予定

○、一部実施●、実
施予定なし■）

組織名

備考欄

５００万円／件以上の工事

備考欄

５００万円／件以上の工事

平成23年度工事成績評定に
関する実施目標

◎
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 様式１

注）全工事件数は各機関の全ての工事件数を記載して下さい。（随意契約等含む。） 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

警察庁中部管区警察局
一般競争入札     250万
円以上

25 0 未導入 ■ 25 0 ■ 20 0

警察庁中部管区警察学校
一般競争入札 　２５０万
円以上

0 0 未導入 ■ 0 0 ■ 1 0

財務省東海財務局
一般競争入札　250万
円以上

20 0
PFI方式による宿
舎整備事業

H15 ○ 20 0
適用基準に該当
する事案なし

H15 ○ 20 0
PFI方式による宿
舎整備事業

財務省名古屋税関 一般競争入札 - 0 ■ - - ■ 239 0 - ■ 230 0 -

国税庁名古屋国税局
一般競争入札
　250万円以上

40 0 未導入 ■ ？ 0 予定無■ 0

厚生労働省東海北陸厚生局 工事実績・予定ともになし 0 0 ■ 0 0 ■ 0 0

厚生労働省岐阜労働局
一般競争入札　１００万
円以上

98 0

予定価格が6,000
万円を超える工
事を対象目標と
する

■ 98 0 ■ 98 0

予定価格が6,000
万円を超える工
事を対象目標と
する

厚生労働省静岡労働局
一般競争入札　100万
円以上

149 0 未導入 ■ 87 0 ■ 8 0 導入予定なし

厚生労働省愛知労働局
一般競争入札　100万
円以上

185 0 ■ 185 0 ■ 185 0

厚生労働省三重労働局 一般競争入札 1 0 なし ■ 1 0 ■

農林水産省東海農政局
原則として全て一般競
争入札

43 43
原則として全て総
合評価落札方式

H18 ○ 43 43 H18 ○ 27 27
原則として全て総
合評価落札方式

林野庁中部森林管理局
一派競争入札　２５０万
円以上

52 46
本格導入　１０００
万円以上

Ｈ１９ ○ 101 78
本格導入　１０００
万円以上

Ｈ１９ ○ 41 37
本格導入　１０００
万円以上

経済産業省中部経済産
業局

0 0 － ■ 0 0 該当なし ■ 0 0 該当なし

国土交通省中部地方整備局
原則として全て一般競
争入札

1191
原則として全
て総合評価

本格導入　金額
基準を設定して
いない。

H19 ○ 1191 1182 H19 ○
750
（4/1現
在）

原則として全
て総合評価

本格導入　金額
基準を設定して
いない。

国土交通省中部運輸局
一般競争入札
２５０万円以上

9 0 未導入 ■ 9 0 ■ 5 0

海上保安庁第四管区海
上保安本部

一般競争入札
２５０万円以上

23 ■ ■ ■ ■ 23 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事
務所

一般競争入札
総合評価方式

4 0 ６０００万以上 Ｈ19 ■ 5 0 Ｈ19 ■ 3 0 ６０００万以上

岐阜県

予定価格８千万円以上
は原則一般競争入札
予定価格１千万円以上
８千万円未満は一般競
争入札と指名競争入札
の併用

－ －

予定価格８千万
円以上は原則す
べて
予定価格１千万
円以上８千万円
未満は一般競争
入札案件のうち
90％

H16 △ 1,764 577

「全工事件数」は
農政部、林政部、
県土整備部、都
市建築部の発注
件数のみ
（H23.4.1での速
報値）

H16 △ － －

予定価格８千万
円以上は原則す
べて
予定価格１千万
円以上８千万円
未満は一般競争
入札案件のうち、
90％
(公共建築住宅課
を除く)

静岡県
1,000万円以上は原則
一般競争入札

2841 300

1,000万円以上を
対象とし、予定価
格１億円以上は
原則実施

H15 △ 2841 388 H15 △ 500

1,000万円以上を
対象とし、予定価
格5，000万円以
上は原則実施

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成22年度　実績 平成23年度　目標

適用基準の
変更

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

全
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

愛知県
一般競争入札は５，０００万
円以上の全てと、１，０００～
５，０００万円の５割程度

－ －

建設部：一般競争入
札の６割
農林水産部：一般競
争入札の５割
企業庁：1,000万円以
上から抽出試行

Ｈ１６ △ 3254 668
建設部：540
農林水産部：108
企業庁：20

Ｈ１６ △ － －

建設部：一般競争入
札のうち、5,000万円
以上は全て、1,000
～5,000万円は簡易
な工事以外に適用
農林水産部：一般競
争入札のうち、5,000
万円以上は全て、
1,000～5,000万円は
抽出
企業庁：1,000万円以
上から抽出試行

三重県 一般競争入札 300

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億円
以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

H17 △ 1384 333

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億円
以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

H17 △ 300

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億円
以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

静岡市
原則として、全て一般競
争入札

998 156 2,500万円以上 Ｈ１８ △ 998 156 Ｈ１８ △ 1000 160
2500万円以上の
50％

浜松市 862 72

一般競争入
札の１０００
万円以の工
事

18 ○ 1192 95 18 ○ 740 79

一般競争入
札の１０００
万円以の工
事

名古屋市
一般競争入札1,000万
円以上

H21年度並
み

ふさわしい
ものを選択

H18 △ 2833 325
23年2月開札分
までの速報値

H18 ○
H22年度並
み

1,000万円以上の
工事から選択

中日本高速道路株式会
社
名古屋支社

250万以上の工事「原則
全て」

－ －
250万以上の工
事「原則全て」

h21 ○
現時点
では未
確定

現時点では
未確定

H21 ○ － －
250万以上の工
事「原則全て」

（独）都市再生機構中部
支社

住建工務 一般競争入札 3 2
1億円以上の工
事

予定無し H20 ○ 3 2 H20 ○ 0 0
1億円以上の工
事

住建設備
予定価格1億円以上は
原則、詳細条件審査型
一般競争入札

4 2
予定価格1億円
以上

　 H18 ○ 4 2 H18 ○ 4 2

予定価格1億円
以上は原則、詳
細条件審査型一
般競争入札

住建土木 一般競争入札 4 0
1億円以上の工
事

予定無し
平成
20年
度

○ 4 0
平成
20年
度

○ 2 0
1億円以上の工
事

住建造園 0 0
予定価格１億円
超

無し H19 ○ 0 0 H19 ○ 1 0
予定価格１億円
超

宅地
概ね1億円以上　総合
評価方式

6 2 概ね1億円以上 △ 6 2 △

公園 7 2 １億以上 なし H18 ○ 7 2 H18 ○ 2 0 1億以上

保全建築
一般競争入札
１億円以上

26 4 工事種別による Ｈ21 ○ 26 4 Ｈ21 ○ 未定 未定 工事種別による

保全機械 5 4 ○ 5 4 ○ 1 1

保全電気

一般競争入札（エレ
ベーター修繕、自家用
電気工作物修繕、動力
盤修繕、1億円以上）

8 5

エレベーター修
繕、自家用電気
工作物修繕、動
力盤修繕、1億円
以上

H21 ○ 8 5 H21 ○ 6 6

エレベーター修
繕、自家用電気
工作物修繕、動
力盤修繕、5千万
円以上

（独）日本原子力研究開
発機構東濃地科学セン
ター

総合評価落札方式 0 0 ２億円以上 H20 ○ 0 0 H20 ○ 2 2 2億円以上

（独）水資源機構中部支
社

一般競争入札２５０万円
以上（電気・機械以外は
６,０００万円以上）

90 17
６,０００万円以上
の工事において
原則実施

－
平成
22年
度

○ 141 39
６,０００万円以上
の工事において
原則実施

平成
22年
度

○ 123 33
６,０００万円以上
の工事において
原則実施

（独）森林総合研究所森
林農地整備センター中部
整備局

一般競争入札 1 1 全工事 H19 △ 1 1

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

全
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況
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 様式１

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

岐阜県道路公社
一般競争入札
3億円以上

4 0
試行導入（金額
基準を設定して
いない。）

H16 △ 4 0 H16 △ 6 0
試行導入（金額
基準を設定して
いない。）

静岡県道路公社
一般競争入札　1000万
円以上

31 0 未導入 ■ 32 0 ■ 22 0

愛知県道路公社
原則5,000万円以上が
一般競争入札

31 7
5,000万円以上を
目安に抽出

H20 △ 33 7 H20 △ 44 7
5,000万円以上を
目安に抽出

三重県道路公社 1 0 三重県準拠 H17 △ 2 0 H17 △ 1 0 三重県基準準拠

名古屋高速道路公社
原則、一般競争入札
1,000円万円を超える工
事

69 40 有 無 18 △ 62 50 18 △ 40
発注件数の
80％を目標

原則、一般競争入札
1,000円万円を超え
る工事

名古屋港管理組合
一般競争入札
１０００万円以上

60 6
金額基準を設定
していない

― 21 △ 61 6 21 △ 65 15
金額基準を設定
していない

四日市港管理組合 一般競争入札 20 5

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億円
以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

－ H19 △ 21 5

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億円
以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

H19 △ 20 7

土木一式：５，０００
万円以上
舗装・法面・橋梁上
部工・海洋土木：予
定価格３，０００万円
以上
建築（新築・増築・改
築）：予定価格１億円
以上
上記以外：予定価格
７，０００万円以上

日本下水道事業団東海
総合事務所

原則として、全て一般競
争入札

67 8
予定価格5000万
円以上の工事

H18 △ 66 8
予定価格5000万
円以上の工事

△ 70 33
予定価格5000万
円以上の工事

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成23年度　目標

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

岐阜市

一般競争入札
設計金額３千万円以上
を本格実施、３千万円
未満から１千万円以上
については、抽出し試
行を実施（土木・ほ装工
事は２千万円以上すべ
て、１千万以上について
は一部抽出実施）

700 30

１　設計金額１億円
以上については、原
則全て試行実施（簡
易型・標準型）
２　設計金額１億円
未満については、抽
出して実施（特別簡
易型）
　・土木・建築工事は
５，０００万円以上か
ら抽出
　・それ以外の工事
は３，０００万円以上
から抽出

なし Ｈ１８ △ 745 47 Ｈ１８ △ 700 75

１　設計金額１億円
以上については、原
則全て試行実施（簡
易型・標準型）
２　設計金額１億円
未満については、抽
出して実施（特別簡
易型）
　・建築工事は５，０
００万円以上から抽
出
　・それ以外の工事
は２，５００万円以上
から抽出

大垣市
一般競争入札
原則として、1,000万円
以上

700 3
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 777 3 H19 △ 800 3
試行導入
金額基準を設定
していない

高山市
一般競争入札
500万円以上

220 11
試行導入
（特別簡易型）
500万円以上

H19 △ 416 11 H19 ○ 246 20
特別簡易型
3000万円以上

多治見市
一般競争入札
１．５億円以上の土木工
事等

230 6

試行導入
3000万円未満と
詳細設計付技術
提案型

H19 △ 204 6 H19 △ 200 5
試行導入
3000万円未満

関市
ほとんどを指名競争で
実施

240 3
指名業者選考委
員会での選定に
よる

H20 ○ 287 3 H20 ○ 240 3
指名業者選考委
員会での選定に
よる

中津川市 指名競争入札 300 3
試行導入
金額の基準を設
定していない

H19 △ 256 1 H19 △ 3
試行導入
金額の基準を設
定しない

美濃市
一般競争入札：5億円以
上（試行要綱：5,000万
円以上）

40 2
試行導入
金額基準を設定
をしていない

H19 △ 51 2 H19 △ 50 0
試行導入
金額基準を設定
をしていない

瑞浪市
一般競争入札
1億円以上

- 4
施行導入
金額を設定して
いない

H19 △ 89 3 H19 △ - 4
施行導入
金額を設定して
いない

羽島市

一般競争入札１．５億円
以上
１０００万円以上任意
事後審査型一般競争入
札

250 3
金額基準を設定
していない

H19 △ 197 3 H19 △ 200 3
金額基準を設定
していない

恵那市
一般競争入札
130万円以上

200 2
試行導入、

適用基準無し
H19 △ 230 1 H19 △ 200 2

試行導入、
適用基準無し

美濃加茂市

設計金額１．５億円以上
は一般競争入札
設計金額２千万円以上
は一般競争入札又は指
名競争入札

－ １～2
一般競争入札か
ら１～２件

予定価格２
千万円以上
の工事を対
象に指名委
員会におい
て決定

H22 ○ 62 0 H22 ○ － 未定

予定価格２千万
円以上の工事を
対象に指名委員
会において決定

土岐市
原則として、
全て指名競争入札

73 1
試行導入
金額基準を設定
していない

Ｈ19 △ 73 1 Ｈ19 △ 70 1
試行導入
金額基準を設定
していない

各務原市

一般競争入札：
土木工事、建築工事に
ついて1億5千万円以
上、その他の工事3億
円以上

ー 3
試行導入
（金額基準を設定
していない。）

Ｈ19 △ 301 3 Ｈ19 △ ー 3
試行導入
（金額基準を設定
していない。）

可児市
一般競争入札
3,000万円以上

141 2 基準なし Ｈ19 △ 136 2 Ｈ19 △ 130 3 基準なし

山県市

土木７億以上・建築１０
億以上・電気設備・機械
設備５億以上が原則一
般競争入札

88 1
試行導入
（金額の設定な
し）

H20 △ 82 1 H20 △ 82 1
試行導入
（金額の設定な
し）

瑞穂市
一般競争入札
２，０００万円以上

60 1
金額基準を設定
していない

H19 △ 82 1 H19 △ 42 1
金額基準を設定
していない

飛騨市
一般競争入札
８００万円以上

90 40
800万円以上の
補助事業

800万円以
上の補助事
業かつ工種
が舗装工事

H19 △ 93 6 H19 △ 70 5
800万円以上の
補助事業かつ工
種が舗装工事

本巣市
一般競争入札
1,000万円以上

102 7 1,000万円以上 H19 △ 133 7 H19 △ 119 8 1,000万円以上

郡上市
一般競争入札
５，０００万円以上

200 5
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 210 5 H19 △ 250 5
試行導入
金額基準を設定
していない

下呂市

一般競争入札は原則1
億円以上（500万円以上
1億円未満は一般競争
入札と指名競争入札の
併用）

145 3
試行導入
130万円以上

H19 △ 145 3 H19 △ 100 3 130万円以上

海津市
一般競争入札
1,000万円以上

61 1～2 1,000万円以上 H19 ○ 65 0 H19 ○ 50 1～2 1,000万円以上

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

平成22年度　目標 平成22年度　実績
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

岐南町
一般競争入札
1,000万円以上

45 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 45 1 H19 △ 45 1
試行導入
金額基準を設定
していない

笠松町

一般競争入札
設計金額３億円以上
それ以外は指名競争入
札

45 1
基準なし
特別簡易型を実
施予定

H19 ○ 41 1 H19 ○ 45 1
基準なし
特別簡易型を実
施予定

養老町

主に指名競争入札
一般競争入札
　土木工事　１億円以上
　建築工事　３億円以上

102 1
試行導入　金額
基準を設定して
いない

H19 △ 102 1
試行導入　金額
基準を設定して
いない

H19 △ 120 1
試行導入　金額
基準を設定して
いない

垂井町
指名競争入札、試行に
て一般競争入札130万
円以上

74 1
試行導入
130万円以上(1本
以上)

H19 △ 74 0 H19 △ 65 1
試行導入
130万円以上(1本
以上)

関ヶ原町 主に指名競争入札 29 1
金額基準を設定
していない

H19 △ 29 1 H19 △ 25 1
金額基準を設定
していない

神戸町

指名競争入札
ただし、５億円以上の建
設工事で指名委員会で
審議を得たものは、一
般競争入札を実施

50 1 適宜選定 H19 △ 42 0 H19 △ 50 1 適宜選定

輪之内町 主に指名競争入札 44 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 44 0 H19 △ 40 1
試行導入
金額基準を設定
していない

安八町 指名競争入札 60 1
試行導入
金額基準を設定
をしていない

H19 △ 66 0 H19 △ 60 1
試行導入
金額基準を設定
をしていない

揖斐川町

主に指名競争入札、
一般競争入札（原則とし
て、建築3億円、土木2
億円、電気・機械設備
1．5億円以上）

115 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 115 0 適用案件なし H19 △ 100 1
試行導入
金額基準を設定
していない

大野町 指名競争入札 110 0
500万円以上の
町単工事

H19 △ 68 0 H19 △ 68 1
500万円以上の
町単工事

池田町 指名競争入札 65 1
施行導入
２千万円以上

H19 △ 61 1 H19 ○ 70 1
本格導入
２千万円以上

北方町 主に指名競争入札 21 0
施行導入
基準の設定なし

H19 △ 16 0 H19 △ 17 0
施行導入
基準の設定なし

坂祝町
入札方式の設定はない
（主に指名競争入札）

20 2
試行導入
金額を設定して
いない

H19 △ 17 1 H19 △ 20 2
試行導入
金額を設定して
いない

富加町
設計金額1,000万円以
上一般競争入札

25 1
試行導入
金額基準を設定
していない

H19 △ 25 1 H19 △ 20 1
試行導入
金額基準を設定
していない

川辺町
一般競争入札
2,500万円以上

35 2

企業の技術力と入札
価格とを総合的に評
価することが適当であ
ると認める工事

H19 ○ 35 1 H19 ○ 30 2 2,500万円以上

七宗町
一般競争入札
5，000万以上

17 1 １件を試行 　 H19 △ 17 1 　 H19 △ 15 1
500万円以上の
工事1件を試行

八百津町
500万円以上
事後審査型制限付き一
般競争入札

92 7
試行導入
（2,500万円以上）

H19 △ 47 0 H19 △ 44 1
試行導入
（2,500万円以上）

白川町

主に指名競争入札
一般競争入札の対象
は、設計額１億円以上
の工事及び設計額が
1000万円以上で効率的
な調達が見込める工事

60 0

試行導入
一般競争入札対
象工事で、効率
的な調達が見込
めるものを対象と
する。

なし H19 △ 55 0 H19 △ 35 0

試行導入
一般競争入札対
象工事で、効率
的な調達が見込
めるものを対象と
する。

東白川村
一般競争入札
５億円以上

15 0
一般競争入札対
象工事について
対象とする

なし H20 △ 11 0 H20 △ 15 0
一般競争入札対
象工事について
対象とする

御嵩町

一般競争入札
１３０万円以上うち、土
木一式、建築一式、ほ
装、水道施設工事のみ

46 0
一般競争入札の
うち適宜選定

H19 △ 46 0 H19 △ 46 0
一般競争入札の
うち適宜選定

白川村 指名競争入札 0
試行導入
（金額件数を設定
せず、随時対応）

H21 △ 32 0 H21 △ 18 1
試行導入
（金額件数を設定
せず、随時対応）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

組織名

平成22年度　目標 平成22年度　実績

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度　目標

公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

全
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の
変更

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

下田市 指名競争入札 31 2
選考委員会にて
抽出（基準なし）

21 △ 31 1 21 △ 30 2
選考委員会にて
抽出（基準なし）

東伊豆町
指名競争入札　１３０万
円以上

65 1
試行導入
（１３０万円以上
の工事から抽出）

H19 △ 65 0 H19 △ 23 1
試行導入
（１３０万円以上
の工事から抽出）

南伊豆町
指名競争と条件付一般
競争入札の併用

100 1 H19 △ 90 1 H19 △ 90 1

河津町 指名競争入札 14 0 21 △ 14 0 21 △ 15 0

松崎町 指名競争入札 21 0 21 △ 21 0 21 △ 13 0

西伊豆町 指名競争入札 40 1 H19 △ 42 1 H19 △ 50 1

熱海市
一般競争入札　１３０万
円以上

83 2 ３００万円以上 20 △ 87 1 20 △ 75 2 ３００万円以上

伊東市
指名競争入札　130万
円以上

171 1 △ 171 1 △ 170 1

沼津市
一般競争入札　５，０００
万円以上

291 10

入札者が提示す
る性能、機能、技
術等と入札価格
を総合的に評価
することがふさわ
しいもの

H20 △ 361 9 H20 △ 296 12

入札者が提示す
る性能、機能、技
術等と入札価格
を総合的に評価
することがふさわ
しいもの

三島市 制限付一般競争入札 150 2 Ｈ１９ △ 142 2 Ｈ１９ △ 150 2

御殿場市

一般競争入札（土木工
事1,000万円以上、その
他工事3,000万円以上）
指名競争入札

112 1 20 △ 128 1 20 △ 117 1

裾野市 指名競争入札 123 2
1000万円以上の
工事

H19 △ 123 2 H19 △ 110 2 1000万円以上

伊豆市
一般競争入札　5,000万
円以上

119 1 1,000万円以上 H19 △ 119 1 H19 △ 120 1 1,000万円以上

伊豆の国市

130万円を越え5,000万
円未満：指名競争入
札、5000万円以上：制
限付き一般競争入札

90 1
5,000万円以上で
高度な技術が必
要な工事

19 △ 115 1 19 △ 85 1
5,000万円以上で
高度な技術が必
要な工事

函南町
１３０万円以上、制限付
き一般競争入札、若しく
は指名競争入札

89 1
300万円以上の
制限付き一般競
争入札から適宜

19 △ 89 1 19 △ 85 1
500万円を越える
制限付き一般競
争入札から適宜

清水町

１３０万円以上５，０００
万円未満：指名競争入
札，
５，０００万円以上：一般
競争入札

50 1 19 △ 53 1 19 △ 50 1

長泉町
指名競争入札・１億円
以上一般競争入札

100 1 H19 △ 95 1 H19 △ 100 1

小山町 指名競争入札 22 1 22 △ 1 1 22 ■ － 0

富士宮市

予定価格が130万円を
超え5,000万円未満は、
公募型指名競争入札。
予定価格が5,000万円
以上は、制限つき一般
競争入札。

200 3
予定価格が5,000
万円以上の土木
一式工事

H20 ○ 200 3 H20 ○ 200 5
予定価格が3,000
万円以上の土木
一式工事

富士市

原則として、予定価格
500万円以上は制限付
き一般競争入札
予定価格500万円未満
は指名競争入札

500
土木工事を
中心に全体
で20件程度

2,000万円以上の
建設工事

Ｈ18 ○ 512 3 Ｈ18 ○ －
土木工事を
中心に全体
で25件程度

2,000万円以上の
建設工事

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成22年度　実績 平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標

適用基準の
変更
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

焼津市
一般競争入札（１３０万
円以上）、一部指名競
争入札

413 1
概ね1000万円以
上の案件

H19 △ 305 1 H19 △ 300 1
概ね1000万円以
上の案件

藤枝市
等級指定型一般競争入
札の割合５０％以上

226 180 ５００万円以上 Ｈ19 △ 226 180 Ｈ19 △ 200 160 ５００万円以上

島田市
一般競争入札（１３０万
円以上）、一部指名競
争入札

202 5 20 △ 202 5 20 △ 200 5

川根本町
指名競争入札、１３０万
円以上

80 1 H20 △ 83 1 H20 △ 80 1

御前崎市
制限付き一般競争入札
指名競争入札

80 1 1,000万円以上 H18 △ 86 1 H18 △ 80 1 1,000万円以上

牧之原市

原則として１３０万円以
上５，０００万円未満の
土木、建築、管工事及
び５，０００万円以上の
建設工事は、一般競争
入札

70 1 19 △ 70 1 19 △ 70 1

吉田町 制限付き一般競争入札 60 1

設計金額130万
円以上の制限付
き一般競争入札
による一件以上
の工事

Ｈ19 ○ 60 1 Ｈ19 ○ 45 1

設計金額130万
円以上の制限付
き一般競争入札
による一件以上
の工事

磐田市
原則として、全て一般競
争入札

201 10 19 ○ 201 10 19 ○ 200 10

掛川市
制限付き一般競争入札
１，０００万円以上

219 1 H19 △ 219 1 H19 △ 250 1

袋井市
一般競争入札１．５億円
以上

172 7 Ｈ19 ○ 172 7 Ｈ19 ○ 170 10

菊川市

４，０００万円以下　指名
競争入札
４，０００万円以上　一般
競争入札

175 1
1,000万円以上で
１件以上

H19 △ 175 1 H19 △ 175 1
1,000万円以上で
１件以上

森町
原則として、全て指名競
争入札

50 1 建設工事から１件 20 ○ 54 1 20 ○ 50 1 建設工事から１件

湖西市
一般競争入札　１３０万
円以上

110 5
試行導入概ね
5000万円以上の
土木工事

H21 △ 96 5 H21 △ 100 7
試行導入、概ね
3000万円以上の
土木工事

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準
備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の
変更

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績 平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

豊橋市 原則一般競争入札 529 15

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められるも
のを建設工事審
査会部会で選定

H19 △ 529 15 H19 △ 480 25

設計金額が概ね
2500万円以上の
工事の中から妥
当と認められるも
のを建設工事審
査会部会で選定

岡崎市
原則として、全て一般競
争入札

未設定
全件数の
15％以上

予定価格4,000万
円以上

Ｈ１８ ○ 488 105 Ｈ１８ ○ 未設定
全件数の
15％以上

予定価格4,000万
円以上

一宮市
一般競争入札　1000万
円以上

1240 28
工事担当部長が
決定

H19 △ 1240 28 H19 △ 1200 28
工事担当部長が
決定

瀬戸市
原則として、全て一般競
争入札

172 2 適宜選定 Ｈ１９ △ 172 2 Ｈ１９ △ 200 2 適宜選定

半田市
一般競争入札５，０００

万円以上
117 2

施行導入（５，００
０万円以上の一
般競争入札から

抽出）

Ｈ２０ △ 117 2

施行導入（５，００
０万円以上の一
般競争入札から

抽出）

Ｈ２０ △ 120 2

施行導入（５，００
０万円以上の一
般競争入札から

抽出）

春日井市 285 2
3,000万円以上の
工事から試行

H20 △ 244 2 H20 △ 231 2
3,000万円以上の
工事から試行

豊川市
制限付き一般競争入札
２５０万円以上

233 3 設定無 無 H２０ ■ 287 4 H２０ ■ 209 5 設定無

津島市
一般競争入札3億円以
上

130 1～2件
無し
（試行段階）

H20 △ 133 1 H20 △ 120 2～3件
無し
（試行段階）

碧南市 １３０万円以上の工事 127 1 １億円以上の工事 H19 △ 127 1 H19 △ 130 1 １億円以上の工事

刈谷市
一般競争入札　130万
円超

249 15
2,500万円以上か
ら15件

H19 △ 249 15 H19 △ 160 15
2,500万円以上か
ら15件

豊田市
原則として、全て一般競
争入札

342 180
設計金額
2,000万円以上

H18 ○ 430 182 H18 ○ 280 149
設計金額
2,000万円以上

安城市
原則として、全て一般競
争入札（130万円以下の

修繕は見積競争）
515 23 2500万円以上 H19 △ 515 22 H19 △ 500 27 2500万円以上

西尾市
原則として、全て一般競
争入札

133 5
1,000万以上の中
から抽出

H20 △ 133 5 H20 △ 500 5
1,000万以上の中
から抽出

蒲郡市 一般競争入札 200 3
試行導入　金額
基準を設定しな
い

Ｈ20 △ 165 3 Ｈ20 △ 200 1
大型案件の中か
ら資格審査会に
て決定

犬山市
制限付一般競争入札
500万円以上

60 2 500万円以上 Ｈ２１ △ 60 2 Ｈ２１ △ 60 2 500万円以上

常滑市
一般競争入札　５，０００
万円以上

53 2
金額基準設定な
し

H20 △ 53 2 H20 △ 42 2 金額基準設定なし

江南市
一般競争入札　5000万
円以上

1
指名競争入札（１
３０万円超）及び
一般競争入札

変更無 H21 △ 1 H21 △ 150 1 変更無

小牧市
指名競争入札１３０万円以
上一般競争入札3000万円
以上

400 4
試行導入4件　金
額設定なし

H19 △ 435 5
試行導入5件　金

額設定なし
H19 △ 400 5

試行導入5件　金
額設定なし

稲沢市
一般競争入札4,000万
円以上（建築一式9,000
万円以上

365 5
一般競争入札該
当工事

H19 △ 365 5 H19 △ 365 5
一般競争入札該
当工事

新城市
一般競争入札　1000万
円以上

123 5
入札審査会で決
定した案件

H20 △ 123 5 H２０ △ 120 6
入札審査会で決
定した案件

東海市
一般競争入札（設計金
額）15,000万円以上

136 2 特になし 特になし 19 △ 136 2 19 △ 130 2

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績

適用基準の
変更

平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

大府市
一般競争入札　５億円
以上

2
試行導入　金額
基準を設定して
いない

Ｈ19 △ 4 Ｈ19 △ 2
試行導入　金額
基準を設定して
いない

知多市

建設工事のうち土木一式工事、
建築一式工事又は清掃施設工事
（いずれも設計額５億円以上）が
制限付き一般競争入札

69 2
試行実施　原則とし
て補助事業を対象

19 △ 83 2 19 △ 80 0
試行実施　原則とし
て補助事業を対象

知立市 160 1 1,000万円以上 H20 △ 132 1 H20 △ 130 1 1,000万円以上

尾張旭市
原則１３０万円を超える
もの一般競争入札

86 4
試行導入
金額基準を設定
していない

H20 △ 86 4 H20 △ 100 1
試行導入
４,０００万円以上

高浜市
一般競争入札　１３０万
円以上

45 0
試行導入２，５００
万円以上

H20 △ 45 0
適用基準に該当

する案件なし
H20 △ 45 0

２，５００万円以上
で委員会が認め
たもの

岩倉市
一般競争入札　５０００
万円以上

101 0 未導入 ■ 101 0 H23 △ 101 1 試行的に１工事

豊明市

基本的に一般競争入札
１億円以上、公募型指
名競争入札 250万円以
上。

39 1
試行導入　金額
基準を設定をして
いない

H19 △ 46 1 H19 △ 40 1

日進市
一般競争入札　1,000万
円以上

100 5
試行導入　1,000
万円以上

H19 △ 97 5 H19 △ 100 7

田原市
原則として、全て一般競
争入札

147 6
試行導入　金額
基準を設定をして
いない

H20 △ 183 4 H20 △ 148 6
試行導入　金額
基準を設定をしな
い

愛西市

一般競争入札　1億円
以上
公募型指名競争入札
１３０万円以上１億５千
万円未満

160 3

一般競争入札　1
億円以上
公募型指名競争
入札
１３０万円以上１
億５千万円未満

平
成
十
九
年
度

△ 160 3

平
成
十
九
年
度

△ 160 3

一般競争入札　1
億円以上
公募型指名競争
入札
１３０万円以上１
億５千万円未満

清須市
一般競争入札　1億円
以上

80 1
建設工事より市
長が決定

H19 △ 80 1 H19 △ 80 1
建設工事より市
長が決定

北名古屋市
一般競争入札　８０００
万円以上

3 1
案件ごとに定め
ている

Ｈ20 △ 3 1 Ｈ２０ △ 5 2
案件ごとに定め
ている

弥富市
一般競争入札　８，０００
万円以上

111 2
試行導入　金額
基準を設定して
いない

H20 △ 111 2 H20 △ 59 2
一般競争入札
８，０００万円以上

東郷町

事後審査型一般競争入
札（土木：３，０００万円
以上、建築：５，０００万
円以上）

40 0 導入済み 19 ○ 36 0 19 ○ 40 0 導入済み

長久手町
一般競争入札　3,000万
円以上

60 1
一般競争入札案
件

H20 △ 74 1 h20 △ 60 2
一般競争入札案
件

豊山町
指名競争入札　設計金
額が１３０万円以上

21 0 26 0 ■ 12 0

大口町 指名競争入札 69 1 試行導入 20 △ 69 1 20 △ 70 1 試行導入

扶桑町
一般競争入札　5000万
円以上

62 0 ■ 62 0 H23 ■ 62 2

適用基準の
変更

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績 平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

あま市
一般競争入札　１３０万
円以上

122 0
一般競争入札に
該当する工事

H22 △ 122 0 H22 △ 122 1

大治町
一般競争入札　５，０００
万円以上

204 0 未導入 ■ 204 0 ■ 204 0

蟹江町 指名競争入札 67 0 未導入 21 ■ 66 0 未導入 21 △ 60 0

飛島村
試行導入
（一般競争入札　3,000
万円以上）

29 0
3,000万円以上で
ある一般競争入
札

H20 △ 29 0 H20 △ 30 2
3,000万円以上で
ある一般競争入

札

阿久比町
一般競争入札　130万
円超

71 0 未導入 ■ 0 0 ■ 未定 0

東浦町
事後審査型制限付き一
般競争入札　１３０万円
以上

88 1
500万円以上の
工事

H19 △ 88 1 H19 △ 80 3
500万円以上の

工事

南知多町
原則としてすべて指名
競争入札

0 0 未導入 ■ 0 0 ■ 0 0 予定なし

美浜町

制限付き一般競争入札
（３億円以上）
事後審査型一般競争入
札試行（５，０００万円以
上）

111 0 未導入 未定 未導入 ■ 111 0 未定 ■
実施予
定なし

実施予定なし 実施予定なし

武豊町
原則として130万円以
上の工事については全
て一般競争入札

84 0 未導入 ■ 84 0 H２３ ○ 80 2

2500万円以上の
一般競争入札に
該当する建設工
事で審査会が必
要と認めたもの

幸田町

設計金額が１３０万円を
超え、土木４，０００万
円、建築３，０００万円、
水道１，０００万円未満
は一般競争入札を実
施。設計金額１３０万円
を超えるその他業種は
指名競争入札を実施

98 0 平成１９ △ 98 0 平成１９ △ 100 0

みよし市
一般競争入札　１３０万
円以上

65 5
試行導入　１３０
万円以上

19 △ 65 4 19 △ 61 5
試行導入　１３０

万円以上

設楽町  0 0 ■ 0 0 ■ 0 0

東栄町
工事実績・予定ともにな
し

59 0 未検討 ■ 59 0 ■ 60 0

豊根村 指名競争入札 42 1
1000万円以下の
舗装工事１件

■ 42 0 ■ 42 0

西尾市（旧一色町）
原則設計金額2500万円
超は一般競争入札

77 0
設計金額2500万
円超の工事のう
ちから抽出

H19 △ 77 0
平成23年4月1日
に合併のため回

答不可

西尾市（旧吉良町）
原則として2,500万円以
上は一般競争入札

82 0
設計金額2,500万
円以上から抽出

平成21 ○ 82 0
平成23年4月2日
に合併のため回

答不可

西尾市（旧幡豆町） 指名競争入札 46 0 未導入 63 0
平成23年4月3日
に合併のため回

答不可

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

平成22年度　目標 平成22年度　実績

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

桑名市
一般競争入札　５０万円
以上

151 3 未決定 H19 △ 219 3 H19 △ 140 3
試行導入　金額基準
を設定していない

木曽岬町

一般競争入札1,000万
以上
指名競争入札130万以
上

15 0

試行導入　特別簡易
型総合評価方式は、
3000万以上の土木
工事の一部とする。

△ 24 0 △ 13 1

いなべ市 123 設定なし
試行導入
５０万円以上の土木
工事

■ 123 0 △ 120 設定なし
試行導入
５０万円以上の土木
工事

東員町
原則1000万円以上が一
般競争入札

68 0
試行導入
金額基準を設定して
いない

なし H19 △ 68 0 H19 △ 68 0 案件により検討

四日市市
試行導入
前年度以上の件数
を実施

H21 △ 485 11 H21 △ 500 6

試行導入
原則工事担当課
5000万円以上の工
事で1件を実施

菰野町
原則として、設計金額130万

円以上は一般競争入札
157 0 導入予定なし ■ 157 0 ■ 未定 0

朝日町

主に指名競争入札によ
り執行（設計金額5000
万円以上の工事に関し
ては、公募型指名競争
入札を適用）

91 0 予定なし ■ 91 0 ■ 90 0

川越町
一般競争入札　130万
円以上

31 0 なし H20 ■ 31 0 H20 ■ 30 0 なし

鈴鹿市 条件付き一般競争入札

試行結果を踏まえ
て、
６月を目途に設定す
る。

H19 △ 246 19 △
制度変更時期前に
つき未策定

亀山市
5,000万円以上一般競
争入札

134 0 なし H19 △ 134 0 △ 134 1 検討中

津市
原則130万円以上が一
般競争入札

388 2

土木一式　５，０００
万円以上
舗装 １，５００万円以
上
建築について導入検
討

Ｈ20 △ 388 2 Ｈ20 △ 388 未定

土木一式　５，０００
万円以上
舗装 １，５００万円以
上
建築について導入検
討

松阪市
試行導入
金額基準を設定して
いない

H19 △ 400 1 H19 △ 400 1
試行導入
金額基準を設定して
いない

多気町
試行導入
金額基準額を設定し
ていない

明和町
原則５，０００万円以上
が一般競争入札

100 3
試行導入
５，０００万円以上

H19 △ 72 1 H19 △ 100 3
試行導入
６，０００万円以上

大台町
試行導入　金額基準
を設定していない

H19 △ 66 4 H19 △ 60 3
金額基準を設定して
いない

伊勢市
要件付一般競争入札
１３０万円超

290 1 試行導入、１件 H21 △ 288 0 H21 △ 290 1 試行導入、１件程度

玉城町 一般競争・指名競争 90 2
試行導入　原則５，０
００万円以上

H19 △ 92 2 H19 △ 90 2
試行導入　原則５，０
００万円以上

大紀町 指名競争入札 100 1 試行導入　１件予定 H20 ○ 131 0 H20 △ 100 1 １件予定

南伊勢町 指名競争入札 170 1

試行導入
金額基準を設定して
いない
１件

H20 △ 170 1 H20 △
試行導入
1,000万円以上

度会町
試行実施
金額基準は設定せ
ず

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準
備考

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

適用基準の
変更

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績 平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

組織名
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 様式１

　 　 　

目標の変更

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

開
始
年
次

本格導入（○）
OR試行導入
（△）ＯＲ未導

入（■）

鳥羽市
原則として、130万円以
上一般競争入札

56 1
試行導入
３，０００万円以上

H20 △ 56 1 H20 △ 56 0
試行導入
３，０００万円以上

志摩市
試行実施
金額基準を設定して
いない。

H19 △ 170 2 H19 △ 150 2
試行実施
金額基準を設定して
いない。

伊賀市 一般競争入札 348 2
試行導入
予定価格７，０００万
円以上

H21 △ 348 0 H21 △ ？ 1

試行導入
7,000万円以上の土
木工事または1億
5,000万円以上の建
築工事

名張市
原則として全て競争入
札

95 0
試行導入
金額基準を設定して
いない。

H22 △ 95 0 H22 △ 95 1 特になし

尾鷲市
一般競争入札　500万
円以上の土木工事

43 0

試行導入　７，０００
万以上の土木工事
かつ審査会で認めら
れた物件

△ 0 0 メリットがない △ 40 0

試行導入　７，０００
万以上の土木工事
かつ審査会で認めら
れた物件

紀北町
試行導入
金額基準を設定をし
ていない

△ 109 0 △
試行導入
金額基準を設定をし
ていない

熊野市
原則として、指名競争
入札（１３０万円以上）

60 1
試行導入　金額基準
の設定なし

なし H19 △ 102 0 該当工事無 H19 △ 102 1 未定

御浜町 原則として、指名競争入札 35 0
試行導入
金額基準の設定なし

H20 △ 35 0 H20 △ 30 1
２，０００万円以上の
土木工事

紀宝町 46 0

予定価格３，０００万
円以上の建設工事
（舗装工事について
は２，０００万円以
上）

H20 △ 46 0 H20 △ 55 1

予定価格３，０００万
円以上の建設工事
（舗装工事について
は２，０００万円以
上）

平成23年度目標段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成23年度総合
評価落札方式の

適用基準

平成22年度実績段階
総合評価の導入状況

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

備考

組織名
公共工事の入札方式
（平成22年4月1日現在）

平成22年度　目標 平成22年度　実績 平成23年度　目標

全
工
事
件
数

（
件

）

左
記
件
数
の
内

、
総
合

評
価
適
用
工
事
件
数

（
件

）

平成22年度総合
評価落札方式の

適用基準
適用基準の

変更

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：１（１）総合評価落札方式の導入状況（工事)＞
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ○
500万円
以上の工

事
○

500万円
以上の工

事
◎ 500万円以上の工

事

警察庁中部管区警察学校 ○
国土交通
省方式に
準拠

■ ○ 国土交通省方式に
準拠

財務省東海財務局 ●
合同宿舎
施設改修
等工事

■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎
５００万円
／件以上
の工事

○
５００万円
／件以上
の工事

◎ ５００万円／件以上
の工事

経済産業省中部経済産業局 ■ － ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎
５００万円
／件以上
の工事

○
５００万円
／件以上
の工事

◎ ５００万円／件以上
の工事

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ ◎

岐阜県 ◎
最終契約金
額５００万円
以上

○ ◎ 最終契約金額５００万
円以上

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ◎ 250万円
以上 ○ 250万円

以上 ◎ 250万円以上

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ◎ ○ ◎

名古屋市 ◎ ○ ◎

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ◎ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ◎ ○ ◎

住建設備 ◎ ○ ◎

住建土木 ◎ ○ ◎

住建造園 ◎ ○ ◎

宅地 ◎ ○ ◎

公園 ◎ ○ ◎

保全建築 ◎ ○ ◎

保全機械 ◎ ○ ◎

保全電気 ◎ ○ ◎

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ○ ■ ●

（独）水資源機構中部支社 ◎
５００万円
／件以上
の工事

－ ○
５００万円
／件以上
の工事

◎ ５００万円／件以上
の工事

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ◎ ○

岐阜県道路公社 ◎ ○ ◎

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

三重県道路公社 ◎ 三重県準
拠 ○ 三重県準

拠 ◎ 三重県準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合
事務所 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞
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岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ◎ ○ ◎

多治見市 ◎
契約金額
100万円以
上、市独自

方式
○ ◎ 契約金額１００万円

以上、市独自方式

関市 ◎ ○ ◎

中津川市 ◎ ○ ◎

美濃市 ○ ○ ◎

瑞浪市 ● ■ ●

羽島市 ◎ ○ ◎

恵那市 ◎ ○ ◎

美濃加茂市 ◎ 250万円
以上 ○ 250万円

以上 ◎ 250万円以上

土岐市 ◎ ○ ◎

各務原市 ◎ 独自の簡
易方式 ○ 独自の簡

易方式 ◎
国交省方式に準拠
した方式の導入を

検討

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ◎ ○ ◎

瑞穂市 ● ● ●

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ● ● ●

郡上市 ● ● ●

下呂市 ● ● ●

海津市 ◎ ○ ◎

岐南町 ◎ ○ ◎

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ○
５００万円
以上の工

事
○

５００万円
以上の工

事
◎ ５００万円以上の工

事

垂井町 ◎
130万円
以上の工

事
○

130万円
以上の工

事
◎ 130万円以上の工

事

関ヶ原町 ■ ■ ●

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ◎ ○ ◎

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

備考欄
平成23年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ◎ ○ ◎

坂祝町 ◎ ○ ◎

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ● ● H23.4より
実施 ○ 岐阜県に準拠

七宗町 ○ 1件実施 　 ○ 1件実施 ○ 500万以上の
工事１件

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ◎ ○ ◎

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ◎ ○ ◎

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄
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下田市 ◎ ○ ◎

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ○ ■ ○
成績評定点のサン
プル抽出してから実

施予定

河津町 ○ ○ ○

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ◎ ■ ○ ◎

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ● ● ●

沼津市 ○ ○ ◎

三島市 ◎ ○ ◎

御殿場市 ◎ ○ ◎

裾野市 ◎ ○ ◎

伊豆市 ◎ 静岡県に
準拠 ○ ◎

伊豆の国市 ◎ ○ ◎

函南町 ◎ 独自の簡
易方法 ○ 独自の簡

易方法 ◎ 独自の簡易方法

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ◎ ○ ◎

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ◎ ○ ◎

富士市 ◎ ○ ◎

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ◎ ○ ◎

島田市 ○ － ○ ◎

川根本町 ◎ ○ ◎

御前崎市 ◎
130万円
以上の工

事
○

130万円
以上の工

事
◎ 130万円以上の工

事

牧之原市 ◎
250万円/
件以上の

工事
○

250万円/
件以上の

工事
◎ 250万円/件以上の

工事

吉田町 ◎ 静岡県に
準拠 ○ 静岡県に

準拠 ◎ 静岡県に準拠

磐田市 ◎ ○ ◎

掛川市 ◎ ○ ◎

組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

備考欄
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袋井市 ◎ ○ ◎

菊川市 ◎
200万円
以上の工

事
○

200万円
以上の工

事
◎ 250万円以上の工

事

森町 ◎ なし ○ ◎

湖西市 ○ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄

69



　

豊橋市 ◎ ○ ◎

岡崎市 ◎ ○ ◎

一宮市 ◎ ○ ◎

瀬戸市 ◎ ○ ◎

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ◎
130万円/
件以上の

工事
○

130万円/
件以上の

工事
◎ 130万円/件以上の

工事

碧南市 ◎ ○ ◎

刈谷市 ◎ ○ ◎

豊田市 ◎ ○ ◎

安城市 ◎ ○ ◎

西尾市 ◎ ○ ◎

蒲郡市 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

犬山市 ◎ 500万円
以上 ○ 500万円

以上 ◎ 500万円以上

常滑市 ◎ ○ ◎

江南市 ◎ ■ ○ ◎

小牧市 ◎ ○ ◎

稲沢市 ◎ 130万円
超の工事 ○ 130万円

超の工事 ◎ 130万円超の工事

新城市 ◎ 全ての工
事 ○ 全ての工

事 ◎ 全ての工事

東海市 ◎ ○ ◎

大府市 ◎ ○ ◎

知多市 ◎ ○ ◎

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ◎
３００万円
／件以上
の工事

○
３００万円
／件以上
の工事

◎ ３００万円／件以上
の工事

高浜市 ◎
国交省方
式に準拠
した方式
の導入

○ ○ ◎

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ◎ ○ ◎

日進市 ◎
130万円
／件以上
の工事

○
130万円
／件以上
の工事

◎ 130万円／件以上
の工事

田原市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄
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愛西市 ●
試行　評
定結果は
非公表

●
試行　評
定結果は
非公表

○

清須市 ◎
250万円
以上の工

事
○ ◎ 250万円以上の工

事

北名古屋市 ● ● ●

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ◎ ○ ◎

長久手町 ◎ 250万円
以上 ○ ◎

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ○ ■ ■ ○

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 ○ ■ ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ◎ ○ ◎

東浦町 ◎ ○ ◎

南知多町 ◎
１３０万円
を超える
工事で実

施

○
１３０万円
を超える
工事で実

施

◎ １３０万円を超える
工事で実施

美浜町 ◎ ○ ◎

武豊町 ■
予定価格
は事前公

表
■

予定価格
は事前公

表
■

幸田町 ◎ ○ ◎

みよし市 ◎
130万円
以上の工
事で実施

○
130万円
以上の工
事で実施

◎ 130万円以上の工
事で実施

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ○ ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ● ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄
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桑名市 ◎ ○ ◎

木曽岬町 ■ ■ ●

いなべ市 － － －

東員町 ◎
300万円/
件以上の

工事
○

300万円/
件以上の

工事
◎ 300万円/件以上の

工事

四日市市 ◎

菰野町 ◎ ○ ◎

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ○ ○ ◎

鈴鹿市 ◎ ○ ◎

亀山市 ◎ 県に準拠 ○ 県に準拠 ○ 県に準拠

津市 ◎
１３０万円
／件以上
の工事

○
１３０万円
／件以上
の工事

◎ １３０万円／件以上
の工事

松阪市 ◎ ○ ◎

多気町 ◎

明和町 ◎
２００万円
／件以上
の工事

○
２００万円
／件以上
の工事

◎ ２００万円／件以上
の工事

大台町 ● ● ●

伊勢市 ◎ ○ ◎

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■

鳥羽市 ◎ ○ ◎

志摩市 ◎ ○ ◎

伊賀市 ◎ ○ ◎

名張市 ◎ ○
入札全て
の工事で
実施

◎

尾鷲市 ◎ ○ ◎

紀北町 ○ ○
100万円
以上の工
事で実施

◎

熊野市 ◎ ○ ○ ◎

御浜町 ◎ ○ ◎

紀宝町 ◎ ○ ◎

平成22年度工事成績評定
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度工事成績評定
に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度工事成績評定

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：１（２）工事成績評定の実施状況＞
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ■ － ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ◎ ○ ◎

三重県 ◎ ○ ◎

備考欄

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
組織名
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静岡市 ■ ■ ●

浜松市 ■ ■ ●

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ■ ■ ■

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ◎ ○ ◎

住建設備 ■ ■ ■

住建土木 ◎ ○ ◎

住建造園 ◎ ○ ◎

宅地 ◎ ○ ◎

公園 － － －

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎ － ○ ◎

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ■ ■

岐阜県道路公社 ◎ 岐阜県に
準拠 ○ 岐阜県に準

拠 ◎ 岐阜県に準拠

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ■ 特記仕様
書に記載 ■ 特記仕様書

に記載 ■ 特記仕様書に記載

三重県道路公社 ◎ 三重県準
拠 ○ 三重県準拠 ◎ 三重県準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ 国土交通
省の準拠 ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ● ● ●

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄
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岐阜市 ◎
(県の現
場必携を
利用)

○
(県の現場
必携を利

用)
◎ (県の現場必携を利

用)

大垣市 ● ● ●

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ●
県の共通仕様書及
び、現場必携を利

用

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ● ■ ●

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ● ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄組織名

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ○ 　 　 ● 　 ○

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ● ● ●

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ◎ ○ ◎

掛川市 ■ ■ ■

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）
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袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ なし ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

備考欄 備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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豊橋市 ◎ ○ ◎

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ 愛知県に
準拠 ■ 愛知県に準

拠 ■ 愛知県に準拠

刈谷市 ● ■ ●

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 独自の簡易

方式 ◎ 愛知県に準拠

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ●

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■

標準仕様書に基づいて、国の各種安全
指針にも沿った形で安全対策を講じて
いる。また、施工に当たっては「施工プ
ロセスのチェックリスト」を活用した点検
を一部実施している。

標準仕様書に基づいて、国の各種安全
指針にも沿った形で安全対策を講じて
いる。また、施工に当たっては「施工プ
ロセスのチェックリスト」を活用した点検
を一部実施している。

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に準

拠 ◎ 愛知県に準拠

豊明市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄組織名

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）
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愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ● ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ○ ■ ■ ○

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

組織名
平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況
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桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市
営繕工務課（建築） ■ － ■

四日市市
道路整備課（土木） ■ － ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■

明和町 ○ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

備考欄

平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標

＜項目：１（３）公共工事施工の安全指針・マニュアルの整備状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

組織名
平成22年度公共工事施工
の安全指針・マニュアルに

関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ● ○ ○ ◎

警察庁中部管区警察学校 ◎ ■ ◎

財務省東海財務局 ◎ ○ ◎

財務省名古屋税関 ◎ - ○ ◎

国税庁名古屋国税局 ◎ ○ ○ ◎

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ○ ○
100万円
／件以上
の工事

◎ 100万円／件以上
の工事

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ◎ ○ ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ◎ ○ ◎

海上保安庁第四管区海上保安本部 ◎ ■ ○ ○

環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ ◎

岐阜県 ■ 事前公表 ● ●

県土整備
部のみ、
８千万円
以上で試
行

● 県土整備部のみ、８
千万円以上で試行

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ■ 事前公表 ■ 事前公表 ■ 事前公表

三重県 ■ ■ ■

静岡市 ■ ■ ■

浜松市 ◎ ○ ◎

名古屋市 ■ ■ ■

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ◎ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ◎ ○ ◎

住建設備 ◎ ○ ◎

住建土木 ◎ ○ ◎

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ◎ ○ ◎

公園 ◎ ○ ◎

保全建築 ◎ ○ ◎

保全機械 ◎ ○ ◎

保全電気 ◎ ○ ◎

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ◎ ■ ●

（独）水資源機構中部支社 ◎ － ○ ◎
（独）森林総合研究所森林農
地整備    センター中部整備
局

◎ ○

岐阜県道路公社 ■ ■ ■

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ■

250万円
以上の工
事は予定
価格を事
前公表

■

250万円
以上の工
事は予定
価格を事
前公表

■
250万円以上の工
事は予定価格を事

前公表

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ ■ ■

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄組織名

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞
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岐阜市 ■ ■ ■

大垣市 ○ ■ ○

高山市 ◎ ○ ◎

多治見市 ◎ ○ ◎

関市 ■ ■ ■

中津川市 ● ● ●

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ●
１３０万円
以下事後

公表
●

１３０万円
以下事後

公表
● １３０万円以下

事後公表

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ◎ ○ ◎

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ● ● ●

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ◎ ○ ◎

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ● ■ ●

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ● ■ ●

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ● ■ ■
予定価格
の事前公

表
■ 予定価格の事前公

表

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ◎ ○ ◎

関ヶ原町 － － －

神戸町 ● ● ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ◎ ○ ◎

揖斐川町 ●
事前公表
の試行を

継続
■

事前公表
の試行を

継続
● 事前公表の試行を

継続

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
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大野町 ■ ■ ■

池田町 － － －

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ●

一般競争
入札・電
子入札に
ついては
事前公共

●

一般競争
入札・電
子入札に
ついては
事前公共

●
一般競争入札・電
子入札については

事前公共

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ● ● ●

七宗町 ■
予定価格
は事前公

表
　 ■

予定価格
は事前公

表
■ 予定価格は

事前公表

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■
予定価格
は事前公

表
■

予定価格
は事前公

表
■ 予定価格は

事前公表

東白川村 ○ ○ ◎ 閲覧方式

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ●

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
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下田市 ◎ ○ ◎

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ◎ ○ ○

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ◎ ■ ○ ◎

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ○ ○ ◎

伊豆市 ◎ ○ ◎

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ◎ ○ ◎

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ● ● ○ 全面実施

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ◎ ○ ◎

島田市 ○ ○ ◎

川根本町 ◎ ○ ◎

御前崎市 ◎ ○ ◎

牧之原市 ◎ ○ ◎

吉田町 ◎ ○ ◎

磐田市 ● ● ●

掛川市 ● 事前・事
後の併用 ● 事前・事

後の併用 ● 事前・事後の併用

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
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袋井市 ◎ ○ ◎

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ◎ なし ○ ◎

湖西市 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
○

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
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豊橋市 ● ● ○
1500万円以上の工
事について事後公

表

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ◎ ○ ◎

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ● 一部案件に適用

豊田市 ● ● ●

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ●
2,000万

円以下は
事後公表

●
2,000万

円以下は
事後公表

● 2,000万円以下は事
後公表

新城市 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ●
概ね500
万円以上
の工事は
事前公表

●
概ね500
万円以上
の工事は
事前公表

● 概ね500万円以上
の工事は事前公表

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ◎ ○ ◎

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）
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愛西市 ◎

基本的に
事後公表
だが、事
前公表も

行う。

○

基本的に
事後公表
だが、事
前公表も

行う。

◎
基本的に事後公表
だが、事前公表も行

う。

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

弥富市 ◎

ただし、
電子入札
について
は事前公

表

○

ただし、
電子入札
について
は事前公

表

◎ ただし、電子入札に
ついては事前公表

東郷町 ● ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ● ● ●

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

南知多町 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 － － －

設楽町 ◎ ■ ○ ◎

東栄町 ●
ただし、
1,000万

円以上の
み

●
ただし、
1,000万

円以上の
み

● ただし、1,000万円
以上のみ

豊根村 ◎ ○ ◎

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄
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桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ◎ ○ ◎

いなべ市 ◎ ◎ ◎

東員町 ■
予定価格
を事前公

表
■

予定価格
を事前公

表
■ 予定価格を事前公

表

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ◎ ○ ◎

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ○ ○ Ｈ２２．８
より ◎

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ●

玉城町 ◎ ○ ◎

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ● ● ●

度会町 ◎

鳥羽市 ○
指名競争
入札につ
いては事
後公表

■ ■

志摩市 ○ ■ ■

伊賀市 ■

名張市 ■ ■
設計価格
のみ事前

公表
■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■

熊野市 ■ ■ ●

御浜町 ◎ ○ ◎

紀宝町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（１）予定価格の事後公表への移行状況＞

組織名
平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標の達成状況
備考欄

平成23年度予定価格の事
後公表への移行に関する

実施目標
備考欄
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ● 情報収集 ● 情報収集 ● 情報収集、分析に
よる活用方法検討

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ◎ ○ ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ● 全工事
40％ ● ● 全工事50％

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ■ ■ ■
外部サーバーを利
用できる環境にない
ため、実施予定は
ない。

愛知県 ■ 事例収集 ■ 事例収集 ■ 事例収集

三重県 ● ●
30件の工
事で実証
実験実施

● 30件の工事で
実証実験予定

静岡市 ● ● ●

浜松市 ■ ■ ■

名古屋市 ● ● ●

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

備考欄 備考欄組織名
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ◎ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ■ ■ ■

住建設備 ■ ■ ■

住建土木 ■ ■ ■

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ● ● ●

公園 － － －

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ●
電子メー
ルによる
書類のや
りとり

－ ●
電子メー
ルによる
書類のや
りとり

● 電子メールによる書
類のやりとり

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ■ ■

岐阜県道路公社 ■ ■ ■

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ■ ■ ■

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ ■ ■

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

組織名
平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄
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岐阜市 ■ ■ ■

大垣市 ○ ■ ○

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ● ■ ●

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

大野町 ■ ■ ■

備考欄備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

組織名
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池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ◎ 　 ○ ◎

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
組織名
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ● ● ●

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

備考欄組織名

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
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袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ なし ■ ■

湖西市 ■ 庁舎での
閲覧実施 ■ 庁舎での

閲覧実施 ■ 庁舎での閲覧実施

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
組織名 備考欄
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豊橋市 ■ ■ ■

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ● ● ●

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ◎ CRINSへ
の登録 ○ CRINSへ

の登録 ◎ CRINSへの登録

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

組織名
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愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 － － －

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

備考欄

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）
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桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ● ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（２）受発注者間の工事情報の共有状況＞

平成23年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

平成22年度受発注者間の
工事情報の共有に関する

実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度工受発注者間
の工事情報の共有に関す
る実施目標の達成状況

備考欄組織名
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ － ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ● 資材単価
のみ ● 資材単価

のみ ● 資材単価のみ

三重県 ●
資材価格
のみ情報

共有
● ● 資材価格のみ

情報共有

静岡市 ■ ■ ■

浜松市 ◎
市ホー
ムペー

ジ
○

市ホー
ムペー

ジ
◎ 市ホームページ

名古屋市 ● ● ●

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

備考欄

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄組織名

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ◎ ○ ◎

（独）都市再生機構中部支社

住建建築 ■ ■ ■

住建設備 ■ ■ ■

住建土木 ■ ■ ■

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ● ● ●

公園 － － －

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発
機構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ■ － ■ ■
（独）森林総合研究所森林
農地整備     センター中部
整備局

■ ■

岐阜県道路公社 ◎
岐阜県の
資材単価
を活用

○
岐阜県の
資材単価
を活用

◎ 岐阜県の資材単価
を活用

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ◎
愛知県よ
り情報を
受けてい

る

○
愛知県よ
り情報を
受けてい

る

◎ 愛知県より情報を
受けている

三重県道路公社 ● 資材価格
のみ ● 資材価格

のみ ● 資材価格のみ

名古屋高速道路公社 ◎ 県/市単価
は共有 ○ 県/市単

価は共有 ◎ 県/市単価は共有

名古屋港管理組合 ●
他官公庁
より情報
提供を受
けている

●
他官公庁
より情報
提供を受
けている

● 他官公庁より情報
提供を受けている

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄組織名

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表
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岐阜市 ◎
岐阜県の
システム
を利用

○
岐阜県の
システム
を利用

○ 岐阜県のシステム
を利用

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ◎
岐阜県の
システム
を利用

○
岐阜県の
システム
を利用

◎ 岐阜県のシステム
を利用

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ◎ 県システ
ムを利用 ○ 県システ

ムを利用 ◎ 県システムを利用

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

組織名
平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

備考欄 備考欄

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ◎ ○ ◎

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

備考欄

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ● ● ●

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ● ● ●

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

備考欄 備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

組織名
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袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ■ なし ■ ■

湖西市 ◎ ○ ◎

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

備考欄組織名

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞
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豊橋市 ◎ ○ ◎

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ◎ 愛知県単
価使用 ○ 愛知県単

価使用 ◎ 愛知県単価使用

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ● ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ◎ ○ ◎

岩倉市 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

備考欄組織名
平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄
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愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ● ● ●

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ●
資材価格
のみ情報

共有
●

資材価格
のみ情報

共有
● 資材価格のみ情報

共有

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

備考欄

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況
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桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ◎ ○ ◎

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ● ● ●

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ● ■ ■

伊勢市 ◎ ○ ◎

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度資材単価、需
給動向に関する情報共有
に関する実施目標の達成

状況

備考欄

平成23年度資材単価、需
給動向に関する情報共有

に関する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（３）資材価格、需給動向に関する情報共有状況＞
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ● 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ － ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ◎ ○ ◎

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎ 設計変更事務処理
要領

愛知県 ◎ ○ ◎

三重県 ◎

「三重県
建設工事
設計変更
要領」を
作成し運

用

○ ◎
「三重県建設工事

設計変更要領」を作
成し運用

静岡市 ● ● ●

浜松市 ○ ■ ○

名古屋市 ● ● ●

組織名
平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ◎

設計変更
手続きに
関する要
領につい
て公表す
ることに
ついて検

討中

○ ◎
設計変更手続きに
関する要領につい

て公表予定

（独）都市再生機構中部支社

住建建築 ■ ■ ■

住建設備 ■ ■ ■

住建土木 ■ ■ ■

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ◎ ○ ◎

公園 － － －

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎ － ○ ◎
（独）森林総合研究所森林農
地整備   センター中部整備
局

■ ■

岐阜県道路公社 ■ 岐阜県に
準拠 ■ 岐阜県に

準拠 ■ 岐阜県に準拠

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ◎
設計変更
事務取扱
要領を整

備

○
設計変更
事務取扱
要領を整

備

◎ 設計変更事務取扱
要領を整備

三重県道路公社 ◎ 三重県要
領準拠 ○ 三重県要

領準拠 ◎ 三重県要領準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ■ 検討の継
続 ■ 検討の継

続 ■ 検討の継続

四日市港管理組合 ◎
四日市港
管理組合
建設工事
設計変更

○ ◎
四日市港管理組合
建設工事設計変更

要領

日本下水道事業団東海総合事務所 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

組織名
平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄
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岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ 岐阜県に
準拠 ■ 岐阜県に

準拠 ■ 岐阜県に準拠

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ● ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
組織名

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ○ ○ ○

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
組織名

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ◎ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ○ ○ ○

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ○ ○ ◎

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ◎ ○ ◎

富士宮市 ◎ ○ ◎

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ◎ ○ ◎

磐田市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄組織名

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ なし ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

組織名
平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞
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豊橋市 ◎ ○ ◎

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ■ ■ ○ 要領を策定

豊川市 ○ ○ ◎

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ◎ ○ ◎

豊田市 ● ● ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ◎ ○ ◎

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ● ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ◎ ○ ◎

稲沢市 ◎ ○ ◎

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ◎ ● ◎

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ◎ ○ ◎

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

豊明市 ■ ■ ●

日進市 ■ ■ ■

田原市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄組織名
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愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ● ●

東郷町 ■ ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■ ■

大治町 ◎ 愛知県に
準拠 ○ 愛知県に

準拠 ◎ 愛知県に準拠

蟹江町 － － ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ◎
設計変更
事務取扱

要領
○

設計変更
事務取扱

要領
◎ 設計変更事務取扱

要領

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ◎ ○ ◎

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄組織名

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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桑名市 ■ ■ ●

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ■ ■ ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ◎ ○ ◎

多気町 ●

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ◎ ○ ◎

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ◎ ○ ◎

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ○ ■ ○

伊賀市 ◎ ○ ◎

名張市 ■
変更指針
あり。大
幅な金
額、重要

■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ○ ○ ○

紀宝町 ■ ■ ■

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標の達成状況
備考欄

平成23年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄組織名

平成22年度設計変更ガイド
ライン・指針に関する実施

目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：２（４）設計変更ガイドライン・指針の整備状況＞
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ● 情報収集 ● 情報収集 ● 情報収集、分析に
よる活用方法検討

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ■ － ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ● ● ●

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ■ ■ ■

静岡県 ■ ■ ■

愛知県 ■ 事例収集 ■ 事例収集 ■ 事例収集

三重県 ■ ■ ■

静岡市 ■ ■ ■

浜松市 ■ ■ ■

名古屋市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
組織名

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄 備考欄
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ■ 試行導入

済 ■ ■

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ■ ■ ■

住建設備 ■ ■ ■

住建土木 ■ ■ ■

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ■ ■ ■

公園 － － －

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ●

施工の合
理化とし
て個別事
業毎に実

施

－ ■ ●
施工の合理化とし
て個別事業毎に実

施

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ■ ■

岐阜県道路公社 ■ ■ ■

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ■ ■ ■

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ■ ■ ■

名古屋港管理組合 ■ ■ ■

四日市港管理組合 ■ ■ ■

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

組織名
平成22年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄
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岐阜市 ■ ■ ■

大垣市 ○ ■ ○

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ■ ■ ■

美濃市 ■ ■ ■

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ■ ■ ■

本巣市 ■ ■ ■

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ■ ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

組織名 備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
備考欄
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ● ■ ●

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

備考欄
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
備考欄組織名

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ■ ■ ■

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ■ ■ ■

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ■

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

備考欄
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
組織名
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袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ なし ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄備考欄組織名
平成22年度建設ICTの導入

に関する実施目標

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
備考欄
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豊橋市 ■ ■ ■

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ■ ■ ■

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ■ ■ ■

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄組織名
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愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ●

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況
備考欄

平成23年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）
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桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ● ■ ●

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市
営繕工務課（建築） ■ － ■

四日市市
道路整備課（土木） ■ － ■

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■

明和町 ○ ■ ■

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ■ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

備考欄
平成23年度建設ICTの導入

に関する実施目標
備考欄

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度建設ICTの導入
に関する実施目標の達成

状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（１）建設ＩＣＴの導入状況＞

組織名

126



様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ■ ■ ■

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ◎ ○ ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ■

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ●
総合評価
の評価項
目として
実施

● ● 総合評価の評価項
目として実施

愛知県 ◎ ○ ◎

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ○ ● ●

名古屋市 ◎ ○ ◎

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 － － －

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ◎ ○ ◎

住建設備 ■ ■ ■

住建土木 ◎ ○ ◎

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ● ● ●

公園 ◎ ○ ◎

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ◎ ○ ◎

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ◎
工事成績
や総合評
価落札方
式で評価

－ ○
工事成績
や総合評
価落札方
式で評価

◎ 工事成績や総合評
価落札方式で評価

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ◎ ○

岐阜県道路公社 ◎ ○ ◎

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ◎ ○ ◎

三重県道路公社 ◎ 三重県基
準準拠 ○ 三重県基

準準拠 ◎ 三重県基準準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ◎

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ○ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄
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岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ◎ 総合評価
方式のみ ○ 総合評価

方式のみ ◎ 総合評価方式のみ

多治見市 ◎ ○ ◎

関市 ● ● ●

中津川市 ◎ ○ ◎

美濃市 ● ● ●

瑞浪市 ◎ ○ ◎

羽島市 ◎ ○ ◎

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ◎ ○ ◎

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ◎ ○ ◎

可児市 ◎ ○ ◎

山県市 ◎ ○ ◎

瑞穂市 ◎ ○ ◎

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ◎ ○ ◎

郡上市 ◎ ○ ◎

下呂市 ◎ ○ ◎

海津市 ○ 総合評価
落札方式 ■ 総合評価

落札方式 ○ 総合評価落札方式

岐南町 ◎ ○ ◎

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ◎
総合評価
方式の場
合に実施

○
総合評価
方式の場
合に実施

◎ 総合評価方式の場
合に実施

垂井町 ◎
ボランティ
ア活動の
状況等

○
ボランティ
ア活動の
状況等

◎ ボランティア活動の
状況等

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ○ ■ ○ 総合評価落札方式

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ◎ ○ ◎

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ◎ ○ ◎

富加町 ◎ ○ ◎

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ◎
災害応援
協定・消
防団委員

　 ○
災害応援
協定・消
防団委員

◎ 災害応援協定・
消防団員

八百津町 ○ ■ ○

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ◎ ○ ◎

白川村 ■ ■ ■

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

組織名

130



　

下田市 ◎ ○ ◎

東伊豆町 ◎ ○ ◎

南伊豆町 ● ● ●

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ◎ ○ ◎

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ○ ○ ◎

三島市 ◎ ○ ◎

御殿場市 ◎ ○ ◎

裾野市 ● ● ●

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ◎ ○ ◎

函南町 ■ ■ ■

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ●
総合評価
方式で実

施
●

総合評価
方式で実

施
● 総合評価方式で実

施

小山町 ● ● ●

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ◎ ○ ◎

焼津市 ◎ ○ ◎

藤枝市 ◎
総合評価
の場合の
み実施

○
総合評価
の場合の
み実施

◎ 総合評価の場合の
み実施

島田市 ○ ○ ◎

川根本町 ●
総合評価
の場合に
実施

● ● 総合評価の場合に
実施

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ◎ 総合評価
のみ実施 ○ 総合評価

のみ実施 ◎ 総合評価のみ実施

吉田町 ◎ ○ ◎

磐田市 ● ● ●

掛川市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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袋井市 ◎ ○ ◎

菊川市 ◎ ○ ◎

森町 ◎
総合評価
の評価項

目
なし ○

総合評価
の評価項

目
◎ 総合評価の評価項

目

湖西市 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
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豊橋市 ◎ ○ ◎

岡崎市 ◎ ○ ◎

一宮市 ◎ ○ ◎

瀬戸市 ◎ ○ ◎

半田市 ◎ ○ ◎

春日井市 ◎ ○ ◎

豊川市 ◎ ○ ◎

津島市 ◎ ○ ◎

碧南市 ◎ ○ ◎

刈谷市 ◎ ○ ◎

豊田市 ◎ ○ ◎

安城市 ◎ ○ ◎

西尾市 ◎
災害協
定、雇用
状況等

○
災害協
定、雇用
状況等

◎ 災害協定、雇用状
況等

蒲郡市 ◎
（総合評
価落札方
式の評価
項目）

○
（総合評
価落札方
式の評価
項目）

◎ （総合評価落札方
式の評価項目）

犬山市 ● ● ●

常滑市 ◎ ○ ◎

江南市 ◎ ■ ○ ◎

小牧市 ◎ ○ ◎

稲沢市 ◎ ○ ◎

新城市 ◎
総合評価
の配点で
配慮

○ ◎

東海市 ◎ ○ ◎

大府市 ◎
総合評価
落札方式
で評価

○
総合評価
落札方式
で評価

◎ 総合評価落札方式
で評価

知多市 ◎
総合評価
競争入札
で実施

○
総合評価
競争入札
で実施

◎ 総合評価競争入札
で実施

知立市 ◎ ○ ◎

尾張旭市 ◎
総合評価
落札方式
にて試行
実施

○
総合評価
落札方式
にて試行
実施

◎

高浜市 ◎ ■ ◎

岩倉市 ■ ■ ● 総合評価方式で実
施予定

組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄
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豊明市 ◎ ○ ◎

日進市 ◎ ○ ◎

田原市 ◎ ○ ◎

愛西市 ◎
総合評価
落札方式
で実施

○
総合評価
落札方式
で実施

◎

清須市 ◎ ○ ◎

北名古屋市 ◎ ○ ◎

弥富市 ●
総合評価
落札方式
で実施

●
総合評価
落札方式
で実施

● 総合評価落札方式
で実施

東郷町 ◎ ○ ◎

長久手町 ◎ ○ ◎

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ●
総合評価
落札方式
で実施

●
総合評価
落札方式
で実施

● 総合評価落札方式
で実施

扶桑町 ■ ■ ●

あま市 ● ● ● ●

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ◎ ○ ◎

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ◎ ○ ◎

みよし市 ◎ ○ ◎

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ● ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ◎ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞
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桑名市 ■ ● ● 総合評価
評価項目 ● 総合評価評価項目

木曽岬町 ■ ■ ●

いなべ市 ◎ ◎ ◎

東員町 ○ ■ ●

四日市市 ◎ ○ ◎

菰野町 ■ ■ ● 雪氷対策業務特別
点

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ◎ ○ ◎

亀山市 ○ ■ ■ ■

津市 ◎ ○ ◎

松阪市 ◎ ○ ◎

多気町 ●

明和町 ◎ ○ ◎

大台町 ◎ ○ ◎

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ◎ ○ ○

南伊勢町 ○ ● ○

度会町 ■

鳥羽市 ◎ ○ ◎

志摩市 ◎ ○ ◎

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ○ ■ ● 総合評価試行によ
り

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ○ ○
100万円
以上の工
事で実施

◎ 100万円以上の工
事で実施

熊野市 ◎ ■ ■ ■

御浜町 ○ ■ ○

紀宝町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（２）地域貢献の評価状況＞

平成22年度地域貢献の評
価に関する実施目標の達

成状況
備考欄

平成23年度地域貢献の評
価に関する実施目標

備考欄組織名
平成22年度地域貢献の評

価に関する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ■ ■ ■

警察庁中部管区警察学校 ◎ ○ ◎

財務省東海財務局 ■ ■ ■

財務省名古屋税関 ■ ■ ■ ■

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ■ ■ ■

経済産業省中部経済産業局 ◎ ○ ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ○ ３者会議
の実施 ◎

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県（県土整備部、都市
建築部） ○ ◎ ○ ◎

岐阜県農政部 ■ ● ● ３者会議
のみ達成 ○

岐阜県林政部 ■ ■ ● ワンデーレスポンス
のみ

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ● ○ ○ ◎

三重県 ○ ○

三者会議
は

１２件の
工事
で試行

○

ワンデーレスポンス
は要領等は定めて
いないが、協議や
質問に対し迅速に
対応できる組織体
制としている。
三者会議において
は対象を拡大し試
行を継続中。

静岡県 ◎ ○ ◎

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

組織名
平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄 備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
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愛知県(建設部） ● ○ ○ ◎

愛知県(農林水産部） ■ ■ ■

愛知県(企業庁） ●

3者会議
実施済、
ワンデー
レスポン
ス未実施

●

3者会議
実施済、
ワンデー
レスポン
ス未実施

●
3者会議実施済、ワ
ンデーレスポンス未

実施

三重県 ○ ○

三者会議
は

１２件の
工事
で試行

○

ワンデーレスポンス
は要領等は定めて
いないが、協議や
質問に対し迅速に
対応できる組織体
制としている。
三者会議において
は対象を拡大し試
行を継続中。

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ● ● ●

名古屋市 ● ● ●

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ○ ３者会議

実施 ■ ○

（独）都市再生機構中部支社

住建建築 ■ ■ ■

住建設備 ◎ ○ ◎

住建土木 ◎ ○ ◎

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ◎ ○ ◎

公園 － － －

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ■ ■ ■

（独）水資源機構中部支社 ● － ● ●

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ■ ■

岐阜県道路公社 ■ ■ ○

静岡県道路公社 ■ ■ ■

愛知県道路公社 ●
ワンデー
レスポン
スのみ導

入

●
ワンデー
レスポン
スのみ導

入

● ワンデーレスポンス
のみ導入

三重県道路公社 ■ ■ ■

名古屋高速道路公社 ● ● ●

名古屋港管理組合 ■ ■ ■

四日市港管理組合 ■ ■ ● 三者会議を試行的
に実施予定

日本下水道事業団東海総合事務所 ● ● ●

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞
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岐阜市 ●
建築関係
で、３者
会議導入

●
建築関係
で、３者
会議導入

● 建築関係で、３者会
議導入

大垣市 ○ ■ ○

高山市 ■ ■ ■

多治見市 ■ ■ ■

関市 ■ ■ ■

中津川市 ● ● ●

美濃市 ● ● ●

瑞浪市 ■ ■ ■

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ■ ■

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ■ ■ ■

可児市 ■ ■ ■

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ● ● ●

飛騨市 ● ● ●

本巣市 ● ■ ●

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ● ● ○

海津市 ● ■ ●

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ■ ■ ■

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄組織名

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ● ■ ■

川辺町 ■ ■ ■

七宗町 ○ ● ● ○

八百津町 ■ ■ ■

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ● ● ● ワンデーﾚｽポンス
の試行実施

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

組織名
平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ○ ■ ○

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ○ ◎

沼津市 ■ ■ ■

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ■ ■ ■

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ■

函南町 ■ ■ ■

清水町 ■ ■ ■

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ● ● ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ○ ○ ○

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ■ ■ ■

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 ■ ■ ●

磐田市 ■ ■ ■

掛川市 ■ ■ ■

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

組織名
平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞
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袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ■ なし ■ ■

湖西市 ■ ■ ■

備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

組織名
平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

備考欄

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）
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豊橋市 ■ ■ ■

岡崎市 ■ ■ ■

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ■

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ■

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ● ■ ●

豊田市 ■ ■ ■

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ■ ■ ■

蒲郡市 ■ ■ ■

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ● ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ ■ ■

東海市 ■ ■ ■

大府市 ● ● ●

大府市 ● ● ●

知多市 ■ ■ ■

知立市 ■ ■ ■

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ■ ■ ■

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄組織名

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）
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愛西市 ■ ■ ■

清須市 ■ ■ ■

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ■

東郷町 ■ ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■ ■

大治町 ■ ■ ■

蟹江町 － － ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

組織名 備考欄

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄
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桑名市 ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ○ ■ ■

四日市市
営繕工務課(建築） ■ ■ － －

四日市市
道路整備課（土木） ●

質問・協
議等につ
いては期
限を定め
回答して
いる。

● ●

質問・協
議等につ
いては期
限を定め
回答して
いる。

●

菰野町 ● ■ ■

朝日町 × ■ ■

川越町 ● ● ●

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ○ ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ●

明和町 ● ● ●

要領等は定めてい
ないが、受注者から
の質問に対して迅
速に対応するよう努
めている

大台町 ■ ■ ■

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ■ ■ ■

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ■ ■ ■

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ■ ■ ■

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ■

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ○ ■ ○

紀宝町 ■ ○ ● 三者会議
実施 ● 三社会議実施予定

平成23年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（３）ワンデーレスポンスや3者会議の導入状況＞

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度ワンデーレスポ
ンスや３者会議の導入に関
する実施目標の達成状況

備考欄
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様式１

　 　 　

警察庁中部管区警察局 ◎ ○ ◎

警察庁中部管区警察学校 ◎ ○ ◎

財務省東海財務局 ◎ ○ ◎

財務省名古屋税関 ◎ - ○ ◎

国税庁名古屋国税局 ■ ■ ■ ■

厚生労働省東海北陸厚生局 ■ ■ ■

厚生労働省岐阜労働局 ■ ■ ■

厚生労働省静岡労働局 ■ ■ ■

厚生労働省愛知労働局 ■ ■ ■

厚生労働省三重労働局 ■ 実施予定なし ■ ■

農林水産省東海農政局 ◎ ○ ◎

林野庁中部森林管理局 ◎ ○ ◎

経済産業省中部経済産業局 ◎ ○ ■ 該当なし

国土交通省中部地方整備局 ◎ ○ ◎

国土交通省中部運輸局 ■ ■ ○

海上保安庁第四管区海上保安本部 ■ ■ ■ ■

環境省中部地方環境事務所 ■ ■ ■

岐阜県 ◎ ○ ◎

静岡県 ◎ ○ ◎

愛知県 ◎ 公契連モ
デル ○ 公契連モ

デル ◎ 公契連モデル

三重県 ◎ ○ ◎

静岡市 ◎ ○ ◎

浜松市 ■ ■ ■

名古屋市 ○ ○ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

組織名
平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄
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様式１

　 　 　

中日本高速道路株式会社
名古屋支社 ◎ ○ ○

（独）都市再生機構中部支社

住建工務 ■ ■ ■

住建設備 ◎ ○ ◎

住建土木 ■ ■ ■

住建造園 ■ ■ ■ ■

宅地 ◎ ○ ◎

公園 ◎ ○ ◎

保全建築 ■ ■ ■

保全機械 ■ ■ ■

保全電気 ■ ■ ■

（独）日本原子力研究開発機
構東濃地科学センター ◎ ■ ◎

（独）水資源機構中部支社 ◎ － ○ ◎

（独）森林総合研究所森林農
地整備センター中部整備局 ■ ■

岐阜県道路公社 ◎ ○ ◎

静岡県道路公社 ◎ ○ ◎

愛知県道路公社 ◎ 愛知県準
拠 ○ 愛知県準

拠 ◎ 愛知県準拠

三重県道路公社 ◎ 三重県基
準準拠 ○ 三重県基

準準拠 ◎ 三重県基準準拠

名古屋高速道路公社 ◎ ○ ○
H23.4.7付け要請

（中央公契連モデル
の改正）

名古屋港管理組合 ◎ ○ ◎

四日市港管理組合 ◎ ○ ◎

日本下水道事業団東海総合事務所 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

組織名
平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況

備考欄
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岐阜市 ◎ ○ ◎

大垣市 ◎ ○ ◎

高山市 ◎ ○ ○
3000万円
未満最低
制限価格
制度導入

◎

多治見市 ○ ■ ○

関市 ◎ ○ ◎

中津川市 ◎ ○ ◎

美濃市 ■ ■ ●

瑞浪市 ○ ■ ○

羽島市 ■ ■ ■

恵那市 ■ ■ ■

美濃加茂市 ■ ● ● ●

土岐市 ■ ■ ■

各務原市 ◎ ○ ◎ Ｈ20公契連モデル

可児市 ○ ○ ●

山県市 ■ ■ ■

瑞穂市 ■ ■ ■

飛騨市 ◎ ○ ◎

本巣市 ○ ■ ○

郡上市 ■ ■ ■

下呂市 ● ■ ■

海津市 ■ ■ ■

岐南町 ■ ■ ■

笠松町 ● 基準価格
の変更 ■ ● 基準価格の算出方

法変更

養老町 ■ ■ ■

垂井町 ■ ■ ■

関ヶ原町 ■ ■ ■

神戸町 ■ ■ ■

輪之内町 ■ ■ ■

安八町 ■ ■ ■

揖斐川町 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄組織名

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況
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大野町 ■ ■ ■

池田町 ■ ■ ■

北方町 ■ ■ ■

坂祝町 ■ ■ ■

富加町 ■ ■ ■

川辺町 ◎ ○ ◎

七宗町 ■ ■ ■

八百津町 ● ● ●

白川町 ■ ■ ■

東白川村 ■ ■ ■

御嵩町 ■ ■ ■

白川村 ■ ■ ■

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（岐阜県）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄組織名

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞
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下田市 ■ ■ ■

東伊豆町 ■ ■ ■

南伊豆町 ■ ■ ■

河津町 ■ ■ ■

松崎町 ■ ■ ■

西伊豆町 ■ ■ ■ ■

熱海市 ■ ■ ■

伊東市 ◎ ○ ■

沼津市 ○ ○ ◎

三島市 ■ ■ ■

御殿場市 ■ ■ ■

裾野市 ◎ ○ ○

伊豆市 ■ ■ ■ ■

伊豆の国市 ■ ■ ○

函南町 ■ ■ ■

清水町 ◎ ○ ◎

長泉町 ■ ■ ■

小山町 ■ ■ ■

富士宮市 ■ ■ ■

富士市 ○ ○ ◎

焼津市 ■ ■ ■

藤枝市 ○ ■ ○

島田市 ■ ■ ■

川根本町 ■ ■ ■

御前崎市 ■ ■ ■

牧之原市 ■ ■ ■

吉田町 － － －

磐田市 ■ ■ ◎

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況

組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞
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掛川市 ■ ■ ■

袋井市 ■ ■ ■

菊川市 ■ ■ ■

森町 ◎

平成21年
４月中央
公契連モ
デルに準

拠

なし ○

平成21年
４月中央
公契連モ
デルに準

拠

◎

湖西市 ○ ■ ○

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（静岡県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞
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豊橋市 ○ ○ ◎

岡崎市 ■ ■ ○

一宮市 ■ ■ ■

瀬戸市 ■ ■ ■

半田市 ■ ■ ○

春日井市 ■ ■ ■

豊川市 ■ ■ ■

津島市 ■ ■ ●

碧南市 ■ ■ ■

刈谷市 ○ ○ ○

豊田市 ● ● ●

安城市 ■ ■ ■

西尾市 ◎ ○ ◎

蒲郡市 ■ ■ ■ 最低制限価格を採
用

犬山市 ■ ■ ■

常滑市 ■ ■ ■

江南市 ■ ■ ■ ■

小牧市 ■ ■ ■

稲沢市 ■ ■ ■

新城市 ■ 基準価格
無 ■ 基準価格

無 ● 基準価格検討

東海市 ○ ○ ■

大府市 ■

実施予定
なし

最低制限
価格にて
対応

■

実施予定
なし

最低制限
価格にて
対応

■
実施予定なし

最低制限価格にて
対応

知多市 ■ ■ ■

知立市 ● ● ◎

尾張旭市 ■ ■ ■

高浜市 ○ ○ ◎

岩倉市 ■ ■ ■

豊明市 ■ ■ ■

日進市 ■ ■ ■

田原市 ■ ■ ■

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況
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愛西市 ■ 導入して
いない ■ 導入して

いない ■

清須市 ■ ■ ●

北名古屋市 ■ ■ ■

弥富市 ■ ■ ●

東郷町 ■ ■ ■

長久手町 ■ ■ ■

豊山町 ■ ■ ■

大口町 ■ ■ ■

扶桑町 ■ ■ ■

あま市 ■ ■ ■ ●

大治町 ○ ○ ◎

蟹江町 － － ■

飛島村 ■ ■ ■

阿久比町 ■ ■ ■

東浦町 ■ ■ ■

南知多町 ■ ■ ■

美浜町 ■ ■ ■

武豊町 ■ ■ ■

幸田町 ■ ■ ■

みよし市 ■ ■ ■

設楽町 ■ ■ ■ ■

東栄町 ■ ■ ■

豊根村 ■ ■ ■

西尾市（旧一色町） ■ ■
平成23年4月1日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧吉良町） ■ ■ ■
平成23年4月2日に
合併のため回答不

可

西尾市（旧幡豆町） ■ ■ ■
平成23年4月3日に
合併のため回答不

可

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（愛知県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞
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桑名市 ○ ■ ■ ■

木曽岬町 ■ ■ ■

いなべ市 ■ ■ ■

東員町 ■ ■ ■

四日市市 ◎ ○ ○

菰野町 ■ ■ ■

朝日町 ■ ■ ■

川越町 ■ ■ ■

鈴鹿市 ■ ■ ■

亀山市 ■ ■ ■

津市 ■ ■ ■

松阪市 ■ ■ ■

多気町 ■

明和町 ■ ■ ■

大台町 ■ H20年6月
版で運用 ■ ○

伊勢市 ■ ■ ■

玉城町 ■ ■ ■

大紀町 ■ ■ ■

南伊勢町 ○ ■ ■ ○

度会町 ■

鳥羽市 ■ ■ ■

志摩市 ○ ■ ○

伊賀市 ■ ■ ■

名張市 ○ ■ ● 総合評価試行によ
り

尾鷲市 ■ ■ ■

紀北町 ■ ■ ○ Ｈ21.4モデル

熊野市 ■ ■ ■

御浜町 ○ ■ ■

紀宝町 ■ ■ ■

備考欄

平成23年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄組織名

建設生産システムの適正化に向けた取り組み状況表（三重県）

＜項目：３（４）低入札価格調査基準価格の見直し状況＞

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関

する実施目標
備考欄

目標変更（変更後
について実施予定
○、一部実施●、
実施予定なし■）

平成22年度低入札価格調
査基準価格の見直しに関
する実施目標の達成状況
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様式２

警察庁中部管区警察局 原則、すべての工事の予定価格の事後公表を実施した。

警察庁中部管区警察学校 工事成績評定要領を制定 した。

財務省東海財務局 　実施目標を設定した取り組みについては、その目標を達成している。

財務省名古屋税関 総合評価方式等の導入はしないものの、工事の規模に応じた適切な発注ができた。

国税庁名古屋国税局 ー

厚生労働省東海北陸厚生局
平成22年度における公共工事の実績はなかった。また、平成23年度における公共工事
の実施予定はない。

厚生労働省岐阜労働局
予定価格の事後公表については、平成22年度は「100万円以上の工事について実施予
定」と目標変更し、達成することができた。

厚生労働省静岡労働局 対象案件がない。

厚生労働省愛知労働局 該当する案件がないため実施なし。

厚生労働省三重労働局 実施予定なし

農林水産省東海農政局
取組み全般について概ね目標を達成できた。今後は、一部実施検討としていた情報化施
工関係（工事情報の共有化、建設ＩＣＴの導入）の推進に務める。

林野庁中部森林管理局 取り組み全般について概ね目標を達成できた。

経済産業省中部経済産業局 該当工事なし

国土交通省中部地方整備局
実施目標は達成できた。一部実施としていた「受発注者間の工事情報の共有状況」につ
いては、対象工事を40％から50％に、「建設ICT」について平成24年度中部標準化に向
け平成23年度は総合評価方式の評価項目に加えるなど、さらに取組を推進する。

国土交通省中部運輸局
取り組み全般については、実施予定なしとしていたため達成ができていないが、平成２２
年度には３者会議が実施でき、また平成２３年度には低入札価格調査基準価格につい
て見直しを実施する予定である。

海上保安庁第四管区海上保安本部 実施目標を設定した項目は達成したが、その他の項目については実施予定はない。

環境省中部地方環境事務所 当初の目標については概ね達成できた。

岐阜県

総合評価落札方式については、簡易型（地域型）総合評価落札方式の導入により、H２１
年度２８５件からH２２年度５７７件へと拡充が図られた。
ワンデーレスポンス・３者会議については、各部での取り組み状況に差はあるものの、順
次導入が図られている。

静岡県

総合評価については、平成15年度から工事で導入し、平成22年度は目標以上の実績を
上げることができた。また、委託では平成22年度から試行し、41件導入した。
工事成績評定については、平成23年度から成績評定要領の運用を一部変更して、評定
段階の細分化を図り、より適正な評定の向上に努めていく。
安全対策の強化については、年間を通じて事故事例など共有できる情報を周知するとと
もに、安全講習会や安全パトロールの実施により安全対策に係る普及啓発活動に努め
た。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価

組織名 平成22年度の建設生産システムの適正化に向けた取り組みの達成状況
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様式２

愛知県
総合評価の実施目標を達した。「愛知県公共工事請負契約約款」・「土木工事標準仕様
書」等の見直しを行った。

三重県 取り組み項目全般について概ね目標を達成している。

静岡市 取組み全般について概ね目標を達成出来た。

浜松市
取り組み項目の内、実施予定なしの項目については、平成２３年度以降実施に向け前向
きに検討していく。。

名古屋市 おおむね、目標は達成できたと考えている。

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 当社制定の建設生産システムにて適切に運用している。

（独）都市再生機構中部支社 部門間でばらつきがあるが、達成状況は概ね良好。

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学セ
ンター

総合評価落札方式や工事成績評定などの基本的事項については、実施出来ている。

（独）水資源機構中部支社
取り組み全般について概ね目標を達成出来た。なお、工事情報や資材の単価、需給動
向に関する情報共有については、現状で業務に支障なく対応出来ている状況である。

（独）森林総合研究所森林農地整備　   セン
ター中部整備局

-

岐阜県道路公社
出資団体である岐阜県の動向を考慮しつつ、当公社にて対応可能なものは検討していき
たい。

静岡県道路公社
平成22年度の目標であった一般競争入札1,000万円以上の実施については、概ね達成
することができた。

愛知県道路公社 取組みについて概ね目標を達成できた。

三重県道路公社 基本的に三重県に準拠して実施していきたい。

名古屋高速道路公社
建設生産システムの適正化に向け、平成２２年度に公社が取り組んだ項目は概ね達成
できている。また、実施予定無しの項目については、高架構造の道路を建設し、維持管
理を行っている公社の特殊性を鑑み、実現の可能性を含め検討を進めていく。

名古屋港管理組合 取り組み全般について目標を概ね達成できた。

四日市港管理組合 取組み全般について概ね目標を達成できた。

日本下水道事業団東海総合事務所 概ね目標は達成できた。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価
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様式２

岐阜市
一般競争入札における本格実施の額を５千万円以上から３千万円以上（１千万円以上３
千万円未満は抽出にて試行）に引き下げ目標の１００件を達成。総合評価落札方式も４７
件（目標３０件）を実施した。

大垣市 本年度目標としたものについて実施できるよう取り組む。

高山市
当初見直しの予定はなかったが、3,000万円未満を対象に最低制限価格（変動型）制度
を導入し、3,000万円以上を低入札調査の対象とした（2011.1改正）。平成23年度以降も
動向を見ながら低入札調査制度のみならずその他の項目についても検討を行う。

多治見市 低入札調査基準価格の見直しについては、平成23年度以降も引き続き検討を行う。

関市 －

中津川市 －

美濃市
建設生産システム適正化に向けての取り組みが遅れているため今後検討していく必要
がある。

瑞浪市 実施検討とした項目について平成23年度において引き続き検討を行う。

羽島市 取り組みについては前年度と同様であった。新たな取組みについて検討していく。

恵那市 取り組みについては、前年度同様であった。未実施項目については、今後も検討を行う。

美濃加茂市 低入札価格調査制度を導入した。

土岐市 －

各務原市 －

可児市 －

山県市
総合評価落札方式による入札は平成２０年度から毎年実施している。今後、他の取り組
みについても検討を行う。

瑞穂市
平成２１年度に低入札価格調査制度を導入した。基準等についての見直しは実施なし。
また、地域貢献については、総合評価において実施済みのため訂正する。評価項目の
見直し検討を実施する。

飛騨市 －

本巣市
低入札調査基準価格について、平成20年モデルを使用しており、平成21年モデルに見
直しを予定していたが、実施できなかった。最新年度モデルに見直しを行うよう検討して
いる。

郡上市
工事成績評定については以前より独自様式で行っているが、今後県統一様式に移行す
るための取り組みを実施したい。

下呂市
実施検討の項目がありましたが、実施できなかったので、県内市町村の動向を図りつつ
実施に向け検討したい。

海津市
総合評価落札方式による入札は、平成22年度実施できなかったが、平成23年度は、目
標通り実施する。

岐南町 特に取り組みは実施していない

笠松町
品質確保に対する取り組みはある程度達成出来ている。今後も、基準価格の検討、一般
競争入札の拡大、円滑な執行や地域建設生産システムへの取り組みについて、段階的
な実施に向けて検討を行う。

養老町 未実施の項目について、今後も実施検討を行う。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（岐阜県）
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様式２

垂井町
低入札価格調査制度については、22年度に独自方式で導入を行ったが、公契連モデル
採用に向けての取組をおこなっていきたい。また、他の取組についても、課題が多く実施
できていない状況にあり、今後早期着手が可能となるよう検討をおこなっていきたい。

関ヶ原町 実施予定なしの項目について、今後の実施に向け検討していきたい。

神戸町 特に取り組みは実施していない

輪之内町 平成２２年度は、目標達成ができなかったが、平成２３年度は目標を達成したい。

安八町
総合評価落札方式について、平成22年度は発注できなかったが、平成23年度は試行導
入にて1件を達成したい。

揖斐川町 －

大野町
総合評価落札方式を１９年度に試行して、以後毎年１件の工事は行うこととしていたが、
担当課との連携がうまくとれず、できていない。

池田町
取り組みについては、概ね平成２２年度目標どおり。平成２３年度は、現状を基本としな
がらも、近隣市町の取り組み状況を見て検討していく。

北方町 特に取り組みは実施していない

坂祝町 －

富加町 －

川辺町 －

七宗町
取り組み目標全般については概ね目標を達成できたが、実施予定なしの項目について
は今後検討を行っていく。

八百津町 未達成の項目が多いが、試験的に実施検討を行うよう努める。

白川町 －

東白川村
取り組みについては、概ね平成２２年度目標どおり。平成２３年度は、現状を基本としな
がらも、近隣市町の取り組み状況を見て検討していく。

御嵩町 未実施のため特になし。

白川村
全ての項目において未達成であるが、平成23年度中において｢予定価格の事後公表｣へ
の移行を他市町村の動向を踏まえ検討していきたい。また、｢工事成績評定｣の導入につ
いても前向きに検討したい。

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（岐阜県）
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様式２

下田市
平成22年度の総合評価入札について、年度当初、実施件数２件を目標としていたが、１
件のみの実施となった。平成23年度についても、実施件数２件を目標としたい。

東伊豆町
平成２２年度の目標は概ね達成できた。
平成２３年度の実施予定がない部分についてもできる限り検討していきたい。

南伊豆町 特になし

河津町 当町の発注する工事は規模が小さく、実施には検討が必要

松崎町 実施予定なし。

西伊豆町 発注件数が少ないため、現状を維持する。

熱海市
取り組み全般について概ね目標を達成できた。H23年度も22年度と同内容にて実施する
予定。

伊東市 取組み全般について目標を達成できた。低入札価格調査基準価格の見直しを検討する

沼津市
工事成績評定については平成21年度に一部試行を行い、平成22年度より実施すること
ができた。

三島市
H22年度は総合評価落札方式の導入状況（工事）、工事成績評定の実施状況、地域貢
献の評価状況以外の項目の取り組みについては実施なし。また、H23年度においても現
段階では実施予定なし。

御殿場市
総合評価方式入札について計画通り実施することができた。平成23年度はさらに金額の
大きな工事で試行的に実施する予定。

裾野市 ー

伊豆市
平成22年度は平成21年度と変化は無いが、平成23年度は実施できるものの検討を行
う。

伊豆の国市
総合評価落札方式については前年度と同様に実施。低入札価格調査制度及び最低制
限価格制度を検討し平成23年度に実施予定。

函南町
平成22年度より電子入札を導入し3件実施することができた。23年度より徐々に対象を拡
大し実施していく予定。

清水町 取り組みについては概ね目標を達成できた。

長泉町
平成23年度については、電子入札を全ての工事・建設コンサルタント業務で行い、予定
価格公表を全面実施の予定。平成22年度は説明会実施や要領改正等、準備を行った。

小山町 ー

富士宮市 必要と思われる最低限の項目のみ実施している。

富士市 ー

焼津市 すべての項目をクリアしていないが、地方の状況に即した形での改善を模索している。

藤枝市
２２年度の取り組みについては、概ね目標を達成できた。低入札価格調査基準価格の改
正については引き続き検討していく。

島田市
工事成績評定、予定価格の事後公表、地域貢献の評価状況については、平成22年度実
施目標どおり達成することができた。しかしながら、それ以外の取組み項目については、
現在のところ実施する予定がない。

川根本町
実施予定としているものは、概ね実施できたが、未実施の項目が多いため、今後実施に
ついて検討していきたい。

御前崎市
平成21年度は未実施であった電子入札について、平成22年度は一部実施することがで
きた。平成23年度は130万円以上の工事について実施する予定。

牧之原市 未実施の取り組みについては、実施検討を行っていきたい

吉田町 ー

磐田市 平成23年度より調査基準価格を改定し失格基準価格を新設。
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掛川市 ー

袋井市 ー

菊川市 ー

森町 なし

湖西市
H22は、独自評定から工事成績評定に移行し、予定価格事前から事後公表への移行検
討と調査基準価格のH21モデルへの移行検討を行い、H23から事後公表とH21モデルを
実施する。
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豊橋市
平成21年度に検討を重ね、平成22年度に低入札調査基準価格の算定見直し及び予定
価格の公表時期について一部事後公表を実施。平成23年度は、予定価格の事後公表
本格実施に向け、一定金額以上の工事を事後公表の対象とする。

岡崎市
平成22年度の総合評価は目標を達成できた。
平成23年度からは総合評価の評価項目を増やし、最低制限価格や低入札価格調査制
度を導入予定。

一宮市
取り組み全般について概ね目標を達成出来た。ただし、実施予定なしとしていた項目に
ついては、今後、実施について検討を行う。

瀬戸市
取り組み全般について概ね目標を達成した。今後は総合評価落札方式の入札の件数を
増やせないか検討する。

半田市
実施済み事項については、適正な取り組みを行うことが出来た。また、新たな取り組みと
して、平成２３年度から一般競争入札に低入札価格調査制度を導入する。

春日井市 特になし

豊川市
　取り組み全般について概ね目標を達成できた。設計変更ガイドライン指針、安全指針・
マニュアルの整備、低入札価格調査基準価格の見直しについては、平成２３年度も継続
して検討を行う予定である。

津島市 平成23年度において低入札価格調査基準価格の見直しを検討予定。

碧南市 実施目標を建てた項目については目標を達成することができました。

刈谷市
実施検討としていたものについて実施しなかった。予定価格の事後公表については、平
成23年度に一部実施予定とする。

豊田市 平成22年度は予定価格の事後公表を拡大実施した。

安城市 品質確保対策への取組は概ね達成できた。

西尾市
取り組み全般について概ね達成できた。ただし、実施予定なしとしていた予定価格(事後
公表)等については、今後の検討課題としたい。

蒲郡市
概ね目標を達成出来た取り組みもあったが、、実施予定なしとしていたものについては、
今後も検討を行う。

犬山市 全般的に概ね目標を達成できた。

常滑市
総合評価方式の導入については、僅かではあるが件数を増加させることができた。今後
は更なる件数増加に努めたい。

江南市 概ね目標を達成できた。総合評価方式については引き続き実施していく予定。

小牧市
取組み全般について概ね目標を達成できた。平成23年度には5件の総合評価を行う予
定。

稲沢市
取り組み全般（実施予定のもの）について概ね目標を達成出来た。平成23年度について
も同様に取り組んでいく。

新城市
平成22年度においては、低入札価格調査制度は、未整備であるので、平成23年度にお
いて整備を検討する。

東海市 ー

大府市 取り組み全般について概ね目標を達成出来た。

知多市 取り組み全般について概ね目標を達成できた。

知立市
平成22年度は未実施であった低入札価格調査基準価格の見直しについて、当初目標ど
おり一部実施することができた。平成23年度については、すべての工事について実施す
る予定。

尾張旭市 ー

高浜市 実施予定のものについて実施でき概ね目標を達成できた。

岩倉市 平成23年度に総合評価方式を試行することに決定した。
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豊明市 ー

日進市
総合評価適用工事を平成21年度は3件に対し、平成22年度は5件実施した。今後、実施
件数を拡大する。

田原市

　総合評価落札方式の導入については体制等の課題もあり、発注件数割合等での目標
設定までには至っておらず、平成２２年度には６件を目標としていたが、工事発注案件と
審査時期の調整が合わず４件の実施であったため、平成２３年度は、昨年前と同じ６件
の実施を目標とする。
　事前公表としてきた予定価格を、平成２０年度から一部事後公表との併用として、平成
２２年度からは全案件を原則事後公表としており、平成２３年度も引き続き事後公表とす
る予定である。
　低入札価格調査の指標となる基準価格の見直しについては、本市の入札及び工事請
負の状況に照らし、適正価格での契約に支障となると判断される場合は、速やかに移行

愛西市 ー

清須市
実施予定としたものについては、概ね目標達成できたが、実施検討としていたものについ
ては、来年度以降に再度、実施検討することとなった。

北名古屋市
取り組み全般について未実施が多いので、今後実施できるように検討を行っていきた
い。

弥富市 施行導入している総合評価落札方式をより積極的に導入する

東郷町 ー

長久手町
建設生産システムの適正化に向けては、人員配置の問題も含め今後の改善を検討して
いきたい。

豊山町 今後平成２３年度以降の電子入札の導入に向け準備を行う。

大口町 ー

扶桑町 ー

あま市 近隣自治体の動向を踏まえ、実施検討を行います。

大治町
平成21年度は未実施であった低入札価格調査基準価格について、当初目標のとおり設
計金額5,000円以上の建設工事の競争入札を対象に定めた。平成23年度は、設計金額
3,000万円以上の建設工事の競争入札について実施する。

蟹江町
平成21年度に実施したにもかかわらず、平成22年度は未実施となったことに反省すべき
であるが、基本的に事務量の増加という点が難点である。しかし、平成23年度以降前向
きに進めたい。

飛島村 ー

阿久比町 平成22年度は未実施の項目が多いので、平成23年度は実施するように検討したい。

東浦町
平成22年度については未実施の項目が多いので、平成23年度については、実施するよ
う検討する。

南知多町 ー

美浜町 ー

武豊町

総合評価方式については、平成22年度に要綱を作成し、平成23年度から試行を開始し
ていく予定である。また、最低制限価格について、今までは非公開であったが、平成23年
度からは事後公表に変更する。それに伴い、まだ決定事項ではないが、予定価格につい
ても事後公表について変更するかどうか、今後の検討課題となっている。

幸田町 中間前金払を開始した。

みよし市

平成２２年度の取組みについては、概ね目標を達成できたと思われる。ただし、実施予定
なしとしている安全指針マニュアル、受注者間の工事情報の共有、ワンデェーレスポンス
や三者会議の導入、低入札価格調査基準価格の見直し等については、平成２２年度中
に見直し等の必要が認められなかった。しかし、必要な状況となった場合は、順次導入、
見直しをおこない対応を検討していく予定。
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設楽町 特に取り組みしていない。

東栄町
予定価格の事後公表は、一部達成しているものの、その他の実施については明確な目
標を策定できていない。平成23年度以降に目標明確化に取り組み、順次取り組んでいく
予定。

豊根村
入札・契約に従事する職員が１名で兼務している状態のため、適正化に向けた取り組み
が進展しない状況。できることから、随時検討していく。

西尾市（旧一色町）
前年度まで試行実施していた総合評価落札方式を今年度は実施せず、特に達成できた
点はなかった。

西尾市（旧吉良町）
昨年度は総合評価落札方式を導入したが、今年度は合併による事務に忙殺され取り組
みができなかった。

西尾市（旧幡豆町） 新西尾市の体制による

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（愛知県）

162



様式２

桑名市
当初の目標どおりに取り組みを行ったが、目標の設定段階で実施する予定がない項目
が多い状況である。

木曽岬町 平成22年度は対象工事がなかった。

いなべ市 -

東員町 -

四日市市
総合評価方式については、目標件数を実施することができた。低入札価格調査基準価
格の見直しについては、平成22年4月より公契連モデルに変更した。

菰野町
平成22年度は未実施であった地域貢献の評価について、平成23年度より町内路線雪氷
対策業務特別点として、前年度の町内路線雪氷対策業務を三重県又は菰野町との間で
元請契約している者を対象とし、土木一式・舗装各工事の申請業種に配点する。

朝日町 -

川越町
平成22年度実施予定のものについては達成できた。未実施の項目については近隣市町
の動向を踏まえ検討する。

鈴鹿市 未実施になっている内容について，一部実施が可能か検討を行う。

亀山市
予定価格は入札後の情報公開開示のみの対応であったが、Ｈ２２．８よりシステム的公
開を実施した。各設定項目は段階的手順が必要であるので、明確な自己評価は困難で
あるが、問題意識等の共有の一歩となったと思う。

津市
総合評価については概ね目標を達成できた。試行結果について、問題点を分析、研究し
今後に反映したい。。

松阪市
取り組み全般について概ね目標を達成できた。実施予定なしとしている事柄については
状況をみながら実施検討を行っていきたい。

多気町 -

明和町
取り組み全般については概ね目標を達成出来た。ただし、実施予定なしとしていた項目
については、平成２３年度に実施検討を行う予定。

大台町 -

伊勢市 -

玉城町 目標どおり達成できたが、実施予定なしの項目についても検討していきたい。

大紀町 -

南伊勢町 H23年度については、実施について検討していく。

度会町 -

鳥羽市
22年度において予定価格の事後公表への移行を検討してきたが結論が出ず、県や他市
の状況を踏まえ引き続き検討課題とする。

志摩市
総合評価方式については、例年どおりの件数を試行実施することができた。設計変更ガ
イドラインや低入札価格調査については、導入に向けての素案を作成した段階である
が、導入は今後検討する。

伊賀市 総合評価方式について数件の実施を予定していたが、実施できなかった。

名張市
平成22年度において、総合評価落札方式での入札が出来なかった。平成23年度におい
て、1件実施することにより、低入札価格調査や地域貢献の評価などを活用する。

尾鷲市 -

紀北町 -

建設生産システムの適正化に向けた取り組みの自己評価（三重県）

163



様式２

熊野市
取組みについて実施できていない状況であった。課題も多く、23年度においては全体の
発注状況をふまえ、引き続き実施検討できる項目を考察していく。

御浜町 未実施の項目については、一定の検討を行った。引き続き調査研究していきたい。

紀宝町 未実施項目について、今後、検討していきたい。
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中部地方の全産業に占める
建設業の倒産件数

建設業

358社

その他

産業

1,071社

○中部地方の建設投資額（政府＋民間、土木＋建築）は、H12年度と比較して、約4割減少。

○中部地方の建設業就業者数は、約3割（20万人）が建設業を離れた。

○中部地方の全産業に占める建設業の倒産件数は約1/4を占める。

中部地方の建設業の動向

建設業倒産件数

全産業の
約1/4

出典；東京商工リサーチ 「建設業倒産件数」

中部地方の建設投資額と建設業就業者数

※中部4県：静岡、岐阜、愛知、三重県

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

12年度 13年度 14年度15年度 16年度 17年度18年度 19年度20年度 21年度 22年度
500

550

600

650

700

750

800

民間　建設投資額　中部4県（千億円）
政府　建設投資額　中部4県（千億円）
建設業就業者数(中部4県・年度末)

出典；国土交通省 「平成22年度建設投資見通し」、総務省 「労働力調査」 より作成

建設投資額4割減

就
業
者
数
３
割
減

20万人減

投資額：H20以降は見込み、H20以降内訳不詳
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土木・建築業自営
19%

農・林・漁業
6%

販売店主
7%

不動産業自営
2%

製造業自営
17%

その他の自営業主
37%

飲食店主
12%

土木・建築業自営

農・林・漁業

販売店主

飲食店主

不動産業自営

製造業自営

その他の自営業主

建設関係従事者の路上生活者の前職業及び自殺者数
○H16年度からH21年度の自殺者の推移は、総数でみ

ると変動は余り見られないが、「土木・建築業自営業者」
はH18 からH21までに約1．4倍に増加。

○愛知県内の職業別自殺者数は「土木・建設業自営業
者」が約2割を占める。

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000総

数

（
人

）

300

360

420

480

540

600
土

木

・

建

築

業

自

営

業

（
人

）

自殺者総数 32,325 32,552 32,155 33,093 32,249 32,845

土木・建築業自営業 446 372 351 505 578 575

H16 H17 H18 H19 H20 H21

1.4倍

（愛知県警資料より作成）

（警察庁資料より作成）
路上生活をする前の職業

○全国調査（H19）で路上生活（ホームレ
ス）をするすぐ前の職業で、建設関係（建
設技能・建設作業含む）が48％で第1位。
名古屋市では約50％と上回る。

建設技能

建設作業

専門・技術職

管理的職業

事務従事者

販売従事者

サービス業

保安職業

運輸・通信

採掘作業者

生産・製造

印刷・製本

労務・運搬

清掃・廃品

その他

職業なし

建設技能
１８％

建設作業
３０％

３０％

１８％

職業別自殺者数

１９％

愛知県内 職業別自殺者数 ～自営業者（平成21年）～

土木・建築業自営 １９％
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